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巻頭言
　平成 27（2015）年度は、1996年 5月に東北アジア研究センターが創設されて 20年目に
あたる節目の年であった。またこの年は、第二期中期目標・中期計画期間最後の年にあた
り、政府が進める大学改革との関わりもあって、次の第三期にどのようなビジョンを描く
のかが問われた年でもあった。その様な中で、わが国最初の東北アジア地域研究のセンター
としての我がセンターには、国内の研究拠点としての機能のいっそうの充実が求められて
いる。困難な国家財政の下、国立大学はこれまでの在り方の根本的な問い直しを迫られて
いる。それは、部局や大学の枠組を越えた連携による研究教育ネットワークの構築と、国
際的な舞台での教育研究の推進であろう。政府が進める改革に対しては、国立大学協会や
国立大学附置研究所センター会議がさまざまな提言を行っているが、それが国際化と社会
との連携に重点を置いているのもこういった動向を意識したものと言えるだろう。
　ひるがえって考えるに、地域研究とは、ディスシプリン・ベースの既存の教育研究態勢
を越えて、文系・理系の諸分野を動員して地域の多様な課題を研究することを目的とする
学の領域である。それは一部局が単独でなし得るものではなく、組織間・研究者間の連携
をプロモートしつつ、ネットワーク的な研究環境を創出し、その要となることによって初
めて展望しうるのだと言える。従ってセンターの任務は、スタッフの研究者がそれぞれの
ディスシプリンを基盤として、地理的な意味でも、方法的な意味でも果敢に越境的な問題
設定を行いながら、研究対象たる地域の社会や研究者と協力した研究実践を進めることに
ほかならない。
　平成 27年 12月 5日～ 6日、本センターは 20周年記念行事として、国際シンポジウム「東
北アジア　地域研究の新たなパラダイム」を開催した。このシンポジウムを構成した　セッ
ションは、いずれもセンターのスタッフがこれまで進めてきた研究プロジェクトを基盤に
したもので、20年目の本センターの姿をありのままに示したものと言える。その一方で、
このシンポジウムでは、東北アジアを研究する国内の 4研究組織のセンター長による「総
合セッション」を設定し、今後のこの地域に関する研究の展望を示した。平成 28年度か
らは、国立大学共同利用機関法人人間文化研究機構が採択した「北東アジア地域研究推進
事業」に参画する。その他にもセンターの研究者は国内外の研究者・研究機関と連携した
活動を活発に展開しており、そのひとつひとつが、国際的研究拠点としての本センターの
今後にとって研究シーズとなりうるものである。ボトムからの研究活動とトップダウン的
なリーダーシップによるその事業化を効果的に結びつける基礎が、スタッフの日頃の地道
な活動にあることは論をまたない。拠点機能の強化による東北アジア研究のいっそうの展
開を期待したい。
2016年 8月
東北大学東北アジア研究センター長　岡　洋樹
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2015年度行事表 
期　　日 行　　事
2015 年 4月 27日～
5月 7日 センター運営会議（メール審議）
2015 年 05月 25日 センター運営会議
2015 年 06月 29日 センター運営会議
2015 年 07月 01日 部局評価総長ヒアリング
2015 年 07月 27日 センター運営会議
2015 年 09月 28日 センター運営会議
2015 年 10月 26日 センター運営会議
2015 年 11月 24日 センター運営会議
2015 年 12月 5日～ 6日 東北大学東北アジア研究センター創設20周年記念式典・国際シンポジウム「東北アジア　地域研究の新たなパラダイム」
2015 年 12月 28日 センター運営会議
2016 年 01月 25日 センター運営会議
2016 年 02月 13日 センターシンポジウム「共生の東北アジア：中蒙・中露辺境を事例として」
2016 年 02月 29日 センター運営会議
2016 年 03月 09日 センター 2015年度研究成果報告会
2016 年 03月 22日 センター運営会議
2016 年 03月 24日 第 8回学生研究交流会
総合的自己評価
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（1）理念と目的
東北アジア研究センターは、ロシアのアジア部分（シベリア・極東）、中国、モンゴル、朝鮮半島、
日本を「東北アジア地域」として捉え、文系・理系の諸分野の連携による学際的な地域研究を行うこ
とを目的として設立された地域研究のセンターである。昨年度、東北大学はグローバル・ビジョンを
策定した。これに含まれる東北アジア研究センターは以下のようなビジョンを掲げている。
〔部局のミッション（基本理念・使命）〕
○東北アジア研究センターは、文系・理系の研究者を擁する地域研究のセンターとして、ロシアのシ
ベリア・極東、モンゴル、中国、朝鮮半島、日本からなる東北アジアに関する世界最高水準の研究
を東北アジア地域諸国との国際的連携の下に創造し、これを通じて地域理解の増進と課題の解決に
貢献します。
20世紀末葉における冷戦終了後の国際情勢の展開は、東北アジア研究の重要性を示している。ソ連
の解体による社会主義圏の消滅と、中国の改革・開放政策の進展により、世界はアメリカを一極とす
るグローバル化に向かうと考えられた。日本と中国との経済関係の深まりと、ロシアとの関係改善へ
の期待は、わが国が直接隣接するこの地域が、近い将来においてわが国にとって重要なものになるで
あろうことを示していた。しかし日・中・韓の関係が必ずしも良好ではなく、ロシアとの国境問題の
解決の見通しも立たない現状は、この期待を裏切ると同時に、東北アジアを繞る課題が、わが国にとっ
て引き続き重要なものであることをも示すことになった。特に中国の台頭は、21世紀における国際環
境に大きな再編をもたらす可能性をもち、かつそれが中露の安定した地政学的関係の上に成り立って
いることを考える時、ユーラシア東部の大陸部の動向と事態を理解することが、21世紀のわが国の進
路に本質的な意味をもつことが明らかになりつつある。とくに西側先進国＝ The Westを中心とする
世界の秩序再編をめざすかに見える中国の戦略的アプローチは、事態がすでに東北アジアという空間
に収まらない広がりを持つことを示している。明治以来「西側」の一員たることを国家目標としたわ
が国は、敗戦を越えて冷戦構造の中で「先進国」としての地位を再び獲得する一方で、「東アジア共
同体」論に見られるように、「アジア」へのこだわりをも保ち続けてきた。このようなわが国が持つ「両
属性」の意識が、一方で「西側」からの新たな「開国」を求めるグローバル化の要求と、中露による
地域秩序の構築と世界秩序再編への挑戦という事態に直面しつつある現在、将来像の獲得を容易なら
ざるものとしているように思われる。わが国が東北アジアで直面している歴史認識・北朝鮮・拉致問題・
国境問題などの課題は、ここに至ってローカルな枠を越えた全球的な課題の一部となりつつあるので
あり、構造変動の震源は中露を中心とし、わが国が隣接する東北アジアなのである。この変動を東北
アジア的課題として捉えれば、わが国はその課題の一部を構成している。東北アジア研究センターは、
伝統的に「環日本海」問題を指す北東アジア地域問題を、ユーラシア大陸の東半を含むより広い視野
の中で位置づけ、あらたな地域概念としての「東北アジア」に関する研究の必要性を主張してきた。
その課題としての意義は、今日ますます増大しているといえるのではないだろうか。学術的な面を見
ると、中国やロシアはかつてのイデオロギーの拘束を解き、膨大な資本を投入しながら地域に関わる
研究を進めるアカデミアを構築してきた。いまや東北アジア地域に関する研究は、「先進国」たる日
本の一方的な「途上国」研究ではありえず、東北アジア諸国に育つ研究者との対話や協働による地域
理解の醸成が必須の課題である。それゆえ東北アジア研究センターは、地域の研究者たちとの研究協
力の態勢を構築しながら、地域の新たな諸課題に関する理解の共有を図らなければならないのである。
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しかし地域が共有するべき課題は多岐にわたり、個別の部局のみが全ての課題に対応することができ
ないことは明らかである。ここに国内の研究機関との連携をも確保した、全国的な東北アジア研究の
拠点として機能することが求められるのである。
〔機能強化に向けた取組方針（～2017年度）〕
○私たちは、文理連携などの学際的研究による東北アジアの総合的理解という部局の基本理念を更に
継承・発展させるため、国内や東北アジア諸国の研究機関・研究者と一層の連携をしつつ、文理諸分
野の研究成果を踏まえた東北アジア地域理解を獲得するための研究を追求することを目指します。
○私たちは、「ワールドクラスへの飛躍」に不可欠な国際的研究協力の環境整備と諸言語による研究
成果発信を可能とする支援体制の確立に取り組むとともに、東北アジア地域研究という特色ある分
野において、研究の国際化への支援を強力に推進します。
地域研究が追求するのは、物理学や哲学のような普遍的な知の獲得でもないし、工学のような汎用
性のある技術の発明でもない。それは、対象とする地域がもつ特殊性・個別性への現代的関心であり、
地域理解への実用的な知見の獲得である。そこでは諸学は地域の特殊性を理解するための方法として
用いられるのである。ここに地域研究の応用研究としての本質がある。一方で地域の課題は多様であ
り、学術研究の様々な分野の連携・協力を必要とする。それが地域研究が必然的に学際的たるべき理
由である。同時に、現代の地域研究は、かつての植民地研究や敵国研究とは異なり、地域社会との協
働による地域理解の獲得をめざす。協働するべきは、地域住民のコミュニティーであり、また地域で
活動する現地研究者たちである。だから地域研究に従事する研究者は、地域の中でフィールド調査を
行うばかりでなく、その知見を地域住民や地域の研究者に還元し、対話を行うことによって、その地
域に関わる理解を紡ぎ出していく。東北アジア地域研究においても、第一に要請されるのは、東北ア
ジア諸国の現地研究者との研究協力ネットワークの構築と、これを通じた研究交流の推進である。東
北アジア研究センターが、これまでロシア、モンゴル、中国、韓国の現地研究機関との協定締結、学
術交流を積極的に推進してきたのは、このような地域研究がもつ関心の在り方に基づいている。特に
東北アジアの諸国は、優れた研究能力をもつ研究者・研究機関を有しており、現地での研究協力を通
じて、豊かで双方向的な地域理解の獲得が期待される。ロシアは、伝統的に世界的な東洋研究の中心
地の一つであるとともに、シベリア・極東に関する研究も、自国研究として膨大な蓄積をもつ。中国も、
文化大革命による損失を克服し、世界トップクラスの研究を生み出しており、東北アジアに関する研
究も例外ではない。韓国においてもアジア研究と自国の研究は多くの成果を生み出している。現地研
究機関との協力は、わが国も含めて、外国研究としてのアジア研究ばかりでなく、各国の自国研究の
諸領域をも包括した研究成果の活用が可能であるという意味で、膨大な研究資源を有している。一方
で、国内においても、東北アジア研究に従事する研究機関・研究者との連携が追求されなければなら
ない。現在国内には、富山大学極東地域研究センターや島根県立大学北東アジア地域研究センターな
ど、東北アジアを研究対象とする組織が活動を展開している。東北アジア研究センターは、これらの
研究組織と学術交流協定を締結し、研究協力を進めてきた。今後国内での研究協力態勢の拡充は重要
な課題となるであろう。また欧米においても、中国の台頭やロシアの問題が、東北アジアへの関心を
集めている。欧米における東北アジア研究は、現在なお必ずしも極東研究を枠を脱することができて
いないように思われるが、今後研究交流を構築する必要は明らかである。東北アジア地域の研究資源
は、それぞれの国の言語によって蓄積されており、英語のような国際言語の役割はいまだ限定的であ
る。それゆえ東北アジア研究を現地研究者との協働によって遂行するためには、言語的多様性の確保
－ 6－
が必要となる。このことは、東北アジア研究が、現地においては自国研究にほかならないことの必然
的な結果でもある。東北アジア研究センターのスタッフは、英語ばかりでなく、ロシア語・中国語・
韓国語・モンゴル語などの現地言語に通じることが求められる。言語的多様性の確保は、現地研究者
との日常的な交流に大きな力を発揮している。
〔重点戦略・展開施策〕
１．基礎研究及び異分野連携による東北アジア研究の推進と新たな研究フロンティア開拓
諸学の基礎研究を踏まえた異分野の連携による東北アジア地域研究の国際的展開と学術研究を通じ
た社会貢献の推進により、東北アジア地域研究から新たな研究フロンティアを開拓します。
上述したように、地域研究は、諸学の基礎研究の成果を、分野横断的に動員しつつ、現地研究者や
地域社会との協働により地域理解の獲得を目指す学の在り方である。東北アジア地域研究は、東北ア
ジア諸国の研究機関との協働によって得られた学知を社会に還元することを通じて社会に貢献したい
と考えている。東北アジア地域は、自然環境・社会文化・歴史にわたる多様な課題を有している。こ
のような地域研究課題の多様性は、個々の課題に応じた多様な学術分野の知見の動員と、その総合を
要請する。基礎研究と呼ばれる諸学問領域は、確立された方法論と視圏を有するがゆえに、方法論の
レベルでの融合の可能性は限られている。しかし自然生態の在り方が地域の人間社会の生活に対応し
た様態を生み出すように、個々の学術分野が研究する対象は相互に深く関わりあうものである。それ
ゆえ、理系・文系の個別基礎研究領域における知見は、一段高いところで総合されることによっては
じめて文理連携的な地域理解を導出することを可能にするのである。地域研究は、著しい学術の専門
化を直ちに排するのではなく、その知見を統合することによって新たな地域理解を生み出そうとする
ものである。地域研究の拠点とは、これを可能にする場でなければならないと考える。地域研究が求
める国際的な学術連携においては、地域の現地研究者の存在が重視されなければならない。地域研究
が学の普遍性においてではなく、地域の特殊性にその根拠を置く以上、地域諸国の研究成果の活用や
研究者との対話は不可欠の要素である。東北アジア地域の研究者が地域に対してもつ理解は、欧米の
研究者とは異なる視点からなされる。東北アジア研究センターは、地域の研究機関・研究者との研究
交流を通じて単なる「外国研究」とは異なる地域研究の実践を行う場を共有しつつ、さらには欧米の
研究者との協力も確保したい。それは東北アジア研究の新たなフロンティアを構築する作業である。
　東北アジア研究センターは、スタッフによる機動的な研究展開を可能とするデバイスとして、プロ
ジェクト研究部門を設置している。これは基礎研究部門に所属するスタッフがプロジェクト研究ユ
ニットを組織し、外部資金を用いた時限的研究プロジェクトを推進するための組織的媒体である。各
ユニットはセンター外の研究者の参加による共同研究を実施することで、学際的な、あるいは国際的
な研究を遂行するしかけとなっている。
２．東北アジア研究における国際的な頭脳循環のハブとしての活動
東北アジア地域の研究機関・研究者との学術ネットワークの拡充による研究連携と成果の発信を通
じて、開かれた国際的共同研究・研究交流を推進します。
３．国・地方自治体との連携協力による社会貢献的研究の推進
歴史資料保全活動やレーダ技術を用いた遺跡探査・防災研究、東日本大震災後の無形文化財の調査
研究等を「遺産研究（Heritage studies）」として位置付け、社会貢献的研究の一層の推進を図ります。
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地域を研究しようとする我々は、海外においては地域の研究者との協働を目指すのと同様に、国内
を対象とした場合には、地域住民のコミュニティーとの協働による研究や、成果の還元に向かう。東
北アジア研究センターが掲げる社会貢献的研究とは、研究成果の社会還元のためのアウトリーチ活動
にとどまらず、研究自体を地域との協働において遂行することを意味しており、一般の地域研究機関
に見られない、東日本大震災被災地仙台に所在する本センターの特色となっている。現在センターで
は、宮城県内の地域との協力による歴史資料保全活動や、レーダ技術を用いた減災研究、被災地の無
形文化財調査に取り組んでいるが、これらはその例である。これらの研究は、地域の文化遺産の保全
継承を目的とすることから、「遺産研究」と呼ぶ研究領域となっている。社会貢献的研究に注力する
のは、地域との協働という意味においてばかりでなく、地域研究本来の実用的性格を模索する意味も
有している。また東北アジア諸国の文化遺産の研究においても、成果のデータベース化とその公開に
よる社会への還元を行っている。
４．東北アジア研究を通じた知縁コミュニティ形成・展開
公開講演会やリベラルアーツ・サロン、東北アジア学術交流懇話会等を通じて、東北アジア研究の
知縁コミュニティの形成・拡大を進め、学内でも特色ある社会連携の領域を創出します。
東北アジア研究センターは、研究活動の成果をアウトリーチ活動によって社会に還元し、知縁コミュ
ニティーを形成することも注力している。5月と 12月に東北アジア学術交流懇話会との共催による公
開講演会を開催するとともに、毎年春には東北アジア研究センター・シンポジウムを開催して市民に
も公開で学術的課題を討論している。東北アジアは、今日極めて関心を集めている地域であり、市民
にこの地域に関する正確な理解を提供することは、本センターの役割である。また歴史資料保全活動
や地域での古文書セミナーなどの活動は、日本をテーマとした地域への学術的知の還元活動である。
５．国際発進力の強化
機関誌『東北アジア研究』や専書、読本などの刊行、ホームページでの研究情報の多言語による発
信を通じて、東北アジア研究センターの国際発進力の強化を進めます。
東北アジア研究センターは、研究活動の状況や成果を、英語を含む多言語を媒体として発信するこ
とを目指す。成果の発信において英語は不可欠のツールであるが、同時に東北アジア地域との交流の
推進において、地域の諸言語による発信も重要な役割を果たしている。特に東北アジア諸国は、ロシ
ア語を共通語とした旧ソ連圏や、膨大な話者人口を有する中国語を大言語としているばかりでなく、
中国や韓国・モンゴルはわが国と深い交流を持つ国である。我々は、研究の成果の刊行や、インターネッ
ト上での発信に当たって、英語とともに、これら東北アジア言語の活用を考えたい。
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（2）概念図
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（3）東北アジ研究センターの組織構成と運営
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〔組織構成〕
東北アジア研究センターは、9つの分野からなる基礎研究部門と、センターのスタッフが組織する
時限的な研究組織としてのプロジェクト研究部門、外国人研究員（客員教授・准教授）ポストと研究
支援に関わるセクションを置いた研究支援部門、寄附研究部門である上廣歴史資料学研究部門（上廣
倫理財団）が設置されている。
基礎研究部門は、「ロシア・シベリア」「モンゴル・中央アジア」「中国」「日本・朝鮮半島」の四つ
の分野に文系の教員が配置されており、「地域生態系」「地球化学」「地域計画科学」「環境情報科学」「資
源環境科学」の 5分野に理系分野の教員が配置されている。
プロジェクト研究部門は 2006年以降設置され、東北アジアに関わる多様な研究を、内外の研究者
との共同研究によって遂行する組織的デバイスとして機能している。各ユニットは、科研費などの外
部資金を獲得しながら、学内外の研究者を組織した共同研究を実施することで、個別テーマでの研究
拠点機能を果たしている。平成 27年度には、8ユニットが活動を行っている。ユニットを立ち上げた
場合、スタッフの研究は主にユニットで展開されるが、ユニットを持たないスタッフは、基礎研究部
門の各分野で研究を展開している。
各ユニットでは、ユニットの目的に即した研究プロジェクトを組織し、センター外の研究者との共
同研究を行っている。これらの共同研究のあるものは、科研費などの外部資金によって運営されてお
り、ユニットの研究成果を具体化していると言える。平成 27年度中に実施されたのは、11件のユニッ
ト型共同研究、および 4件の一般型共同研究があり、センター外からの参加者が多く、本センターの
拠点機能を示している。
平成 27年度に活動を展開したプロジェクト研究ユニット及びユニットが実施している共同研究は
以下のごとくである。
・21世紀における東北アジア地域像の創出に関する研究ユニット（代表：岡洋樹）
「東北アジア辺境地域多民族共生コミュニティ形成の論理に関する研究」
・現代中国社会の変容に関する文化人類学研究ユニット（代表：瀬川昌久）
・20世紀ロシア・中国史再考研究ユニット（代表：寺山恭輔・上野稔弘）
「新疆、満州をめぐる 20世紀前半のソ連、中国の政策」
・東北アジア言語文化遺産研究ユニット（代表：栗林均）
「伝統的モンゴル語辞書の研究」
「モンゴル語、日本語、中国語の文法カテゴリーの対照研究」
・出版文化資料データベース研究ユニット（代表：磯部彰）
「典籍文化遺産の研究」
・減災をめざした電波科学研究ユニット（代表：佐藤源之）
「震災復興のための地中レーダによる遺跡探査推進」
・災害と地域文化遺産に関わる応用人文学研究ユニット（代表：高倉浩樹）
「東日本大震災被災地域における宗教活動と社会的多様性に関する調査研究」
「東日本大震災後の復興過程に関わる地域社会比較と民族誌情報の応用」
・東北アジアにおける大気環境管理スキームの構築研究ユニット（代表：明日香壽川）
「中国における石炭消費削減策が大気汚染および温暖化を緩和する可能性」
「PM2.5を中心とした東アジアにおける越境大気汚染に対処するための外交戦略に関する研究」
「伝統的モンゴル語辞書の研究」
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・ユニットに属さない一般型の共同研究
「電磁計測技術を応用した台湾南部の津波痕跡調査」
「モンゴルとカザフにおけるモノの域外流通と域内流通」
「モンゴルの聖書翻訳をめぐる学際的研究―東北アジア宗教文化交流史の文脈から」
「遺跡にみる生物多様性研究」
「近世・近代における内陸アジア遊牧民社会の構造的特質とその変容に関する研究」
センター内部で分配される研究経費は、教員個々に配分される研究費とユニット・共同研究への傾
斜配分経費から成る。また教育研究支援者や RA経費の支給も、ユニットを対象としており、基礎研
究部門の分野を単位とした研究費や支援人員の配分は行っていない。このことは、基礎研究部門の分
野の教員がユニットや共同研究を組織して研究を行う上で槓桿となっている。この結果センターの教
員の活動の重心は、次第にプロジェクト研究部門の諸ユニットに移りつつあり、その分基礎研究部門
の各分野はバーチャルなものとなる傾向があるように思われる。研究がユニットを場として行われる
ことは、センターのスタッフによる研究の固定化を防ぎ、研究期間の終了により新たな課題設定を行
うことで研究の流動化・機動性を高める効果を生み出している。
センター長裁量経費によるユニットへの教育研究支援者や RAの配属、支援では、平成 27年度は、
教育研究支援者 5名を雇用した。これらの措置は、学際的・国際的な機動的活動を行い、拠点機能を
果たす仕掛けとしてのユニットの構築を進めるための傾斜的予算措置にほかならない。
各ユニットは中間年度と最終年度に外部評価を受けることとしており、一方共同研究についても、
センター全体で外部の研究者に共同研究モニターを依頼し、評価を受けている。評価結果はセンター
の運営を検討する材料となっている。
また上廣歴史資料学研究部門は、上廣倫理財団の寄附により、5年間の期間で設置された寄附研究
部門である。教授（兼務）1、准教授 1、助教 2から成る。この部門は、「歴史研究に関する学識や技
能を活かし、歴史資料保全・地域協力・学術研究を柱とした各種事業を展開」することをミッション
として設置されたものである。本部門は学内諸部局や地域住民との協力を基盤として、講演会やセミ
ナーなどの活動を積極的に展開しており、本センターの特色ある研究ユニットとなっている。運営は、
東北アジア研究センター長を委員長とする運営委員会によって行われているが、日条の活動について
意見交換をする場として諮問委員会を設置している。これには、文学研究科・災害科学国際研究所・
仙台市博物館など活動に協力している組織から委員が参加している。
他部局に所属する研究者との協力のために、兼務教員を採用している。平成 27年度は、文学研究
科 3名、教育学研究科 1名、理学研究科 1名、災害科学国際研究所 1名の兼務教員が在籍した。
研究支援部門には、外国人研究員のポスト「学術交流分野」が配置されている。このポストには、
海外から指導的研究者が招聘され、1ヶ月から 4ヶ月間滞在して研究協力を行う、滞在型の制度である。
平成 27年度は、カナダ（1名）、デンマーク（1名）、米国（1名）、中国（2名）、シンガポール（1名）
エチオピア（1名）の 7名の研究者が招聘されている。センター創設以来外国人研究員として招聘さ
れた海外の研究者は 111名にのぼる。
またセンターに在籍する研究員として、日本学術振興会特別研究員と専門研究員がある。平成 27
年度には学振特別研究員 4名が在籍した。ポスドクを対象とした専門研究員の制度を設けている。平
成 27年度には、4名が在籍した。
また海外連携室が併設され、国際交流委員長の下に外国人助教 1名が配置され、外国人研究員招聘
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手続きや滞在情報の英語での提供、センター内の外国人留学生（研究所等研究生）への英語による情
報提供を担っている。
研究支援部門の企画運営室が平成 26年度に設置されたが、本年度も引き続き総務担当副センター
長の下で特任助教（URA）2名を雇用し、センターの記念企画などの実施に当たっている。
〔東北アジア研究の拠点的機能：公募型共同研究〕
東北アジア研究センターでは、各分野・ユニットで共同研究が組織され、学内外の研究者と協力し
た研究活動が行われている。一方で、東北アジアの多様な課題に対応し、かつ全国的な拠点としての
機能を果たすことを目的として、共同研究の公募を行っている。この公募は、センター外の研究者が
チームを組んで申請し、センター内のスタッフを世話教員として実施されるもので、「（A）環境問題
と自然災害」「（B）資源・エネルギーと国際関係」「（C）移民・物流・文化交流の動態」「（E）自然・
文化遺産の保全と継承」「（E）紛争と共生をめぐる歴史と政治」の五つの研究領域を設定して募集さ
れる。平成 26年までに件の採択実績があり、平成 27年度には 3件が採択されている。採択された研
究には、一件 30万円までの研究費が支給されており、各共同研究は独自の研究会のほかに、年度末
に開催されるセンター研究成果報告会で成果報告を行うことが義務づけられている。その成果の一部
は東北アジア研究センターの刊行物としても出版されている。
平成 27年度に実施された公募型共同研究は以下の通り。
・「電磁計測技術を応用した台湾南部の津波痕跡調査」（類型 A：中生勝美桜美林大学教授）
・「モンゴルとカザフにおけるモノの域外流通と域内流通」
（類型 C：風戸真理北星学園大学短期大学部専任講師）
・「モンゴルの聖書翻訳をめぐる学際的研究―東北アジア宗教文化交流史の文脈から」
（類型 C：滝澤克彦長崎大学准教授）
〔コラボレーションオフィス〕
平成 21年度に設置されたコラボレーション・オフィスは、文系七部局（文学研究科・経済学研究科・
法学研究科・教育学研究科・国際文化研究科・東北アジア研究センター・教育情報学研究部・教育部）
の部局長協議会の下に設置された運営委員会により運営されている。オフィスは、理事提案による総
長裁量経費と東北アジア研究センターの経費によりまかなわれ、リベラル・アーツ・サロンの開催支援、
文系諸部局の学術企画の支援、東北アジア研究センターの広報・出版活動への支援を主業務としてい
る。現在職員 2名が雇用されている。
〔運営体制〕
センターの運営は、センター長を長として、2名の副センター長、2名の総務委員、事務長から成
る執行会議が日常的な運営を行っている。執行会議委員は、それぞれセンター内の委員会を所掌する
ことによって、さまざまな分野の業務の円滑な遂行を図っている。各委員会の所掌状況は、毎月開催
される執行会議において担当の総務委員から報告がなされ、運営状況や、問題点の確認を行っている。
また教育研究支援者、専門研究員の人事も執行会議で決定が行われる。
【センター全体会議】センター全体会議は、センターの専任教員、教育研究支援者、専門研究員、研
究支援部門、コラボレーション・オフィス、図書室のスタッフ全員が出席する会議であり、執行会議
の決定事項、センター長報告による部局長連絡会議などの全学情報の周知、外部資金などの受入に関
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する報告、センター内委員会報告、学内委員会の委員からの報告が行われる。
【運営会議】運営会議は、専任の教授・准教授により構成され、センターの人事、予算などの重要事
項に関する審議が行われる。諸事項は、運営会議の議を経て、センター長によって決定される。
【各種委員会】センターには、執行会議メンバーが分掌する各種の委員会が設置されている。この内、
総務担当副センター長の下に将来計画委員会・教務委員会、研究戦略担当副センター長の下に研究推
進委員会、国際交流委員会が置かれ、情報担当総務委員の下に広報情報委員会、評価データ委員会、
研究支援担当総務委員の下に編集出版委員会、図書資料委員会が設置されている。センター長直轄の
委員会として、コンプライアンス委員会、ハラスメント防止対策委員会、ネットワーク委員会、片平
まつり実行委員会、地域研究コンソーシアム委員会、北東アジア研究交流ネットワーク委員会、公開
講演会・シンポジウム企画委員会が置かれている。また事業場ごとに安全衛生委員会が機能しており、
平成 27年度は 9月まで同じ事業場であった文学研究科から、10月に大学院国際文化研究科と事務統
合がなされたことから、安全衛生に関わる問題も国際文化研究科と本センターを事業場として委員会
が組織された。上廣歴史資料学研究部門の運営のために、センター長を委員長とする同部門委員会が
設置されているほか、同部門の日常的な活動について意見交換を行う運営諮問委員会が活動している。
また、平成 27年度にはコンプライアンスに関わって公正な研究活動推進室を設置した。各委員会は、
必要に応じて毎月の執行会議に活動を報告するとともに、センター全体会議でセンター内に報告・周
知している。
東北アジア研究センターの専任教員は 23名であるが、その内訳は東北大学大学院出身者 7名、国
内外の大学院出身者 16名となっている。
〔全国的組織協力〕
本センターは、国立大学附置研究所・センター長会議第 3部会に所属しているほか、2004年に発足
し、全国 99組織が加盟する地域研究コンソーシアム（JCAS）や、北東アジア研究交流ネットワーク
（NEASE-Net）で幹事組織として活動している。後者では、広報委員会を担当し、ネットワークの『年
報』『ニューズレター』を編集・刊行している。これらの全国組織との連携のために、上述のように、
センター内に地域研究コンソーシアム委員会、北東アジア研究交流ネットワーク委員会を設置して、
活動している。
平成 27年度は、全国的な東北アジア地域研究連携態勢の構築と拠点機能の強化を目指して、国立
大学共同利用機関法人人間文化研究機構との協議を重ね、同機構のネットワーク型基幹研究「北東ア
ジア地域研究推進事業」の構築に向けた活動を行った。この結果、同事業は平成 27年 11月に採択を見、
平成 28年 4月から始動することとなった。
この事業では、同機構の国立民族学博物館を中心拠点として、機構から同博物館、国立歴史民俗博
物館、国立日本文化研究センター、国立地球環境学研究所、機構外から北海道大学スラブ・ユーラシ
ア研究センター、東北大学東北アジア研究センター、富山大学極東地域研究センター、島根県立大学
北東アジア地域研究センターの八組織が連携し、それぞれの専門分野の特色を活かしながら研究テー
マを分担して北東アジア地域研究を全国的に推進することとなった。具体的には、国立民族学博物館
拠点（国立歴史民俗博物館と連携）が「人とモノとシステムの移動・交流からみた自然と文明」、北
海道大学スラブ・ユーラシア研究センター拠点が「地域フォーラムの軌跡と展望に関する研究」、東
北大学東北アジア研究センター拠点（国立地球環境学研究所と連携）が「環境・資源問題に関する社
会文化と政策の総合化研究」、富山大学極東地域研究センター拠点が「国際分業の進化と資源の持続
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可能な利用に関する研究」、島根県立大学北東アジア地域研究センター拠点が国立日本文化研究セン
ターと連携して「近代的空間の形成とその影響」をテーマとして分担することになった。平成 27年
12月 5～ 6日に開催された本センター⒛周年記念国際シンポジウムでは、北大・東北大・富山大・島
根県立大の各センター長が本プロジェクトの展望を論じるセッションを設定し、さらに平成 28年 1
月 23～ 24日には人間文化研究機構主催のキックオフ国際シンポジウム「北東アジアの再発見」が開
催され、本センターも分担テーマでセッションを組んだ。この間、11月 12日には人間文化研究機構
長立本成文氏、同理事小長谷有紀氏が東北大学を訪問し、里見進総長と会見、同事業実施のための協
定締結で合意した。また本事業の実施のために、機構で 5人の研究員を採用して各拠点に派遣・配置
した。これにより、平成 28年 4月 1日から金丹研究員が本センターに着任している。
また、文部科学省の補助事業として、国立極地研究所、海洋研究開発機構及び北海道大学の 3機関
が中心となって進められている「北極域研究推進プロジェクト」（Arcs）にも参画機関として関わっ
ている。
〔20周年記念事業の企画・実施〕
1996年 5月に創設された東北アジア研究センターは、2015年は 20年目の節目の年となった。そこ
でこれまでの研究活動の成果を踏まえて、⒛周年記念公開講演会・国際シンポジウム「東北アジア　
地域研究の新たなパラダイム」を、平成 27年 12月 5日・6日の両日、仙台国際センターを会場とし
て開催した。この企画は記念式典・記念講演会及び国際シンポジウムをもって構成され、記念式典の
後に開催された記念公開講演会では、京都大学人文科学研究所山室信一教授、国立科学博物館篠田謙
一博士による講演が行われた。また人間文化研究機構の「北東アジア地域研究推進事業」に参画する
田畑伸一郎北海道大学スラブ・ユーラシア研究センター長、今村弘子富山大学極東地域研究センター
長、井上厚史島根県立大学北東アジア地域研究センター長に本センター岡センター長が同事業の展望
を論じる総合セッションを開催したほか、個別課題で 12のセッションが行われた。
〔国内の研究機関との交流〕
プロジェクト研究ユニット「21世紀東北アジア地域像の創出に関する研究」（岡洋樹センター長代表）
において、内外の研究機関との共同研究を進めた。富山大学極東地域研究センター、島根県立大学北
東アジア地域研究センターとは部局間協定に基づく科研費基盤研究（B）による共同研究を実施し、2
月 13日にロシア・中国の研究者を招聘した国際シンポジウム「共生の東北アジア」（発表 6件、内外
国人研究者 2名、参加者 53名）を開催し、東北アジア研究の全国的な研究連携を推進した。
〔国際的交流連携〕
国内の東北アジア（北東アジア）研究研究機関と連携したネットワーク型の拠点連携形成のための
活動として、他大学機関などとともに、ロシア・モンゴル・中国・韓国を対象として「環境・資源問
題に関する社会・文化と政策」に関する研究を分担することになった。特にモンゴル国のモンゴル科
学アカデミー内と民族学博物館内にリエゾン・オフィスを相互設置し、事業参画組織で共同利用する
こととした。
北海道大学・極地研・JAMSTECが実施する文科省事業「北極域研究推進プロジェクト ARCS」に
参画機関として加わることが決定した。東北アジア研究センターは、北極圏人間社会における温暖化
の影響をロシアの研究者および先住民とともに文理融合およびトランスディシプリンで実施すること
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になった。
モンゴル科学アカデミー歴史研究所・中国内蒙古大学・ロシア科学アカデミーシベリア支部人文学
北方民族問題研究所との準備協議を進め、平成 28年 9月 8～ 9日にウラーンバートルで国際シンポ
ジウムを開催することで合意した。
学内での部局横断的活動として、本学ロシア交流推進室との連携により、10月にノボシビルスク国
立大学で日本アジア講座を開催した。講座には文学研究科教員 2名が講演を行ったほか、大学院生 1
名が同大大学院生との研究発表会に参加した。また 2月に仙台で文学研究科・国際文化研究科・ノボ
シビルスク国立大学人文学部と日露ワークショップ「Asian Studies at NSU and TU」を共催し、英
語による両大学教員 3名による講演、学生 6名による研究発表を行った。これにより、同大との交流を、
教員交流から学生交流まで拡大した。またモスクワ大学との日露人文研究ワークショップの開催に協
力した。
〔外部資金獲得〕
科研費採択率は 55.9％と、高い率を維持している。科研費を含めたすべての外部資金の獲得額は、
190,792,539円であり、高い水準を維持した。科研費以外の外部資金の導入についても注力した結果、
平成 28年度から本センターが参画する大学共同利用機関法人人間文化研究機構が推進する北東アジ
ア地域研究推進事業の受託研究と同機構資金による研究員 1名の派遣などの外部資金を獲得した。
〔共同研究の推進〕
プロジェクト研究ユニット「21世紀東北アジア地域像の創出に関する研究」（岡洋樹センター長代表）
において、内外の研究機関との共同研究を進めた。富山大学極東地域研究センター、島根県立大学北
東アジア地域研究センターとは部局間協定に基づく科研費基盤研究（B）による共同研究を実施し、2
月 13日にロシア・中国の研究者を招聘した国際シンポジウム「共生の東北アジア」（発表 6件、内外
国人研究者 2名、参加者 53名）を開催し、東北アジア研究の全国的な研究連携を推進した。
8プロジェクト研究ユニットで 12の共同研究及び公募研究 3件を実施し、学内外の 82名（うち、
学内他部局 10名、学外 32名、海外 10名）が参加した。研究の成果、進捗状況は 3月 9日に開催さ
れた「東北アジア研究センター研究成果報告会」（口頭発表 15件、ポスター発表 5件）で報告され、
東北アジア地域研究の拠点機能を果たした。
〔研究活動の発進・広報〕
平成 27年度に、センター教員が著書 12件、論文 61件を刊行した。また機関誌「東北アジア研究」
20号を刊行、大学のリポジトリに公開した。
本センターが開催したシンポジウム、講演会、研究集会等 18件での報告者は、延べ 187名（昨年
度 145名）であった。うち学内他部局研究者 14名（昨年度 13名）、学外研究者 89名（昨年度 71名）、
海外の研究者 36名（昨年度 33名）で、学外・海外の研究者の数が増加したことにより、拠点機能が
高まった。
平成 27年度に実施した外部評価では、研究について「東北アジア地域にとって重要な課題をバラ
ンスよくプロジェクト研究ユニットに配置し、内外研究機関・研究者との連携を深め、活発な社会貢
献事業を実施している点、総合的に高く評価できます。」「共同研究の実施状況、刊行物・書籍等や講
演会・シンポジウム・研究会などのアクティビティも、センターの規模に比べて非常に高く、国内の
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研究者コミュニティのリーダーとしての機能を十分に果たしている」との評価を得た。
（4）研究活動
研究の理念・目標実現のための研究推進企画・立案の組織的な取り組みとして、本センターの目標
とする学際的研究を推進するために、総務担当副センター長のほかに研究戦略担当の副センター長を
置いている。同副センター長は研究推進委員会と国際交流委員会の委員長を兼務し、国内外に目配り
をした研究を推進する体制を構築している。また、将来計画委員会等、将来的な研究展開のあり方に
関する検討も行っている。
センターの研究活動は、スタッフがそれぞれの研究分野で個別に実施する研究と、研究グループを
組織して実行する共同研究、プロジェクトユニットがある。特に後者では、成果および進捗状況報告
を行う場として、年一回の発表会を実施し、研究の推進を図っている。プロジェクトユニットの活動
はすべてが十分な研究資金獲得に成功しているわけでは無いものの、それぞれ国際的・学際的な研究
協力体制の構築を進め、更に多くの共同研究を誕生させるという重要な役割もあり、研究成果にも現
れている。
研究推進委員会は、これらセンター教員・研究員等の研究を相互に理解し、関連する情報を交換す
るため、毎月一回 1人ずつ（持ち時間 20分）、センター全体会議（構成員：教授・准教授・助教・教
育研究支援者など）後に研究紹介を行っている。
〔東北アジア地域全体にわたる研究〕
センターでは、例年春に東北アジア研究センター・シンポジウムを実施し、東北アジアの全体に関
わるようなテーマで議論を行ってきた。これは、平成 14年度から 18年度にわたり実施した共同研究「東
北アジア世界の形成と地域構造」（研究代表山田勝芳教授）の枠で企画した一連のシンポジウムを引
き継いだものである。この共同研究では、以下のシンポジウムを開催している。
・平成 13年度「東北アジア地域論の可能性：歴史学・言語学・人類学・政治経済学の視座」
・平成 14年度「東北アジアにおける民族と政治」
・平成 15年度「『中国研究』の可能性と課題」
・平成 16年度「開国以前の日露関係」
・平成 17年度「地域協力から見えてくる地球温暖化」
・平成 18年度「内なる他者＝周辺民族の自己認識のなかの『中国』―モンゴルと華南の視座から」
共同研究終了後の平成 19年度には、有志により「帝国の貿易 18～ 19世紀ユーラシアの流通とキャ
フタ」シンポジウムが開催された。平成 20年度以降、新たに設置された公開講演会・シンポジウム
企画委員会がシンポジウム企画業務を継承し、以下のシンポジウムを開催している。
・平成 20年度「ノマド化する宗教　浮遊する共同性　現代東北アジアにおける『救い』の位相」
・平成 21年度「歴史の再定義　旧ソ連圏アジア諸国における歴史認識と学術・教育」
・平成 22年度「歴史遺産を未来へ」
・平成 23年度「聖典とチベット　仏のことばを求めて」
・ 平成 24年度「 民俗芸能と祭礼からみた地域復興―東日本大震災にともなう被災した無形の民族
文化財調査から」
・平成 25年度「ヴェールの向こう側から―北朝鮮民衆の文化人類学的分析」
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・平成 26年度「東アジアの世界遺産と文化資源」
・平成 27年度「共生の東北アジア：中蒙・中露辺境を事例として」
これらのシンポジウムは、いずれも歴史学（東洋史・西洋史・日本史）、文化人類学、宗教学、民
俗学、環境研究などの複数の学問領域や複数の国・民族にまたがる問題を、それぞれの分野のスタッ
フと国内外の研究者の講演・報告を通じて議論したものであり、分野横断的研究関心の創出と東北ア
ジア地域概念の構築に大きく寄与するものと考えている。
昨年度のシンポジウム「共生の東北アジア：中蒙・中露辺境を事例として」では、国家間の紛争や
対立に彩られているかに見える東北アジアにおいて、歴史的にも現在にも作り出されている辺境地域
に見られる共生の姿を歴史的・現在的に捉えたものであった。これまでのシンポジウムの成果は論文
集として刊行されており、平成 27年度シンポジウムの成果についても本年度刊行の予定である。
〔ロシア・シベリア研究〕
ロシアに関してはロシアないし旧ソ連とその周辺地域との関係、さらには国際関係におけるロシア
（ソ連）の立ち位置に関する領域 ･分野横断的な研究という傾向が顕著である。
寺山教授はセンター 20周年記念シンポジウムのセッションにおいてノモンハン事件以降のソ連の
対モンゴル政策に関する報告を行った。またその準備としてモスクワを訪問し関連史料の収集を行っ
ている。また JEF21世紀財団のアジア歴史研究助成の成果として、「20世紀前半の極東アジア諸国に
よる交通政策と社会変動」（上野准教授との共著）を発表した。これらの成果を踏まえて『スターリ
ンとモンゴル』および『スターリンとシベリア鉄道』の執筆を進めている。
柳田准教授は科研費課題『現在の中央アジアにおけるリングァフランカとしてのロシア語の特徴と
変容の研究』によりウズベキスタンにおけるロシア語単一言語話者のロシア語に関する現地研究を
行った。当該科研費課題は今年度が最終年度であるが、調査対象および研究組織を拡大 ･再編した新
規課題に引き継がれる予定である。
塩谷助教は地域研究コンソーシアムの雑誌『地域研究』Vol.16 No.2の総特集「中ロの台頭と欧米覇
権の将来」を企画し、他領域の専門家との協力で編集にあたり、近年の国際情勢における金融制度 ･
安全保障 ･科学技術の三要素からの包括的分析により、従来の米国一極主導の覇権構造が終焉を迎え、
欧米日中ロの間で既存の国際秩序が緩やかに変化するという展望を示した。
鹿野秀一准教授は、日本学術振興会・二国間交流事業「西シベリアにおける寄生虫を組み込んだ湿
地食物網の栄養構造」の経費によって、西シベリア ･チャニー湖研究施設において日本研究者グルー
プとロシア研究者グループと共同研究を行った。寄生虫の感染や捕食に関する解析や野外における寄
生虫の現在量の推定などの研究から、食物網に寄生者 ･宿主関係を組み込む試みを進めてきた。これ
らの成果の一部については、10月にモスクワ国立大学で開催された「日本 JSPSとロシア RFBRの
共同開催会議」において招待講演で発表を行った。
辻森樹教授は、2015年 9月 1日付けで東北アジア研究センターに着任した後、ロシア科学アカデミー
（RAS）シベリア支部・ヴィノグラーソドフ記念地球化学研究所と本センターとの部局間学術協定の
締結に向けて協議を進めている。この研究所は、1957年にイルクーツクに設立され、シベリアを中心
とした地質、岩石、鉱床の研究、物理化学モデリングや、グルーバルな環境・気候変動などの研究を
展開している。また、RASソボレフ地質学鉱物学研究所のウラジミール・マリコベッツ博士を外国人
客員研究員としての招聘を起案し、受け入れが承認された。博士とは「ロシアのシベリア産ダイヤモ
ンドに関する地質学的総合研究」を共同で実施する。ダイヤモンドの研究は物質科学的な研究だけで
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なく、その経済的な価値からその採鉱と流通は社会科学的な研究素材として期待される。
学術交流分野の町助教は、Desta, Ishiwatari, Machi et al.（2015）において極東ロシアの広範に分
布する三畳紀玄武岩質岩石が、当時の地球規模火成活動であるシベリア洪水玄武岩の一端であること
を見出し、更にそれらがプレートの沈み込みに伴う沈み込んだプレート物質起源であることを初めて
報告した重要な成果を報告した。
学術交流分野の前田助教は、ロシアでの国際会議 Большие темы культуры в славянских литературах. 
«СТАРОСТЬ»において「Изображения матерей и жен в советской военной культуре и литературе, XII 
Международной конференции славистов.」、および ICCEES the IX World Congressにおいて「Gender 
Hierarchy in Soviet Russian Memorial of the Great Patriotic War」の発表を行っている。また、研
究論文「スターリングラード攻防戦の記憶をめぐる闘争：象徴空間としての戦争記念碑」を公表して
いる。
〔モンゴル・中央アジア研究〕
栗林教授は『伝統的モンゴル語辞書資料集』『「蒙漢字典」－モンゴル語ローマ字転写配列－』『「西
藏歴史檔案薈粹」所収パスパ文字文書』といったモンゴル語研究の上で重要な文献資料を整理 ･分析
した著書 3点を刊行したほか、センター 20周年記念シンポジウムで組織したセッション「東北アジ
アの言語資料の電子化利用」において、本センターにおける言語資料検索システムの開発と利用につ
いて報告を行っている。
岡教授はセンター 20周年記念シンポジウムにおいてセッション「モンゴル史及び東北アジア史に
おける大清国の歴史的位置」を組織し、満洲史・チベット史・新疆史・中国史の専門家とともに、清
朝の多面的な性格について議論を行うとともに、モンゴル史の立場から、「清朝の外藩モンゴル統治
における二つの論点：「内陸アジア的性格」と「封禁」」と題する報告を行い、⒛世紀東北アジア史の
展開の前提条件たる清朝の帝国統治について多方面からの知見に基づく議論を行った。また「日露ワー
クショップ」においても清朝の帝国統治の多様性に付いて論じた。そのほか科研費に基づく共同研究
「東北アジア辺境地域多民族共生コミュニティ形成の論理に関する研究」が開催した国際シンポジウ
ム「共生の東北アジア：中蒙・中露辺境を事例として」における報告では、清代のモンゴルが清朝に
よる「封禁」と呼ばれる封鎖政策の下にあったとする定説的理解に対して、モンゴル人の活発な越境
的活動が見られたことを事例を挙げて論じるなど、新たな知見を提示した。
〔中国研究〕
磯部教授は今年度をもって退職されることもあり、科研費研究成果公開促進費によるプロジェクト
ユニット活動「東アジア出版文化研究資料画像データベース」およびその下で実施した共同研究「典
籍文化遺産の研究」においては、東アジア典籍文化に関わる資料を追加してデータベースを充実させ、
またニューズレター『ナオ・デ・ラ・チーナ』の最終号である第 12号を出版するなど、これまで行なっ
て来たセンターでの研究活動の総括をし、印刷物の形で社会公表をした。
瀬川教授はプロジェクト研究ユニット「現代中国社会の変容に関する文化人類学研究」のもとで実
施した共同研究「現代中国社会の変容とその研究視座の変遷――「宗族」を通した検証」の最終成果と
して、編著書『〈宗族〉と中国社会――その変貌と人類学的研究の現在』（風響社）を刊行した。中国
の父系親族組織である「宗族」をテーマとし、中国の改革開放政策、経済発展等による「宗族」の変
容を検証するとともに、研究する側の視点、すなわち文化人類学的にこの「宗族」を研究してきた研
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究者の視点の、近 30年間の研究者内部の意識的・無意識的なパラダイムシフトに伴う変遷を問う内
容となっており、中国の歴史に内在した持続的な文化要素である宗族について、現代的な社会状況の
中での変化と、それを研究し続けることの意義について深い検証を行い、研究者間での新たな共通認
識を確立することに成功している。上記共同研究は瀬川教授をはじめとする 1980年代以来中国社会
研究に取り組んできた熟年研究者と、2000年紀になってからフィールドワークを開始した若手研究者
たちとのコラボによる共同研究成果であり、文化人類学における古典的テーマである親族研究の現代
的意義を再確認するとともに、現代中国社会の理解にとってそれが不可欠の要素であることを示した
という点で、文化人類学的中国社会研究のさらなる展開を目指すための重要な基礎を築くことができ
たという点で重要な意義を持つものである。
明日香教授はアジアの環境問題について、国連気候変動枠組会議にオブザーバー参加するなど積極
的に活動を行っているが、中国における石炭消費量の減少傾向が顕著になったことに関しても英語論
文の執筆並びに新聞等への寄稿を行っている。
上野准教授は英国や台湾など海外における中国辺疆民族問題に関する一次史料の検索 ･収集、およ
び収集した史料データの整理 ･分析を継続的に進めており、英国立公文書館所蔵の新疆関連文書の概
要について、大英図書館所蔵文書との比較をも交えた研究動向報告を『東北アジア研究』20号に投稿
･掲載した。
〔日本・朝鮮半島研究〕
千葉聡教授は、縄文期以降の淡水貝類群集の変化を遺跡試料の解析と DNA解析によって調べた結
果、アジア大陸との人的交流の活発化とともに日本に大陸の種が流入し、分布を東に拡大したことを
示した。この知見は、稲作の開始とともに、大陸から帰化した種が日本の在来生態系に組み込まれ、
広がったことを意味し、日本の里山生態系に帰化生物が大きな役割を果たしてきたことを示す文理融
合研究の重要な成果である。
鹿野秀一准教授は、宮城県北部平地に位置する伊豆沼において、近年のハス群落拡大にともなう湖
水中メタン濃度の増加とメタン酸化細菌群集構造の季節変化の関係を検討した結果、湖水中のメタン
酸化細菌群集の変化にはメタン濃度や水温変化が重要であることを見いだした。この研究は、科学研
究費補助金・基盤研究（C）「浅い湖沼におけるハス群落拡大がメタン食物網へあたえる影響」の経費
を用いて行われた。また、伊豆沼に生息する雑食性魚類について安定同位体分析を行い、これらの魚
類の餌候補（動物プランクトン、付着ソウ類、底生動物）についてベイズ推計モデルにより寄与率を
推定したところ、多くの湖沼では重要な餌資源である底生動物がほとんど利用されていないことが見
いだされた。この成果は、Marine and Freshwater Research（2016）に掲載された。
平野直人准教授は、千島列島から引き続く火山弧より海溝側の根室市～浜中町地域に分布するアル
カリマグマ噴出岩および貫入岩の成因を調べるために、文献検索や現地地質調査や、採取岩石の化学
分析による検証を行った。浜中町～根室半島～歯舞群島で海岸沿いの段丘沿いに岩石が露出するのに
対して、色丹島では数十メートル規模の大きな岩体として分布していることが判明した。この成果は、
東北アジ研究（2016）に掲載された。
後藤章夫助教は、宮城・山形両県にまたがる蔵王火山の火口湖「御釡」周辺の丸山沢噴気地熱地帯
や新関温泉などにおいて、2012年より調査を行っている。2015年 4月に蔵王山の火山性微動の発生
や御釡の白濁などが報告されていたが、2015年の現地調査で丸山沢と新関温泉にも噴気温度や噴気量、
湧水の化学成分などに変化が現れていることが確認され、今後の推移を注視する必要があることが分
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かった。また、雲仙普賢岳の平成溶岩がなぜ “流れやすかったのか ”という疑問に答えるため、平成
溶岩ローブの粘性係数について再検討を行った結果、雲仙普賢岳の溶岩が噴出時にほとんど流動性を
失っていたことが改めて示された。実験値と観測値の不一致について噴火当時の連続写真を解析した
ところ、溶岩先端は 1.5m/hほどで前進していたものの、ほとんどの場合、上下の速度差は認識でき
なかった。
宮本毅助教は、科研費の研究分担者として南三陸・仙台湾ジオパーク（仮称）に参加していて、研
究期間の最終年として、ジオサイト情報を集約したガイドブックの作成を行った。南三陸・仙台湾地
域のジオサイトのまとめ中で、特に松島湾岸地域の地質学的観点からのジオサイトのとりまとめ作業
を担当した。今回作成したガイドブックおよびリーフレットはジオパーク実現へ向けての第一歩とな
るもので、今後ジオパーク計画が立ち上がった際にはその重要性が期待される。また、十和田火山を
対象として、マグマと外来水の接触によるマグマ水蒸気噴火について、大学院生らとの共同研究を行っ
た結果、十和田火山の珪長質マグマは、外来水と接触する前に発泡破砕してしまうために、マグマ水
蒸気噴火を特徴づける爆発現象は発生しない可能性が明らかとなってきた。
上廣歴史資料学研究部門の荒武准教授は、著書『屎尿をめぐる近世社会―大坂地域の農村と都市―』
（清文堂出版、2015年 1月刊）で確認した成果を基礎として、2015年度より科学研究費補助金基盤研
究（C）「17～ 19世紀日本列島における屎尿流通の基礎的考察」の交付を受けた。全国的な屎尿に関
する資料の所在調査を実施し、その成果は、社会経済史学会大会（2015年 5月）、ドイツ・ハイデル
ベルク大学で開催された国際シンポジウム（2015年 7月）、中国・中山大学の日本学研究フォーラム
（2015年 8月）で発表された。
同、高橋助教は、科研費若手研究（B）「日本近世における旅の歴史的特質の解明」に基づいて史料
の調査と解読・分析を進め、2015年度東北史学会大会での報告と、2016年度刊行予定の拙著『近世
旅行史の研究』による成果が出された。また、シンポジウム「磐井の江戸時代をほりおこす―一関市
大東町金家文書の世界―」を企画・開催、古文書の全体像把握のため目録作成など活動を行っている。
同、友田助教は、仙台市歴史民俗資料館との共催で講演会「近代の戦争と宮城」での講演において、
北海道立文書館所蔵の「十文字家文書」を主たる史料として、臨時巡査の応募者が多かった宮城県を
フィールドに西南戦争の際の当初士族を対象として行われた臨時巡査の徴募の実態に関する問題に
迫った。また、『早稲田大学史記要』第 47号「『大隈重信関係文書』の年代推定に関する覚書」の成
果を公表した。
学術交流分野の金助教は、若手研究（B）「韓国地域社会における社会関係資本の生成・変化とロー
カリティ構築に関する実証的研究」における韓国現地でのフィールドワークの進展により、人文社会
科学の広い分野で注目されている多様な観光現象に焦点を当てた。また、基盤研究（A）「東アジア〈日
常学としての民俗学〉の構築に向けて：日中韓と独との研究協業網の形成」によって、国際学術雑誌『日
常と文化』2号に「韓国民俗学は『当たり前』を捉えうるか―:韓国国立民俗博物館の 2つの民俗誌（2007
～ 14年）を中心に―」を掲載した。韓国民俗学の新たな潮流の意味を分析したものであり、韓国語・
中国語両語にも翻訳されている。
〔広い地域にかかわる研究〕
石井准教授は、地球環境問題に関わるフューチャーアース構想の推進事業「気候工学（ジオエンジ
ニアリング）のガバナンス構築に向けた総合研究の可能性調査」と「気候工学（ジオエンジニアリング）
のガバナンス構築に向けた総合研究の可能性調査」の研究助成を研究分担者として獲得した。これに
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関連した協働型ワークショップでは、参加全員が共著者となった査読付き論文として執筆された。こ
うした研究成果の査読付き論文での公表は、おそらく日本初の試みであろう。また、『クジラコンプレッ
クス：捕鯨裁判の勝者は誰か』（東京書籍、2015年）では、吉岡忍氏による好意的な書評が「沖縄タ
イムズ」（2015年 12月 5日）に掲載された。
辻森樹教授は、9月の着任以降、東北アジア研究センターの新規研究ユニット「東北アジアにおけ
る地質連続性と『石』文化共通性に関する学際研究ユニット」を代表者として起案した。この研究ユニッ
トは、『石』（岩石や鉱物など）に着目し、東北アジアにおける地域像の変化を先史時代から現代まで
の時間フレームのなかで追跡する文理連携によるクロスオーバー型啓蒙活動のモデルの新提案を試み
ている。
平野直人准教授は、地球のプレート直下に存在する岩流圏アセノスフェアがプチスポット火山のマ
グマ源としての需要性に関する研究について、2015年 8月にプラハで行われた Goldschmidt国際会
議において招待講演を行った。プチスポット火山に関しては、マグマの化学組成と噴出年代に相関の
判明や、メルト池が時間差を経て複数の火山を作っている様子、深海底にホットスポット火山の間に
露出する溶岩の発見などについての論文が Earth and Planetary Science Letter（Machida, Hirano 
et al., 2015）とMarine Geology（Hirano et al., 2016）に掲載された。
〔社会貢献にかかわる研究〕
現代において大学における研究は、学術的な探求にとどまらず、研究の成果を社会に対して還元す
る行為も重要な要素となっている。どのような分野においても研究を行いながら、社会に及ぼす影響
を考えていく必要がある。しかし社会還元の手法は研究分野によって様々な形態がありうる。
2011年 3月の東日本大震災を経験した我々は、そこでの直接経験、学術的な知見を活かした復興活
動、そして避けることができない次の起こるべき震災に対する備えを大学から発信していかなければ
ならない。またこうした活動は本センターが標榜する地域研究として、日本にとどまらずより普遍的
な働きかけが必要では無いかと考えている。
高倉教授は東日本大震災に関わる災害人類学的研究を「災害と地域文化遺産に関わる応用人文学研
究ユニット」のなかで研究活動を実施してきた。このなかでは宮城山元町の稲作農家の民族誌調査な
どを通じて宮城の農業復興についての在来知とイノベーションというテーマで新たな研究を展開する
ことができた。この研究は、従来、高倉が行ってきたシベリアの生業調査と同じ視点で日本で調査す
ることも可能性を示している。また同手法を宮城県の漁業についても幅広く現地調査を行っており、
今後の展開が期待できる。また従来宮城に中心をおいていた災害研究を福島まで広げている。
佐藤教授は地中レーダーによる震災復興の促進を被災地を中心とした遺跡調査を実施する実践的な
研究活動として実践している。この研究は、将来的に東北アジア研究センターが文化財の保護ならび
に活用を軸とした研究を展開することを期待し、また私自身がこうした研究を推進するために進めた
事業と位置づけている。具体的な活動として平成 27年度は奈良東大寺、岩手県九戸城跡などでの遺
跡調査を実施した。加えて平成 27年度は宮城県、福島県、岩手県の各県県警と協力した津波被災地
域の捜索活動を実施した。震災復興に直接関わらない遺跡調査についても、技術開発の観点から有用
と判断した場合、積極的に協力している。具体的な活動として平成 27年度は奈良東大寺、岩手県九
戸城跡などでの遺跡調査を実施した。加えて平成 27年度は宮城県、福島県、岩手県の各県県警と協
力した津波被災地域の捜索活動を実施した。震災復興に直接関わらない遺跡調査についても、技術開
発の観点から有用と判断した場合、積極的に協力している。
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東北大学は栗原市と連携協力協定を締結し、GB-SARによる地滑り計測手法の有効性を検証する目
的で、荒砥沢地区をモデルケースとしたリアルタイム連続モニタリングシステムを 2011年 11月に設
置し、2012年 6月より、現在に至るまで連続計測を開始している。社会実装の実例として、国内でも
長期的な GB-SARの利用例はなく、自治体との連携という点でも極めてユニークな研究であると考
えている。
2009年以来、引き続き地中レーダー装置（ALIS）を利用した地雷除去はカンボジア地雷除去センター
（CMAC）に 2台の ALISを貸与し、6人のチームでカンボジア実地雷原における活動を継続している。
本活動は、在カンボジア日本大使館、JICAなどとも連携しながら、政府開発援助（ODA）プログラ
ムとして日本からの支援が行えることを目標としている。
一方、地球規模での環境問題に対して工藤教授は越境大気汚染衛星画像データベースを 12月 1日
より公開した。このデータベースの特長は研究成果として衛星画像の解析結果より大気汚染と黄砂を
可視化できることであり、特に中国からの越境大気汚染については実測として価値が大きい。環境リ
モートセンシングのデータは地球規模での環境の現状、また過去からの履歴を知ることで未来の予測
につなげることなどで重要な意味を持つ。1次データをデータベースとして 2次的に公開する作業だ
けで無く、それを利用した学術研究への発展を期待したい。
明日香教授は 2015年 12月にパリで国連気候変動枠組会議のオブザーバーとして参加して、会議の
様子や最終合意内容などを新聞や雑誌などで公表した。石井准教授はフューチャーアース構想の推進
事業「気候工学（ジオエンジニアリング）のガバナンス構築に向けた総合研究の可能性調査」におい
てステークホルダーとの協働で、重要な研究課題を創出した上で新たな知見を共創する新たな試みに
取り組んだ。また、捕鯨問題を対象とした研究は、欧米から注目度が高い。
（5）教育活動
〔大学院教育・研究生〕
本センターは部局として学生定員を持たず、教育は学内の大学院に設置された協力講座と、全学教
育において行っている。本センターの教員による協力講座は、下表のように大学院環境科学研究科、
理学研究科、情報科学研究科、生命科学研究科、文学研究科および工学研究科に設置されている。本
センター教員を指導教員とするこれらの研究科の大学院生（および学部学生）、学術振興会特別研究員、
研究所等研究生は本センターを拠点として研究活動を行っている。全学教育については、平成 27年
度は 20コマの負担原則に対して 25コマを提供した。
各研究科の大学院学生（および学部学生）のうち本センターを研究拠点とする者は、平成 27年度
は 53名おり、文系の学生に関しては合同棟内の 3室を合同研究室として提供しているほか、理系の
学生は各教員の実験室・学生室を利用し、指導を受けている。
生活支援等に関する学生のニーズの把握に関しては、文系学生合同研究室を担当する教員を 1名配
置するとともに、学生側には各室 1名の連絡係を設置し、随時そのニーズが教員側に伝わる態勢をと
ることで、ニーズ把握に万全を期している。大学院生の履修指導や生活相談は、基本的に所属各研究
科において個別的に行っている。また本センター教員の研究室ならびに実験設備等は、基本的には指
導大学院生等が随時出入りできる体制をとっており、学習相談も適切に行われている
日本学術振興会特別研究員（DC、PD）の受け入れに関しては、平成 27年度は 4名受け入れており、
居室を提供している。これらの学生・研究員は本センターの教員が開催する共同研究やセミナー、シ
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ンポジウムに参加することで、専門的な研究環境に接することが可能となっている。一方、平成 27
年度は研究所等研究生 4名を受け入れた。受け入れ教員は、それぞれの専攻分野に関するきめ細かい
指導を行っている。
平成 28年 3月 24日に毎年恒例の東北大学東北アジア研究センター学生研究交流会が開催された。
今回は第 7回目に当たり、川内南キャンパス文学部棟 311において口頭発表 8件、川北合同研究棟 4
階大会議室においてポスター発表 14件を行い、その後同室にて懇親会を行った。学生・教員計 30名
程度の参加を得て活発な討論が行われた。
〔全学教育〕
全学教育では、学務審議会より 20コマを東北アジア研究センターの担当原則として求められている。
これに対して、平成 27年度は本センターから基幹科目 1コマ、展開科目 6コマ、共通科目 18コマ、
合計 25コマを担当した。いずれの講義でも担当教員は自分の専門分野をテーマとする講義を行うが、
これを通じて東北アジアに関わる内容が全学教育の場で学生に教授されている。また、本センターの
教員は、全学教育において東北アジア言語の講義を提供しており、現在は中国語・ロシア語・モンゴ
ル語の講義を担当し、本学における言語教育の多様化に貢献している。また基礎ゼミとして平成 27
年度は 1コマ提供した。
東北アジア研究センター教員の協力研究科・専攻・講座
氏名 職名 担当開始日 研究科名 専攻名 講座名
寺山　恭輔 教授 H12.4.1 文学研究科 歴史科学 比較文化史学
磯部　　彰 教授 H9.4.1 文学研究科 歴史科学 比較文化史学
辻森　　樹 教授 H27.9.1 理学研究科 地学 岩石地質学
平野　直人 准教授 H21.6.1 理学研究科 地学 岩石地質学
後藤　章夫 助教 H11.8.1 理学研究科 地学 岩石地質学
宮本　　毅 助教 H12.4.1 理学研究科 地学 岩石地質学
工藤　純一 教授 H8.4.1 情報科学研究科 情報基礎科学 広域情報処理論
千葉　　聡 教授 H25.4.1 生命科学研究科 生態システム生命科学 地域生態学
鹿野　秀一 准教授 H13.4.1 生命科学研究科 生態システム生命科学 地域生態学
佐藤　源之 教授 H15.4.1 環境科学研究科 環境科学 地殻環境システム創成学
高橋　一徳 助教 H25.4.1 環境科学研究科 環境科学 地殻環境システム創成学
高倉　浩樹 教授 H15.4.1 環境科学研究科 環境科学 東北アジア地域社会論
瀬川　昌久 教授 H15.4.1 環境科学研究科 環境科学 東北アジア地域社会論
上野　稔弘 准教授 H15.4.1 環境科学研究科 環境科学 東北アジア地域社会論
明日香壽川 教授 H15.4.1 環境科学研究科 環境科学 東北アジア地域社会論
石井　　敦 准教授 H15.4.1 環境科学研究科 環境科学 東北アジア地域社会論
栗林　　均 教授 H15.4.1 環境科学研究科 環境科学 東北アジア地域文化論
岡洋　　樹 教授 H15.4.1 環境科学研究科 環境科学 東北アジア地域文化論
柳田　賢二 准教授 H15.4.1 環境科学研究科 環境科学 東北アジア地域文化論
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（6）社会貢献活動
研究内容の社会への還元は大学の果たすべき重要な使命の一つである。これに加え、研究の社会還
元を通じて「東北アジア」という地域概念の普及と定着をはかり、同地域に対する認識の向上や人的
交流の拡大の実現が、本センターの第一義的な社会貢献であると考える。また、国際的な学術交流活
動の促進を通じ、相互理解を深めることは、我が国の安定した発展には不可欠であるとの立場から、
ロシア、モンゴルなどと大学間交流協定・部局間交流協定を活用しつつ、学術交流を積極的に展開し
てきた。
本センターは、創設当初から、社会貢献を意識した活動を行っているが、学術成果の実践的社会還
元という立場からプロジェクト研究部門に設置されたユニット等を通じた研究活動を展開している。
〔社会貢献を目指す研究活動〕
本センターは、東北アジアを広範な地域と捉え、そこでの自然環境と人間社会の関わりという観点
からの研究を進めている。明日香壽川教授は中国の環境問題、特に大気汚染問題また、日本および世
界における原発問題、地球温暖化問題、エネルギー問題を巡る現状と課題に関して様々なメディアを
通して発言をしている。石井敦准教授は環境問題に関して社会が当該問題についてどのように認識す
るかを大きく左右する環境メディア研究について積極的に取り組んでいる。また、本センターが開設
以来関わってきたロシアとの研究交流に関して、工藤純一教授が本学ロシア交流推進室メンバーとし
て世界展開力事業（ロシア）を支援している。
2011年 3月の東日本大震災に関しては、本学中期目標においても「東日本大震災による被災からの
復旧・復興支援の取組に努める」ことが唱われており、本センターではこれに即した多くの研究活動
が社会実践を伴い行われた。高倉浩樹准教授は「災害と地域文化遺産に関わる応用人文学研究ユニッ
ト」を運営し、被災地での調査研究は従来の宮城県沿岸部の無形民俗文化財の担い手である農業の調
査をおこない、また福島県相馬市・二本松市・いわき市における予備調査もおこなっている。被災地
調査の成果については、これを国際的に発信し、関係する研究者とのネットワークを構築を進めてい
る。
佐藤源之教授とその研究室は、防災・減災に資する科学技術開発を進めている。これまで継続して
行ってきたカンボジアでの地雷除去活動の展開と被災木造建造物の非破壊検査技術などはレーダ装置
の開発と利用手法に関する研究であるのに対して、地中レーダによる震災復興の促進は被災地を中心
とした遺跡調査を実施する実践的な研究活動を展開している。この研究は、将来的に東北アジア研究
センターが文化財の保護ならびに活用を軸とした研究を展開することを期待している。一昨年度 9月
に噴火した御嶽山では多数の行方不明者の捜索のため、警察が金属探知機を用いた捜索活動を実施し
た際、長野県警に金属探知機を貸与するとともにその使用方法などの指導を行った。このような災害
対策活動についての警察等への協力をこれからも継続し、研究成果の社会還元へ努めている。
〔公開講演会等〕
1996年に創設された東北アジア研究センターは、今年 20周年の節目を迎えた。その記念行事として、
創設 20周年記念式典・シンポジウムを 2015年 12月 5日（土）・6日（日）の 2日間にわたり、仙台
国際センターにて開催した。5日の記念式典は東北アジア研究センター岡洋樹センター長による開式
の挨拶で幕を開け、東北大学里見進総長（代理 :伊藤貞嘉研究担当理事）及び文部科学省牛尾則文研
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究振興局学術機関課長、人間文化研究機構立本成文機構長、モンゴル科学アカデミー歴史研究所 S.チョ
ローン所長、北東アジア研究交流ネットワーク谷口誠代表幹事（代理 :千葉康弘副代表幹事）より、
祝辞をいただいた。続いて記念講演会が開催され、山室信一（京都大学人文科学研究所教授）と篠田
謙一（国立科学博物館人類研究部研究調整役）の両氏から、それぞれの専門分野のお立場から東北ア
ジアをテーマとするご講演をいただいた。聴衆は学内外から 300名を超えた。
両日にわたって開催された記念国際シンポジウム「東北アジア :地域研究の新たなパラダイム」では、
「東北アジアの自然環境 :自然史」、「東北アジアの社会環境 :越境」、「東北アジアにおける遺産の保全
と継承」と題して、計 12のセッションが実施されたほか、東北アジア研究の意義と将来像を模索す
る総合セッションが設けられた。各セッション会場では、国内外の招聘者による意欲的な発表、活発
なディスカッションがなされた。
また、関連企画として、10月 24日・25日には「ワークショップ・地震災害後の人文学プロジェク
トの回顧と研究者の役割の探求」、11月 23日・24日には「Korea-Japan Joint Conference on 
Electromagnetic Theory, Electromagnetic Compatibility and Biological Effect （KJJC 2015）」、11
月 26日・27日には「電子情報通信学会 :地下電磁計測ワークショップ」を開催した。いずれのイベ
ントにおいても、非常に多くの方にご来場いただき、有意義で盛大な 20周年事業となった。
更に、本センターでは、毎年冬に東北アジア研究センターシンポジウムも開催している。平成 27
年度は、2月 13日に東北大学片平さくらホールを会場に、シンポジウム「共生の東北アジア：中蒙・
中露辺境を事例として」を開催した。詳しくは本章冒頭「東北アジア地域全体にわたる研究」を参照
されたい。
〔行政および公益財団法人等への貢献〕
本センターの教員は、国や地方公共団体の審議会などへの参加を積極的に行った。
・文部科学省海洋地球課北極研究戦略委員会（高倉教授）
・環境省中央環境審議会（明日香教授）
・地球環境センター JCM支援委員会（明日香教授）
・環境省小笠原世界遺産候補地科学委員会（千葉教授）
・プラナリア対策陸産貝類保全検討会（千葉教授）
・小笠原諸島ネズミ類対策検討会（千葉教授）
・小笠原諸島修復事業検討委員会（千葉教授）
・父島ノヤギ排除検討委員会（千葉教授）
・小笠原諸島森林生態系保護地域保全管理委員会（千葉教授）
・父島外来植物対策委員会（千葉教授）
・小笠原諸島科学委員会（千葉教授）
・小笠原諸島生態系保全アクションプラン改定WG（千葉教授）
・新たな外来種の侵入拡散防止WG（千葉教授）
・グリーンアノール対策WG（千葉教授）
・日本地球掘削科学コンソーシアム IODP部会執行部（平野准教授）
・環境省国内における毒ガス弾等に関する総合調査検討会（佐藤教授）
また、本センター教員は、公益財団法人や独立行政法人、企業等による次に挙げる委員会などへ参
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加も積極的に行った。
・海外環境協力センター（明日香教授）
・地球環境センター JCM支援委員会（明日香教授）
・石油天然ガス金属鉱物資源機構金属資源探査技術開発研究会（佐藤教授）
・原子力環境整備促進資金管理センター地層処分モニタリングシステム検討委員会（佐藤教授）
・NPO法人宮城歴史資料保全ネットワーク（高橋陽一助教）
・NPO法人宮城歴史資料保全ネットワーク（友田助教）
〔東北アジア学術交流懇話会〕
本センターの研究を社会に還元するための外部組織として、「東北アジア学術交流懇話会」が活動
している。本センターは、懇話会ニューズレター「うしとら」を編集し（年 4回刊行）の近刊の出版
物とともに会員に配布することで、東北アジアに関する情報提供を行っている。本年度は、「うしとら」
65～ 68号を刊行し会員に配布した。毎号多様な視点から東北アジアを見る冒頭の「論点」や「東北
アジア通信」は、様々な研究のきっかけを提示し、シンポジウム報告等活発な東北アジア研究活動を
報告することによって、国内多くの東北アジア研究の輪を広げる手段として、大きな役割を果たした。
今年度は 5月 22日に総会開催とともに、学術交流懇話会公開講演会「エリートたちの北京～清代の
日常風景～」が東京の東北大学東京分室会議室において開催された。講演会では、落合守和氏（首都
大学東京）、および本センター栗林均氏による講演では、満州族の日々の暮らしや人間関係に関わる
記録を元に、清朝の支配層による当時の暮らしについて議論が行われた。
組織運営活動
⑴　人員配置と業務分担
A　教員等の配置、研究組織構成状況（2016年 3月現在）
部門 分　　野 職位／在職期間 氏　　名 専　　門　　領　　域
基
　　
礎
　　
研
　　
究
　　
部
　　
門
ロシア・
シベリア研究
教　授 2013.4- 寺山　恭輔 ロシア・ソ連史、日露・日ソ関係史
教　授 2013.4- 高倉　浩樹 社会人類学、シベリア民族誌
助　教 1999.2- 塩谷　昌史 ロシア経済史、ロシアとアジアとの経済関係
モンゴル・
中央アジア研究
教　授 1999.10- 栗林　　均 言語学・音声学、モンゴル語学
教　授 2006.4- 岡　　洋樹 東洋史、モンゴル史
准教授 1997.4- 柳田　賢二 言語学、ロシア語学、言語接触の研究
中国研究
教　授 1996.10- 磯部　　彰 中国文学、東アジア文化史
教　授 1996.5- 瀬川　昌久 文化人類学、華南地域研究
教　授 2004.4- 明日香壽川 環境政策論
准教授 2001.4- 上野　稔弘 中国現代史、中国民族学
日本・朝鮮
半島研究 准教授 2004.10- 石井　　敦 国際関係論、科学技術社会学
地 域 生 態 系
研究
教　授 2013.4- 千葉　　聡 生態学、保全生物学、進化生物学
准教授 1997.4- 鹿野　秀一 微生物生態学、システム生態学
地球化学研究
教　授 2015.9- 辻森　　樹 地質学、変成岩岩石学
准教授 2013.4- 平野　直人 地質学、岩石・鉱物・鉱床学、地球宇宙科学
助　教 1999.2- 後藤　章夫 火山物理学、マグマ物性
助　教 1997.5- 宮本　　毅 火山岩岩石学、火山地質学
地域計画科学
研究
環境情報科学
研究 教　授 2001.4- 工藤　純一 環境情報学、デジタル画像理解学
資源環境科学
研究
教　授 1997.4- 佐藤　源之 電磁波応用工学 
助　教 2013.4- 高橋　一徳 電磁波計測、応用地球物理学
プロジェクト研究 ユ　ニ　ッ　ト　名 代　表　者 備　考
21 世紀東北アジア地域像の構築に関する研究ユニット 岡　　洋樹
現代中国社会の変容に関する文化人類学研究ユニット 瀬川　昌久
20 世紀ロシア・中国史再考研究ユニット 寺山　恭輔上野　稔弘
東北アジア言語文化遺産研究ユニット 栗林　均
出版文化資料データベース研究ユニット 磯部 彰
減災をめざした電波科学研究ユニット 佐藤 源之
災害と地域文化遺産に関わる応用人文学研究ユニット 高倉　浩樹
東北アジアにおける大気環境管理スキームの構築研究ユニッ
ト 明日香　壽川
東北アジアにおけるジオパークの可能性の研究ユニット
2014.9.18 まで
石渡　明
2017.09.19 から
平野　直人
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⑴　人員配置と業務分担
A　教員等の配置、研究組織構成状況（2016年 3月現在）
部門 分　　野 職位／在職期間 氏　　名 専　　門　　領　　域
基
　　
礎
　　
研
　　
究
　　
部
　　
門
ロシア・
シベリア研究
教　授 2013.4- 寺山　恭輔 ロシア・ソ連史、日露・日ソ関係史
教　授 2013.4- 高倉　浩樹 社会人類学、シベリア民族誌
助　教 1999.2- 塩谷　昌史 ロシア経済史、ロシアとアジアとの経済関係
モンゴル・
中央アジア研究
教　授 1999.10- 栗林　　均 言語学・音声学、モンゴル語学
教　授 2006.4- 岡　　洋樹 東洋史、モンゴル史
准教授 1997.4- 柳田　賢二 言語学、ロシア語学、言語接触の研究
中国研究
教　授 1996.10- 磯部　　彰 中国文学、東アジア文化史
教　授 1996.5- 瀬川　昌久 文化人類学、華南地域研究
教　授 2004.4- 明日香壽川 環境政策論
准教授 2001.4- 上野　稔弘 中国現代史、中国民族学
日本・朝鮮
半島研究 准教授 2004.10- 石井　　敦 国際関係論、科学技術社会学
地 域 生 態 系
研究
教　授 2013.4- 千葉　　聡 生態学、保全生物学、進化生物学
准教授 1997.4- 鹿野　秀一 微生物生態学、システム生態学
地球化学研究
教　授 2015.9- 辻森　　樹 地質学、変成岩岩石学
准教授 2013.4- 平野　直人 地質学、岩石・鉱物・鉱床学、地球宇宙科学
助　教 1999.2- 後藤　章夫 火山物理学、マグマ物性
助　教 1997.5- 宮本　　毅 火山岩岩石学、火山地質学
地域計画科学
研究
環境情報科学
研究 教　授 2001.4- 工藤　純一 環境情報学、デジタル画像理解学
資源環境科学
研究
教　授 1997.4- 佐藤　源之 電磁波応用工学 
助　教 2013.4- 高橋　一徳 電磁波計測、応用地球物理学
プロジェクト研究 ユ　ニ　ッ　ト　名 代　表　者 備　考
21 世紀東北アジア地域像の構築に関する研究ユニット 岡　　洋樹
現代中国社会の変容に関する文化人類学研究ユニット 瀬川　昌久
20 世紀ロシア・中国史再考研究ユニット 寺山　恭輔上野　稔弘
東北アジア言語文化遺産研究ユニット 栗林　均
出版文化資料データベース研究ユニット 磯部 彰
減災をめざした電波科学研究ユニット 佐藤 源之
災害と地域文化遺産に関わる応用人文学研究ユニット 高倉　浩樹
東北アジアにおける大気環境管理スキームの構築研究ユニッ
ト 明日香　壽川
東北アジアにおけるジオパークの可能性の研究ユニット
2014.9.18 まで
石渡　明
2017.09.19 から
平野　直人
部門 分　　野 職位／在職期間 氏　　名 専　　門　　領　　域
研究支援部門
学術交流
教　授 外国人研究員（客員教授） →　別表参照
助　教 2012.5- 金　　賢貞 民俗学、日韓比較社会・文化論
情報拠点
（海外連携室）
国際交流委員長 高倉　浩樹
国際的学術交流推進
助　教 金　　賢貞
企画運営室
総務担当副センター長 千葉　　聡 研究推進事業の企画 ･ 立案、国内外の研究者
との研究連携支援助　教 金　　賢貞
特任助教
（研究支援担当）
2014.7-
前田　しほ ロシア文学・文化学
特任助教
（研究支援担当）
2014.9-
町　　澄秋 岩石学、地質学
部門 分　　野 職位／在職期間 氏　　名 専　　門　　領　　域
寄附研究部門
上廣歴史資料学
研究部門
准教授 2012.4- 荒武賢一朗 日本近世・近代史
助　教 2012.4- 高橋　陽一 日本史、近世旅行史
助　教 2013.10- 友田　昌宏 日本近代政治史
B　現職専任教員等の年齢、勤続年数、博士号取得状況
区　　　　　　　　　分 教　　授 准 教 授 助教・助手
教員の平均年齢　　　（2016 年 3 月現在） 56.4 歳 49.2 歳 42.5 歳歳
教員の平均勤続年数　（　　　〃　　　） 11 年 1 ヶ月 10 年 11 ヶ月 8 年 6 ヶ月
博士号取得者数　　　（　　　〃　　　） 9 人 3 人 7 人
C　専任教員の最終出身大学院（2016年 3月現在）
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D　研究支援組織の整備・機能状況（2016 年 3 月現在）
　　 所　　属 職　　名 氏　　名
事　務　室
文学部・文学
研究科事務長 玉水　敏明
専 門 員 高谷　敏晶
主 任 清水　俊和
主 任 髙橋　千秋
事 務 補 佐 員 前川　順子
事 務 補 佐 員 及川　二美
事 務 補 佐 員 阿部由比子
事 務 補 佐 員 髙橋　麻希
事 務 補 佐 員 横山　尚子
図　書　室
事 務 補 佐 員 佐々木理都子
事 務 補 佐 員 海口　織江
コラボレーション
・オフィス
事 務 補 佐 員 畠山　瑞
派 遣 職 員 熊谷　香
E　教育研究支援者受け入れ状況
氏　名 期　間 受入プロジェクトユニット名 受入教員
海　斯琴高娃 2014.11.1 ～2015.3.31 東北アジア言語文化遺産研究ユニット 栗林　　均
李　善姫 2015.6.1 ～2016.3.31
現代中国社会の変容に関する文化人類学研究ユ
ニット 瀬川　昌久
山口　睦 2015.5.1 ～2016.3.31
災害と地域文化遺産に関わる応用人文学研究ユ
ニット 高倉　浩樹
盧　向春 2015.4.1 ～2016.3.31
東北アジアにおける大気環境管理スキームの構築
研究ユニット 明日香　壽川
岡本　哲明 2015.4.1 ～2015.3.31
東北アジアにおける大気環境管理スキームの構築
研究ユニット 明日香　壽川
F　客員教授（海外）受け入れ状況　（2011年度以降） ※太字が本年度招聘者
　〔氏名／在任期間：所属〕
セルゲイ・ソコロフ／ 2011.2.1 ～ 2011.2.28
 ：ロシア科学アカデミー地質研究所教授・所長代理
金　旭／ 2011.3.1 ～ 2011.6.30
 ：中国　吉林大学教授
哈琴巴特爾／ 2011.6.11 ～ 2011.9.30 
 ：中国　黒竜江大学・教授
Boerner Wolfgang-Martin ／ 2011.7.1 ～ 2011.9.29
 ：アメリカ　イリノイ大学シカゴ校・名誉教授
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D　研究支援組織の整備・機能状況（2016 年 3 月現在）
　　 所　　属 職　　名 氏　　名
事　務　室
文学部・文学
研究科事務長 玉水　敏明
専 門 員 高谷　敏晶
主 任 清水　俊和
主 任 髙橋　千秋
事 務 補 佐 員 前川　順子
事 務 補 佐 員 及川　二美
事 務 補 佐 員 阿部由比子
事 務 補 佐 員 髙橋　麻希
事 務 補 佐 員 横山　尚子
図　書　室
事 務 補 佐 員 佐々木理都子
事 務 補 佐 員 海口　織江
コラボレーション
・オフィス
事 務 補 佐 員 畠山　瑞
派 遣 職 員 熊谷　香
E　教育研究支援者受け入れ状況
氏　名 期　間 受入プロジェクトユニット名 受入教員
海　斯琴高娃 2014.11.1 ～2015.3.31 東北アジア言語文化遺産研究ユニット 栗林　　均
李　善姫 2015.6.1 ～2016.3.31
現代中国社会の変容に関する文化人類学研究ユ
ニット 瀬川　昌久
山口　睦 2015.5.1 ～2016.3.31
災害と地域文化遺産に関わる応用人文学研究ユ
ニット 高倉　浩樹
盧　向春 2015.4.1 ～2016.3.31
東北アジアにおける大気環境管理スキームの構築
研究ユニット 明日香　壽川
岡本　哲明 2015.4.1 ～2015.3.31
東北アジアにおける大気環境管理スキームの構築
研究ユニット 明日香　壽川
F　客員教授（海外）受け入れ状況　（2011年度以降） ※太字が本年度招聘者
　〔氏名／在任期間：所属〕
セルゲイ・ソコロフ／ 2011.2.1 ～ 2011.2.28
 ：ロシア科学アカデミー地質研究所教授・所長代理
金　旭／ 2011.3.1 ～ 2011.6.30
 ：中国　吉林大学教授
哈琴巴特爾／ 2011.6.11 ～ 2011.9.30 
 ：中国　黒竜江大学・教授
Boerner Wolfgang-Martin ／ 2011.7.1 ～ 2011.9.29
 ：アメリカ　イリノイ大学シカゴ校・名誉教授
斯琴巴特爾（スチンバートル）／ 2011.10.1 ～ 2012.1.31
 ：中国　内蒙古大学・教授
敖 特根／ 2012.2.1 ～ 2012.5.31
 ：中国　西北民族大学・教授
Sereenen JARGALAN ／ 2012.2.1 ～ 2012.4.30
 ：モンゴル　モンゴル科学技術大学・教授
Gavrilyeva Tuyara/2012.5.1 ～ 2012.8.31
 : ロシア　サハ共和国北方地域経済研究所・主任研究員
烏力吉巴雅爾／ 2012.6.1 ～ 2012.8.31
 : 中国　中央民族大学・教授
Koch Magaly ／ 2012.9.1 ～ 2012.11.30
 : アメリカ　ボストン大学リモートセンシングセンター・研究准教授
陳　正宏 /2012.10.1 ～ 2012.11.30
 : 中国　復旦大学・古籍整理研究所・教授
Borisov　Andrian ／ 2012.12.1 ～ 2013.3.31
 : ロシア　ロシア科学アカデミーシベリア支部・人文学北方先住民研究所・上席研究員
Chimitdorzhiev Tumen ／ 2013.1.1 ～ 2013.1.31
 : ロシア　ロシア科学アカデミーシベリア支部・ブリアート科学センター・物理物質研究所副
所長
Laikhansuren Altanzaya ／ 2013.4.1 ～ 2013.7.31
 ：モンゴル　モンゴル国立教育大学・歴史・社会科学部・教授
潘　建国／ 2013.9.1 ～ 2013.11.30
 ：中国　北京市北京大学・中文系・教授
巴雅爾／ 2013.9.2 ～ 2013.12.31
 ：中国　内蒙古師範大学・旅游学院・教授
Ligthart Leonardus Petrus ／ 2014.2.1 ～ 2014.3.14
 ：オランダ　デルフト工科大学・名誉教授
Sampildondov　Chuluun　Khar Aduutan/2014.4.1 ～ 2014.7.31
 ：モンゴル　モンゴル科学アカデミー・歴史研究所長
Prozorova　Larisa/2014.4.18 ～ 2014.6.16
 ：ロシア　ロシア科学アカデミー極東支部・生物・土壌科学部門・主席研究員
Kulinich　Natalia/2014.5.1 ～ 2014.8.31
 ：ロシア　太平洋国立大学・哲学文化学科・副学科長
Chernolutckaia Elena/2014.9.1 ～ 2014.11.30
 ：ロシア　ロシア科学アカデミー極東支部・歴史・考古学・極東諸民族人類学研  
　究所・主任上級研究員
－ 31－
巴達瑪敖徳斯爾 /2014.10.1 ～ 2015.1.31
 ：中国　内蒙古大学・教授
Kondrashin Viktor/2015.1.20 ～ 2015.4.19
 ：ロシア　ベリンスキー名称国立ペンザ教育大学ロシア史・歴史教授法学科長・教授
Chen Zhining/2015.3.13 ～ 2015.4.23
 ：シンガポール　シンガポール国立大学・教授
Fondahl Gail Andrea/2015.4.6 ～ 2015.6.30
：カナダ　ノーザン・ブリティッシュ・コロンビア大学・副学長・教授
Dilek Yildirim/2015.5.28 ～ 2015.8.21
：アメリカ　国際地質科学連合会副会長・マイアミ大学・教授
Delaney Alyne Elizabeth/2015.10.1 ～ 2016.1.31
：デンマーク　アールボルグ大学・准教授
葉　爾達 /2015.10.1 ～ 2016.1.31
：中国　中央民族大学・蒙古語言文学系・教授
Abera Deraje Ayalew/2016.2.4 ～ 2016.3.26
：エチオピア　アジスアベバ大学・教授
胡格吉夫 /2016.3.1 ～ 2016.4.30
：中国　中央民族大学・蒙古語言文学系・教授
　〔客員教授の出身国（1995 年度～ 2015 年度）〕
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巴達瑪敖徳斯爾 /2014.10.1 ～ 2015.1.31
 ：中国　内蒙古大学・教授
Kondrashin Viktor/2015.1.20 ～ 2015.4.19
 ：ロシア　ベリンスキー名称国立ペンザ教育大学ロシア史・歴史教授法学科長・教授
Chen Zhining/2015.3.13 ～ 2015.4.23
 ：シンガポール　シンガポール国立大学・教授
Fondahl Gail Andrea/2015.4.6 ～ 2015.6.30
：カナダ　ノーザン・ブリティッシュ・コロンビア大学・副学長・教授
Dilek Yildirim/2015.5.28 ～ 2015.8.21
：アメリカ　国際地質科学連合会副会長・マイアミ大学・教授
Delaney Alyne Elizabeth/2015.10.1 ～ 2016.1.31
：デンマーク　アールボルグ大学・准教授
葉　爾達 /2015.10.1 ～ 2016.1.31
：中国　中央民族大学・蒙古語言文学系・教授
Abera Deraje Ayalew/2016.2.4 ～ 2016.3.26
：エチオピア　アジスアベバ大学・教授
胡格吉夫 /2016.3.1 ～ 2016.4.30
：中国　中央民族大学・蒙古語言文学系・教授
　〔客員教授の出身国（1995 年度～ 2015 年度）〕
G　兼務教員受け入れ状況（2016 年 3 月現在）
阿子島　香 文学研究科　教授（考古学、先史学）
李　　仁子 教育学研究科　准教授（文化人類学、在日移民研究）
大谷　栄治 理学研究科　教授（実験岩石学、高圧地球物理学）
奥村　　誠 災害科学国際研究所　教授（土木計画学、交通計画）
川口　幸大 文学研究科　准教授（文化人類学）
木村　敏明 文学研究科　教授（宗教人類学、インドネシアの社会と宗教）
H　非常勤講師受け入れ状況（2016 年 3 月現在）
柳澤　文孝 山形大学理学部（地球環境学）
河野　公一 東北工業大学（衛星画像処理、リモートセンシング）
伊藤　正直 ㈱ミツバ（ロシア政策論）
園田　　潤 仙台高等専門学校（計算電磁気学）
永谷　　泉 日本舶用エレクトロニクス ( 株 )（農林水産省農林水産技術会議事務局筑
波事務所出向）（衛星画像処理、リモートセンシング）
平川　新　宮城学院女子大学　( 日本近世政治経済史 )
I　東北アジア研究センターフェロー
氏　　名 所　　　　　　　属
和田　春樹 東京大学名誉教授
渡辺　　之
元日本鋼管取締役・技監、元東北アジア研究センター環境技術移転寄附
研究部門教授
　客員教授
　　 氏　　名 期　　間 所属部門名
平川　新
2014.4.1 ～
2015.3.31
寄附研究部門
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J　その他研究員
　客員研究員 
氏　名 期　間 研　究　課　題
劉　　四新 2007.7.5 － 2007.10.1 ボアホールレーダの数値計算並びに実験
キム　ヂョンホ 2007.7.25 － 2007.8.25
近世韓日の科学技術史と科学技術政策の政
治思想的特性に関する比較研究
包　　聯群 2007.4.1 － 2010.3.31 モンゴル語と周辺言語との言語接触の研究
ハーリィド　フォウド
アブド　エルワケール
2007.5.1 － 2010.3.31
陸域生態系の物質循環における土壌動物の
役割に関する研究
アンナ　ステムラー
ゴスマン
2009.1.16 － 2009.7.15
北方におけるコミュニティ適応・脆弱性と
レジリアンス、境界領域の関係と交易に関
する比較研究
王　三　慶 2009.5.27 － 2009.8.26 日本の漢文小説研究
ハタンバーナル
ナツァグ　ドルジ
2009.6.10 － 2009.8.29 エルデニ・ゾー寺院の歴史
ダリチャポフ　ブラット 2009.9.18 － 2009.12.31 日本企業のシベリアへの投資に関する研究
カジ　エ　カレポマ 2009.11.1 － 2011.3.31 人工衛星の画像処理とデータベース構築
恩　和 2010.6.1 － 2010.6.30 福沢諭吉にみる民族主義思想の形成
チョローン　ダシダワー 2011.8.23 － 2012.6.30
モンゴルにおける日本人抑留兵（1945-1947
年）
シャルグラノワ　オリガ 2012.3.15 － 2013.3.14
東北アジアにおけるモンゴル系移民の民族
的統合の構築：民族社会学と宗教の諸要素
Chen　Jie 2012.11.16 － 2013.1.14 環境リモートセンシング
Yu Quan 2013.10.1 － 2014.10.31 中世モンゴル語の研究
Webster　Sophie 2015.3.28 － 2015.5.27 東アジアの陸生貝類の生物地理学研究
　フルブライト米国人招聘講師 ･ 研究員
氏　名 期　間 研　究　課　題
Koch　Magaly 2014.9.1 ～ 2015.7.31 乾燥地域におけるリモートセンシングによる環境計測
　専門研究員
氏　名 期　間 専　門　分　野
トゥルムンフ　オドントヤ 2011.4.1 － 2015.3.31 文化人類学・モンゴル研究
佐藤　憲行 2012.7.17 － 2014.5.30 東洋史・清代モンゴル史
佐々木　聡 2013.4.1 － 2015.3.31 宗教文化史・術数文献の書誌研究
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J　その他研究員
　客員研究員 
氏　名 期　間 研　究　課　題
劉　　四新 2007.7.5 － 2007.10.1 ボアホールレーダの数値計算並びに実験
キム　ヂョンホ 2007.7.25 － 2007.8.25
近世韓日の科学技術史と科学技術政策の政
治思想的特性に関する比較研究
包　　聯群 2007.4.1 － 2010.3.31 モンゴル語と周辺言語との言語接触の研究
ハーリィド　フォウド
アブド　エルワケール
2007.5.1 － 2010.3.31
陸域生態系の物質循環における土壌動物の
役割に関する研究
アンナ　ステムラー
ゴスマン
2009.1.16 － 2009.7.15
北方におけるコミュニティ適応・脆弱性と
レジリアンス、境界領域の関係と交易に関
する比較研究
王　三　慶 2009.5.27 － 2009.8.26 日本の漢文小説研究
ハタンバーナル
ナツァグ　ドルジ
2009.6.10 － 2009.8.29 エルデニ・ゾー寺院の歴史
ダリチャポフ　ブラット 2009.9.18 － 2009.12.31 日本企業のシベリアへの投資に関する研究
カジ　エ　カレポマ 2009.11.1 － 2011.3.31 人工衛星の画像処理とデータベース構築
恩　和 2010.6.1 － 2010.6.30 福沢諭吉にみる民族主義思想の形成
チョローン　ダシダワー 2011.8.23 － 2012.6.30
モンゴルにおける日本人抑留兵（1945-1947
年）
シャルグラノワ　オリガ 2012.3.15 － 2013.3.14
東北アジアにおけるモンゴル系移民の民族
的統合の構築：民族社会学と宗教の諸要素
Chen　Jie 2012.11.16 － 2013.1.14 環境リモートセンシング
Yu Quan 2013.10.1 － 2014.10.31 中世モンゴル語の研究
Webster　Sophie 2015.3.28 － 2015.5.27 東アジアの陸生貝類の生物地理学研究
　フルブライト米国人招聘講師 ･ 研究員
氏　名 期　間 研　究　課　題
Koch　Magaly 2014.9.1 ～ 2015.7.31 乾燥地域におけるリモートセンシングによる環境計測
　専門研究員
氏　名 期　間 専　門　分　野
トゥルムンフ　オドントヤ 2011.4.1 － 2015.3.31 文化人類学・モンゴル研究
佐藤　憲行 2012.7.17 － 2014.5.30 東洋史・清代モンゴル史
佐々木　聡 2013.4.1 － 2015.3.31 宗教文化史・術数文献の書誌研究
　日本学術振興会特別研究員
氏　名 期　間 受　入　教　員 資格
小林　宏至 2013.4.1 － 2016.3.31 瀬川　昌久　教授 PD
平野　尚宏 2015.4.1 － 2017.3.31 千葉　聡　教授 DC2
長谷川雄之 2015.4.1 － 2017.3.31 寺山　恭輔　教授 DC2
矢口　啓朗 2015.4.1 － 2017.3.31 寺山　恭輔　教授 DC2
K　センター内委員会構成図（2015 年 3月 31 日現在）
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L 委員会名簿（2015 年度）
＜学内各種委員会＞
委　員　会　名 委員氏名 任　期 備　考
教育研究評議会 センター長
27.4.1 ～
29.3.31
評議員
部局長連絡会議 センター長
27.4.1 ～
29.3.31
部局長
研究所長会議 センター長
27.4.1 ～
29.3.31
部局長
入学試験審議会 研究所長会議代表（　　　）
国立大学附置研究所・センター長会議 センター長
27.4.1 ～
29.3.311
通称「全国研究所長会議」
教養教育改革会議 センター長 19.10.16 ～
文系部局長連絡協議会 センター長
27.4.1 ～
29.3.31
部局長
総長特任補佐
基金企画推進室員 岡　洋樹 21.4.1 ～ （本部推薦）
キャンパス将来計画委員会 センター長
27.4.1 ～
29.3.31
広域交通計画等検討委員会 （本部推薦）
研究推進審議会 千葉　聡
27.4.1 ～
29.3.31
研究倫理専門委員会 千葉　聡
27.4.1 ～
29.3.31
評価分析室 工藤純一
28.4.1 ～
31.3.31
（本部推薦）
広報連絡員 平野直人
27.4.1 ～
29.3.31
ロシア交流推進室員 センター長 25.4.1 ～ （室員）
工藤純一 21.12.1 ～ （室員）
高倉浩樹 21.12.1 ～ （室員）
塩谷昌史 21.12.1 ～ （室員）
柳田賢二 26.3.1 ～
学生生活協議会（仮称） 千葉　聡 28.4.1 ～
29.3.31
委員
工藤純一 代理出席者
学務審議会 寺山恭輔
27.4.1 ～
29.3.31
全学教育科目委員会
社会科学、総合科目、外国語
外国語（ロシア語） 柳田賢二
外国語（中国語） 上野稔弘
　  広報編集委員会
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L 委員会名簿（2015 年度）
＜学内各種委員会＞
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広域交通計画等検討委員会 （本部推薦）
研究推進審議会 千葉　聡
27.4.1 ～
29.3.31
研究倫理専門委員会 千葉　聡
27.4.1 ～
29.3.31
評価分析室 工藤純一
28.4.1 ～
31.3.31
（本部推薦）
広報連絡員 平野直人
27.4.1 ～
29.3.31
ロシア交流推進室員 センター長 25.4.1 ～ （室員）
工藤純一 21.12.1 ～ （室員）
高倉浩樹 21.12.1 ～ （室員）
塩谷昌史 21.12.1 ～ （室員）
柳田賢二 26.3.1 ～
学生生活協議会（仮称） 千葉　聡 28.4.1 ～
29.3.31
委員
工藤純一 代理出席者
学務審議会 寺山恭輔
27.4.1 ～
29.3.31
全学教育科目委員会
社会科学、総合科目、外国語
外国語（ロシア語） 柳田賢二
外国語（中国語） 上野稔弘
　  広報編集委員会
片平まつり実行委員会 上野稔弘 27.4.1 ～29.3.31
5 研究所と東北アジアの
開催
コラボレーション ･オフィス運営委員会 上野稔弘 27.4.1 ～29.3.31 人文社会系諸部局
情報シナジー機構情報システム利用連絡会議
　（部局実施責任者） 栗林　均 24.4.1 ～
　（部局技術担当者） 後藤章夫 25.4.1 ～
国際高等研究教育機構運営審議会 センター長 部局長
学際科学国際高等研究センター運営専門
委員会
2014 年度から廃止
附属図書館商議会 寺山恭輔 26.4.1 ～28.3.31
貴重図書等委員会 栗林　均 27.4.1 ～29.3.31
東北大学出版会評議員会 センター長 27.4.1 ～29.3.31
学友会全学協議会 明日香壽川 26.4.1 ～28.3.31
運輸交通専門委員会 （本部推薦）
入試実施委員会
研究所群から 2人
（本年度割当て有）
男女共同参画委員会 柳田賢二 27.4.1 ～29.3.31
情報公開・個人情報開示等審査委員会
研究所群から 1人
（本年度割当て無）
情報公開・個人情報開示等委員会
研究所群から 1人
（本年度割当て無）
環境保全センター運営専門委員会
研究所群から 1人
（本年度割当て無）
ハラスメント全学防止対策委員会
研究所群から 1人
（本年度割当て無）
大学情報データベース委員会 千葉　聡 （評価責任者）千葉教授
（運用責任者）高倉教授
清水俊和（事務室）
高倉浩樹
寺山恭輔
宮本　毅
研究教育基盤技術センター運営専門委員
会
千葉　聡
26.4.1 ～
28.3.31
研究教育基盤技術センターワーキンググ
ループ
千葉　聡 運営専門委員会から
埋蔵文化財調査室運営委員会 佐藤源之
26.4.1 ～
28.3.31
教授・准教授
埋蔵文化財調査室運営専門委員会
川内キャンパス整備委
員会推薦
埋蔵文化財調査室運営専門委員会調査部会
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研究所連携プロジェクトGL会議 平野直人 25.4.1 ～
第 4期プロジェクト
2012 ～
六カ所村センター検討委員会（仮称） 佐藤源之
27.4.1 ～
29.3.31
学術資源研究公開センター運営専門委員会 千葉　聡
26.4.1 ～
28.3.31
川内キャンパス環境整備委員会 センター長
27.4.1 ～
29.3.31
川内北キャンパス協議会 センター長
27.4.1 ～
29.3.31
川北合同研究棟管理委員会 岡　洋樹 任期なし センター長
安全保障輸出管理アドバイザー 佐藤源之 24.4.1 ～
安全保障輸出管理アドバイザー
兼安全保障輸出管理委員会
高橋一徳 24.4.1 ～
安全保障輸出管理担当者 清水俊和 27.7.1 ～
産学連携推進会議 高倉浩樹 25.4.1 ～
副センター長
（研究戦略担当）
文系サマープログラム実施WG委員 高倉浩樹 25.4.1 ～
「東北大学サイエンスカフェ」WG委員 岡　洋樹
上野稔弘
環境・安全委員会安全管理専門委員会危険
物質総合管理システム専門部会専門部員
鹿野秀一
（管理責任者）
25.4.1 ～
高谷専門員
（運用担当者）
リーディングプログラム推進機構運営会議 高倉浩樹
27.4.1 ～
29.3.31
（研究用微生物安全管理規定）
微生物安全主任者
千葉　聡 25.4.1 ～
微生物取扱責任者：鹿
野秀一（2014.3.20 ～）
ＵＲＡ連携協議会（仮称） 町　澄秋 26.9.1 ～ 2014.6 制定
国際連携推進機構国際交流委員会 高倉　浩樹
26.4.1 ～
28.3.31
教授又は准教授から１
名
研究所長会議「研究所連携若手交流会」
WG委員
金　賢貞
研究大学強化促進事業実施委員会 高倉浩樹
27.4.1 ～
28.3.31
職の指定なし
エネルギー連携推進委員会委員 センター長
　　　　　　〃　　　　　幹事 佐藤源之
設置期限設け
ない
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物質総合管理システム専門部会専門部員
鹿野秀一
（管理責任者）
25.4.1 ～
高谷専門員
（運用担当者）
リーディングプログラム推進機構運営会議 高倉浩樹
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29.3.31
（研究用微生物安全管理規定）
微生物安全主任者
千葉　聡 25.4.1 ～
微生物取扱責任者：鹿
野秀一（2014.3.20 ～）
ＵＲＡ連携協議会（仮称） 町　澄秋 26.9.1 ～ 2014.6 制定
国際連携推進機構国際交流委員会 高倉　浩樹
26.4.1 ～
28.3.31
教授又は准教授から１
名
研究所長会議「研究所連携若手交流会」
WG委員
金　賢貞
研究大学強化促進事業実施委員会 高倉浩樹
27.4.1 ～
28.3.31
職の指定なし
エネルギー連携推進委員会委員 センター長
　　　　　　〃　　　　　幹事 佐藤源之
設置期限設け
ない
＜センター内各種委員会＞
委　員　会　名 委員氏名 任　期 備　考
センター長 岡　洋樹
副センター長
　副センター長（総務担当） 千葉　聡
　副センター長（研究戦略担当） 高倉浩樹
執行会議 センター長
副センター長 2名
総務委員 2名
事　務　長
執行会議の参議 専門員及び関係教員が必要に応じて参加
総務委員
　研究支援担当総務委員 上野稔弘
　情報担当総務委員 平野直人
総務担当副センター長（千葉）が担当して、委員長を兼任する委員会
　将来計画委員会 佐藤源之 副委員長
磯部　彰
高倉浩樹
平野直人
　教務委員会 明日香寿川 留学生・学生発表会担当
柳田賢二
研究戦略担当副センター長（高倉）が担当して、委員長を兼任する委員会
　国際交流委員会 柳田賢二
寺山恭輔
工藤純一
塩谷昌史
金　賢貞
　研究推進委員会 千葉　聡
工藤純一
石井　敦
後藤章夫
友田昌宏
情報担当総務委員（平野）が担当して、委員長を兼任する委員会
　広報情報委員会 栗林　均
高倉浩樹
柳田賢二
宮本　毅
高橋陽一
　評価データ委員会 佐藤源之 （部局評価責任者）千葉教授
鹿野秀一
上野稔弘
研究支援担当総務委員（上野）が担当して、委員長を兼任する委員会
－ 39－
　編集出版委員会 寺山恭輔
荒武賢一郎
明日香寿川
石井　敦
金　賢貞
高橋一徳
　図書資料委員会 寺山恭輔
磯部　彰
金　賢貞
センター長直属の専門委員会
　コンプライアンス委員会
センター長
コンプライアンス推進
責任者
副センター長
（総務担当）
コンプライアンス推進
担当者
副センター長
（研究戦略担当）
事務長
　ハラスメント防止対策委員会 センター長
副センター長 2名
事務長
　ネットワーク委員会 栗林　均 委員長
平野直人
後藤章夫
　片平まつり実行委員会 上野稔弘 委員長
宮本　毅
高橋一徳
　地域研究コンソーシアム委員会 上野稔弘 委員長
明日香壽川
塩谷昌史
　北東アジア研究交流
ネットワーク委員会
岡　洋樹 委員長
石井　敦
　公開講演会・シンポジウム
企画委員会
上野稔弘 委員長
鹿野秀一
金　賢貞
　文学研究科等安全衛生委員会 柳田賢二 （海口織江）
その他
　ハラスメント相談窓口 石井　敦
金　賢貞
高橋千秋
　親睦会 石井　敦
塩谷昌史
高橋陽一
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　編集出版委員会 寺山恭輔
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担当者
副センター長
（研究戦略担当）
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　ハラスメント防止対策委員会 センター長
副センター長 2名
事務長
　ネットワーク委員会 栗林　均 委員長
平野直人
後藤章夫
　片平まつり実行委員会 上野稔弘 委員長
宮本　毅
高橋一徳
　地域研究コンソーシアム委員会 上野稔弘 委員長
明日香壽川
塩谷昌史
　北東アジア研究交流
ネットワーク委員会
岡　洋樹 委員長
石井　敦
　公開講演会・シンポジウム
企画委員会
上野稔弘 委員長
鹿野秀一
金　賢貞
　文学研究科等安全衛生委員会 柳田賢二 （海口織江）
その他
　ハラスメント相談窓口 石井　敦
金　賢貞
高橋千秋
　親睦会 石井　敦
塩谷昌史
高橋陽一
上廣歴史資料学研究部門委員会 平川新 
荒武賢一朗
岡洋　樹（執行会議）
千葉聡（執行会議）
高倉浩樹（執行会議）
平野直人（執行会議）
上野稔弘（執行会議）
上廣歴史資料学研究部門運営諮問委員会委員 (2014 年 7 月 1 日から設置）
　　　　委員長 岡　洋樹 センター長
　　　　学内 柳原敏昭
文学研究科　歴史科学専攻　
日本史専攻分野　教授
　　　　学内 佐藤 大介
災害科学国際研究所　人間・
社会対応研究部門　歴史資料
保存研究分野　准教授
　　　　学外 菅野正道 仙台市博物館
　　　　部門 平川　新
上廣歴史資料学研究部門　客
員教授
　　
研究不正部局通報窓口担当 千葉　聡 
公正な研究活動推進室
　　　　　（研究倫理推進責任者）
　　　　　（構成員）
千葉　聡　
高倉浩樹
（相談窓口担
当者）
（事務担当者）
　清水俊和
　研究資金
A　経費総額
※ 2015（平成 27）年度は見込額　（単位：百万円）
区　　　　分 2011 2012 2013 2014 2015
大学運営資金 476 464 499 407 512
競
　争
　的
　資
　金
科 学 研 究 費 補 助 金 77 68 64 40 46
科学研究費補助金以外の政府資金 0 0 0 0 0
民 間 等 と の 共 同 研 究 8 0 0 0 0
受 託 研 究 30 51 64 39 100
受 託 事 業 0 3 4 1 3
寄 附 金 1 45 40 33 32
学 術 指 導 0 0 0 0 0
総　　　　計 592 631 671 520 693
総計に占める競争的資金の割合 20％ 26％ 26％ 22％ 26％
※ 競争的資金の各区分ごとの 100 万円未満の額は 50 万円以上切り上げ、50 万円未満切り捨て。この
ことにより他の集計結果と合致しない場合がある。
－ 41－
　　研究活動関連経費の構成（2011 ～ 2015 年度の平均）
　　経費総額と競争的資金の推移
0
100
200
300
400
500
600
700
800
900
2015 年2014 年2013 年2012 年2011 年
B　歳出決算額（国立学校特別会計／大学運営資金・寄付金） （単位：百万円）
　　 区　　　分 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度
人件費 運営費交付金 292 236 250 258 253
物件費
運営費交付金 160 144 151 84 138
その他 24 84 98 65 121
計 476 464 499 407 512
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　　研究活動関連経費の構成（2011 ～ 2015 年度の平均）
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B　歳出決算額（国立学校特別会計／大学運営資金・寄付金） （単位：百万円）
　　 区　　　分 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度
人件費 運営費交付金 292 236 250 258 253
物件費
運営費交付金 160 144 151 84 138
その他 24 84 98 65 121
計 476 464 499 407 512
C　科研費の申請・採択状況
　＜種目別実績＞ （単位：百万円）
　　
研究種目
2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 計
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
特別推進 （2） 1
28 （2）
1
22 （1）
0
（1）
0
0 （0）
 0
0 （6）
2
50
新学術領域
（総括班）
0 0
新学術領域
（計画）
（2）
0
0 （1）
 0
0 （3）
0
0
新学術領域
（公募）
（1）
 1
1 （1）
1
1
基盤（S） （1） 0
（1）
0
0
基盤（A） （2） 2
19 （3）
 2
19 （2）
　2
15 （3）
 2
13 （2）
 1
5 （12）
9
71
基盤（B） （8） 5
15 （10）
 4
11 （7）
5
15 （7）
 2
7 （9）
 3
11 （41）
19
59
基盤（C）
（11）
 5
5 （10）
 5
4 （11）
11
13 （11）
 8
7 （15）
 8
9 （58）
37
38
萌芽
（2008年度
まで）
挑戦的萌芽
（2009年度
から）
（3）
 2
2 （6）
 4
4 （5）
3
2 （6）
 3
2 （6）
3
3 （26）
15 13
若手（S） （0）0
0
若手（A） （1） 0
（1）
0
（2）
0
0
若手（B）（18） 6
6 （9）
 5
3 （9）
4
3 （11）
6 
7 （8）
4 
4 （55）
25
23
若手研究
スタートアップ
（2009年度
まで）
活動スタート
支援
（2009年度
から）
（2）
 1
1 （4）
2
2 （2）
 1
1 （8）
4 4
特別研究
員推奨費
（2）
 2
1 （3）
 3
2 （3）
7
6 （2）
 2
2 （4）
 4
4 （14）
18
15
研究成果
公開促進
（学術図書）
（2）
 1
1 （1）
 1
2 （2）
2
5 （2）
 1
1 （7）
5
9
研究成果
公開促進
（研究成果データ
ベース）
（1）
1
3 （1）
1 
3 （1）
 1
4 （3）
3
10
計 （49）25
78 （48）
26
68 （45）
37
64 （48）
26
43 （48）
26
40 （238）
140
293
※ 件数の上段（　）書は申請件数、下段は採択件数。金額は研究代表者として採択された研究課題の直接経費の金額を表す。
※ 各種目ごとの 100 万円未満の額は 50 万円以上切り上げ、50 万円未満切り捨て。このことにより他の集計結果と合致
しない場合がある。
－ 43－
　＜一人当たりの申請率（申請件数／教員数）＞
2011 年度
（教員数24名）
2012 年度
（教員数22名）
2013 年度
（教員数25名）
2014 年度
（教員数23名）
2015 年度
（教員数23名）
平均
2.04 2.18 1.80 1.86 20.4 2.03
　＜一人当たりの獲得額（採択金額／教員数）＞（単位：百万円）
2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 平均
3.25 3.09 2.54 1.86 2.00 2.55
　＜科研費採択率実績（2011 年度～ 2015 年度）＞
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D　外部資金受入状況
　＜民間等との共同研究、受託研究、奨学寄付金受け入れ状況＞ （金額単位：千円）
　　 区　　分 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年
民間等との共同研究
件数 2 0 3 3 3
金額 7,100 0 0 0 0
受 託 研 究
件数 8 6 5 5 7
金額 29,085 50,372 63,367 38,616 99,951
受 託 事 業
件数 0 1 3 1 1
金額 0 2,480 3,454 54 2,232
寄 附 金
件数 1 4 4 4 3
金額 300 44,280 39,810 33,420 32,100
学 術 指 導
件数 0 0 0 0 0
金額 0 0 0 0 0
計
件数 11 11 15 13 14
金額 36,485 97,132 106,63 72,631 134,283
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　＜一人当たりの申請率（申請件数／教員数）＞
2011 年度
（教員数24名）
2012 年度
（教員数22名）
2013 年度
（教員数25名）
2014 年度
（教員数23名）
2015 年度
（教員数23名）
平均
2.04 2.18 1.80 1.86 20.4 2.03
　＜一人当たりの獲得額（採択金額／教員数）＞（単位：百万円）
2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 平均
3.25 3.09 2.54 1.86 2.00 2.55
　＜科研費採択率実績（2011 年度～ 2015 年度）＞
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D　外部資金受入状況
　＜民間等との共同研究、受託研究、奨学寄付金受け入れ状況＞ （金額単位：千円）
　　 区　　分 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年
民間等との共同研究
件数 2 0 3 3 3
金額 7,100 0 0 0 0
受 託 研 究
件数 8 6 5 5 7
金額 29,085 50,372 63,367 38,616 99,951
受 託 事 業
件数 0 1 3 1 1
金額 0 2,480 3,454 54 2,232
寄 附 金
件数 1 4 4 4 3
金額 300 44,280 39,810 33,420 32,100
学 術 指 導
件数 0 0 0 0 0
金額 0 0 0 0 0
計
件数 11 11 15 13 14
金額 36,485 97,132 106,63 72,631 134,283
　＜科研費以外の外部資金明細＞ （金額単位：千円）
区分
2010 年度 2011 年度 2012 年度
金額 受　入　先 金額 受　入　先 金額 受　入　先
共同研究 14,252 東北電力㈱研究開発センター
6,000 東北電力㈱研究開
発センター
1,100 三菱電機特機システム㈱ 1,100 三菱電機特機システム㈱
受託研究 2,200 科学技術振興機構 1,300 科学技術振興機構 4,264 宮城県地域文化遺産復興
1,300 科学技術振興機構 760 宮城県伊豆沼・内 プロジェクト実行委員会
7,099 金沢大学 沼環境保全財団 2,080 宮城県地域文化遺産復興
1,199 埼玉大学 6,744 金沢大学 プロジェクト実行委員会
950 宮城県伊豆沼・内 3,215 福島大学 6,070 金沢大学
沼環境保全財団 6,500 科学技術振興機構 14,960 独立行政法人情報
3,500 福島大学 3,800 栗原市 通信研究機構
500 三菱電機㈱ 500 三菱電機 22,473 独立行政法人情報
6,266 宮城県 通信研究機構
525 鹿島建設株式会社
受託事業 2,010 日本学術振興会 24,000 特例民法法人上廣
2,250 日本学術振興会 倫理財団
寄 附 金 1,000 稲森財団 300 公益財団法人野村 4,990 三井物産株式会社
財団 15,130 公益財団法人東レ
科学振興会
160 公益財団法人日本
科学協会
学術指導 500 鹿島建設㈱土木設計本部
区分
201 年度 2014 年度 2015 年度
金額 受　入　先 金額 受　入　先 金額 受　入　先
共同研究
受託研究 6,500 宮城県地域文化遺産復興プロジェクト実行委員会 30,631
独立行政法人情報通信
研究機構 56,221
国立研究開発法人情
報通信研究機構
5,967 金沢大学 6,264 独立行政法人森林総合研究所
34,500 国立研究開発法人 新
エネルギー・産業技
術総合開発機構
13,750 独立行政法人情報通信研究機構 1,000
独立行政法人新ｴﾈﾙｷﾞｰ
産業技術総合開発機構 6,264
国立研究開発法人森
林総合研究所
34,210 独立行政法人情報通信研究機構 243 蔵王町長 226
国立研究開発法人科
学技術振興機構
2,940 独立行政法人土木研究所 479 独立行政法人科学技術振興機構 2,300 国立大学法人北海道大学
440 国立研究開発法人科学技術振興機構
受託事業 2,460 独立行政法人日本学術振興会 54 宮城県知事 2,232
独立行政法人日本学
術振興会
74 宮城県知事
920 独立行政法人日本学術振興会
寄 附 金 28,000 公益財団法人上廣倫理財団 30,000
公益財団法人上廣倫
理財団 31,000
特例民法法人上廣倫
理財団
11,440 公益財団法人東科学振興会 1,430
公益財団法人東レ科学
振興会 800
公益財団法人　山口
育英奨学会
100 財団法人東北開発記念財団 490
公益財団法人東京地学
協会 300
公益財団法人日本科
学協会
270 公益法人トヨタ財団 1,500 公益財団法人 JFE21世紀財団
学術指導
－ 45－
　＜科研費以外の外部資金一覧（2015 年度）＞ （金額単位：円）
名　称　・　題　目 研究者 相手方・委託者・寄附者 金　額
民間等との共同研究
Pi-SAR2 公募研究：自然災害の状況把握のた
めのレーダポーラリメトリ・インターフェロ
メトリ応用研究
佐藤源之
独立行政法人情報通
信研究機構
0
偏波校正と東北アジア地域におけるレーダ
ポーラリメトリを利用した環境計測
佐藤源之
独立行政法人宇宙航
空研究開発機構
0
多時間偏波 SAR データを利用した自然災害被
害の被災状況把握
佐藤源之
独立行政法人宇宙航
空研究開発機構
0
受託研究
電磁波を用いた建造物非破壊センシング技術の
研究開発
佐藤源之
独立行政法人情報通
信研究機構
56,221,039
ＳＩＰ ( 戦略的イノベーション創造プログラム ) イ
ンフラ維持管理・更新・マネジメント技術／
モニタリングシステムの現場実証／
地上設置型合成開口レーダおよびアレイ型イメージ
ングレーダを用いたモニタリング
佐藤源之
独立行政法人
新エネルギー・産業
技術総合開発機構
34,500,000
環境研究総合推進費「小笠原諸島の自然再生
における絶滅危惧種の域内域外統合的保全手
法の開発」
千葉　聡
独立行政法人森林総
合研究所
6,264,000
JST フューチャー・アース（気候工学）
（ステークホルダー）
石井　敦
国立研究開発法人科
学技術振興機構
225,500
「北極域研究推進プロジェクト　人文・社会科
学研究分野」
高倉浩樹
国立大学法人北海道
大学
2,300,000
JST フューチャー・アース（気候工学）
（市民リスク認知）
石井　敦
国立研究開発法人科
学技術振興機構
440,000
荒砥沢ダム崩落地安全対策モニタリング事業 佐藤源之 栗原市 0
受託事業
二国間国際交流事業  ロシアとの共同研究
（RFBR）
鹿野秀一
独立行政法人日本学
術振興会
2,232,000
寄附金
上廣歴史資料学研究部門（寄附講座）
平川新
（兼務）
公益財団法人上廣倫
理財団
31,000,000
公益財団法人山口育英奨学会平成 27 年度
学術研究助成
平野直人
公益財団法人山口育
英奨学会
800,000
公益財団法人日本科学協会平成 27 年度海外
発表促進助成金
平野直人
公益財団法人日本科
学協会
300,000
学術指導
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　＜科研費以外の外部資金一覧（2015 年度）＞ （金額単位：円）
名　称　・　題　目 研究者 相手方・委託者・寄附者 金　額
民間等との共同研究
Pi-SAR2 公募研究：自然災害の状況把握のた
めのレーダポーラリメトリ・インターフェロ
メトリ応用研究
佐藤源之
独立行政法人情報通
信研究機構
0
偏波校正と東北アジア地域におけるレーダ
ポーラリメトリを利用した環境計測
佐藤源之
独立行政法人宇宙航
空研究開発機構
0
多時間偏波 SAR データを利用した自然災害被
害の被災状況把握
佐藤源之
独立行政法人宇宙航
空研究開発機構
0
受託研究
電磁波を用いた建造物非破壊センシング技術の
研究開発
佐藤源之
独立行政法人情報通
信研究機構
56,221,039
ＳＩＰ ( 戦略的イノベーション創造プログラム ) イ
ンフラ維持管理・更新・マネジメント技術／
モニタリングシステムの現場実証／
地上設置型合成開口レーダおよびアレイ型イメージ
ングレーダを用いたモニタリング
佐藤源之
独立行政法人
新エネルギー・産業
技術総合開発機構
34,500,000
環境研究総合推進費「小笠原諸島の自然再生
における絶滅危惧種の域内域外統合的保全手
法の開発」
千葉　聡
独立行政法人森林総
合研究所
6,264,000
JST フューチャー・アース（気候工学）
（ステークホルダー）
石井　敦
国立研究開発法人科
学技術振興機構
225,500
「北極域研究推進プロジェクト　人文・社会科
学研究分野」
高倉浩樹
国立大学法人北海道
大学
2,300,000
JST フューチャー・アース（気候工学）
（市民リスク認知）
石井　敦
国立研究開発法人科
学技術振興機構
440,000
荒砥沢ダム崩落地安全対策モニタリング事業 佐藤源之 栗原市 0
受託事業
二国間国際交流事業  ロシアとの共同研究
（RFBR）
鹿野秀一
独立行政法人日本学
術振興会
2,232,000
寄附金
上廣歴史資料学研究部門（寄附講座）
平川新
（兼務）
公益財団法人上廣倫
理財団
31,000,000
公益財団法人山口育英奨学会平成 27 年度
学術研究助成
平野直人
公益財団法人山口育
英奨学会
800,000
公益財団法人日本科学協会平成 27 年度海外
発表促進助成金
平野直人
公益財団法人日本科
学協会
300,000
学術指導
　＜補助金間接経費＞ （金額単位：百万円）
　　 区　　分 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度
補助金間接
経　費
件　数 22 27 26 27
金　額
（百万円）
8 8 6 6
受入該当費目
特別推進、
基盤研究 A、B、C
若手 B
挑戦的萌芽
基盤研究 A、B、C
挑戦的萌芽
若手 B
研究活動スタート
支援
基盤研究 A、B、C
挑戦的萌芽
若手 B
研究活動スタート
支援
特別研究員奨励費
基盤研究 A、B、C
挑戦的萌芽
若手 B
研究活動スタート
支援
特別研究員奨励費
　＜ 2015 年度獲得科研費一覧＞ （金額単位：千円）
№ 研究種目
代表者氏名
研究者番号
区
分
研究
期間 研究課題名（課題番号） 交付額
間接
経費
1 基盤Ａ 佐藤源之40178778
一
般
2014-
2018
圧縮センシングと最適空間サンプリングによ
る地雷検知用レーダ・イメージングの効率化
(26249058)
5,300 1,590 
2 基盤Ｂ 谷口宏充70125251
一
般
2012-
2015
東日本大震災からの復興を支援する科学
コミュニケータ養成プログラムの開発と
実践 (24300262)
1,800 540
3 基盤Ｂ 岡　洋樹00223991
一
般
2015-
2018
東北アジア辺境地域多民族共生コミュニ
ティ形成の論理：中露・蒙中辺境に着目
して (15H03128)
3,500 1,050
4 基盤Ｂ 千葉　聡10236812
一
般
2015-
2017
化 石 記 録 か ら 種 分 化 プ ロ セ ス に 迫
る：孤島の陸貝化石に見る多様性進化
(15H03743)
5,200 1,560
5 基盤 C 明日香壽川90291955
一
般
2013-
2015
経済モデル分析を中心とした炭素制約が
国際競争力に与える影響の学際的分析
(25340135)
1,100 330
6 基盤 C 石井　敦30391064
一
般
2013-
2015
炭素隔離技術のデモンストレーションプ
ロジェクト：マスメディアと意思決定要
因分析 (25340136)
700 210
7 基盤 C 磯部　彰90143841
一
般
2013-
2016
明清教派系宝巻盛衰の研究―武神と聖母
神信仰をめぐって―(25370040) 1,300 390
8 基盤 C 柳田賢二90241562
一
般
2013-
2015
現在の中央アジアにおけるリングァフラ
ンカとしてのロシア語の特徴と変容の研
究 (25370458)
800 240
9 基盤 C 鹿野秀一70154185
一
般
2013-
2015
浅い湖沼におけるハス群落拡大がメタン
食物網へあたえる影響 (25440232) 1,100 330
10 基盤 C 李　善姫30546627
一
般
2015-
2017
移住女性の「新移民コミュニティ」活
動と社会的資本に関する国際比較研究
(15K01908)
1,200 360
11 基盤 C 栗林　均30153381
一
般
2015-
2017
近 世 モ ン ゴ ル 語 の 成 立 過 程 の 研 究
(15K02500) 1,200 360
12 基盤 C 荒武賢一朗90581140
一
般
2015-
2017
17 ～ 19 世紀日本列島における屎尿流通
の基礎的考察 (15K02857) 1,400 420
13 基盤 C 前田しほ70455616
特
設
2015-
2019
旧ソ連諸国の戦争記念碑比較研究：権威
言説の視覚化と地域性 (15KT0125) 700 210
－ 47－
№ 研究種目
代表者氏名
研究者番号
区
分
研究
期間 研究課題名（課題番号） 交付額
間接
経費
14 挑戦的萌芽
高倉浩樹
00305400
2013-
2015
東日本大震災後の民俗文化にかかわる災
害民族誌研究の国際的ネットワーク構築
(25580179)
1,000 300
15 挑戦的萌芽
塩谷昌史
70312684
2014-
2015
帝政ロシアの統治構造－情報収集・管理
の観点から－ (26590054) 600 180
16 挑戦的萌芽
寺山恭輔
'00284563
2015-
2017
戦間期ソ連社会の軍事化に関する基礎的
研究 (15K12781) 1,100 330
17 若手 B 高橋陽一40568466
2014-
2016
日本近世における旅の歴史的特質の解明
(26770213) 700 210
18 若手 B 金　賢貞20638853
2014-
2016
韓国地域社会における社会関係資本の生
成・変化とローカリティ構築に関する実
証的研究 (26870037)
900 270
19 若手 B
ＫＯＹＡＭＡ 
ＣＨＲＩＳＴＩＡＮ
40704961
2015-
2016
D e t e c t i o n  o f  B u r i e d  O b j e c t s 
b y  S y n t h e t i c  A p e r t u r e  R a d a r 
Imag ing  fo r  Improved  D i sas te r 
Response(15K18075)
1,500 450
20
特別研
究員奨
励費
小林宏至
00187832
2013-
2015
ポスト近代社会における中間集団として
の宗族組織の社会人類学的研究
(25・6576)
1,100 330
21
特別研
究員奨
励費
平野尚浩 2015-2016
エスカレーション型放散仮説の検証：東
アジア産陸産貝類を例として (15J01258) 1,000 0
22
特別研
究員奨
励費
矢口啓朗 2015-2016
ウィーン体制に対するロシアの役割―ニ
コライ一世時代の会議外交への関与から
―(15J05807)
1,000 0
23
特別研
究員奨
励費
長谷川雄之 2015-2016
プーチン政権下の現代ロシアにおける垂
直権力の構築と官僚制の変容 (15J06940) 900 0
24
研究成果
公開促進
費（データ
ベース）
工藤純一
40186408
2015-
2015
（データベース名）越境大気汚染衛星画像
データベース (15HP8029) 3,800 0
研究者代表分　小計 38,900 9,660
－ 48－
№ 研究種目
代表者氏名
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特別研
究員奨
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ウィーン体制に対するロシアの役割―ニ
コライ一世時代の会議外交への関与から
―(15J05807)
1,000 0
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特別研
究員奨
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長谷川雄之 2015-2016
プーチン政権下の現代ロシアにおける垂
直権力の構築と官僚制の変容 (15J06940) 900 0
24
研究成果
公開促進
費（データ
ベース）
工藤純一
40186408
2015-
2015
（データベース名）越境大気汚染衛星画像
データベース (15HP8029) 3,800 0
研究者代表分　小計 38,900 9,660
№ 研究種目
代表者氏名
研究者番号
区
分 研究課題名（課題番号） 交付額
間接
経費
基盤 S 佐藤源之40178778
一
般 分担金
乾燥地災害学の体系化（鳥取大学・篠田
教授）（25220201） 800 240
基盤 A 石井　敦30391064
一
般 分担金
レジームコンプレックスとしての国際漁
業資源管理：意思決定要因と有効性分析
（早稲田大学・太田教授）（23243031）
1,658 497
基盤 A 高倉浩樹00305400
一
般 分担金
被災者参画による原子力災害研究と市
民復興モデルの構築：チェルノブイリ
から福島へ（北海道大学・家田教授）
（15H01850）
200 60
基盤 B 高倉浩樹00305400
一
般 分担金
震災復興の公共人類学：福島県を中心と
した創造的開発実践（東京大学・関谷准
教授）（26284136）
520 156
基盤 B 荒武賢一朗90581140
一
般 分担金
近世・近代移行期における公共財供給と
『地域社会』：比較史の視角から（東京大学・
谷本教授）（25285104）
500 150
基盤 B 前田しほ70455616
一
般 分担金
社会主義文化における戦争のメモリー・
スケープ研究―旧ソ連・中国・ベトナム（北
海道大学・越野准教授）
（25283001）
321 96
基盤 B 佐藤源之40178778
一
般 分担金
貯水施設および基礎の可視化型健全性監
視技術の開発（農業・食品産業技術総合
研究機構・黒田主任研究員）（25292147）
300 90
基盤 C 岡　洋樹00223991
一
般 分担金
聖書翻訳史から見るモンゴルのキリス
ト教思想（清泉女学院大学・芝山教授）
（26370088）
250 75
基盤 C 李　善姫30546627
一
般 分担金
「表現の自由」とヘイト・スピーチ法規制
をめぐる社会学的研究（大妻女子大学・
鄭教授）（26380696）
250 75
基盤 C 高橋陽一40568466
一
般 分担金
近世東北地方における自然資源の利用・
管理と地域社会に関わる歴史学的研究 
（東京農工大学・高橋准教授）（15K02860）
1,125 338
研究分担者分　小計 5,924 1,777
合　　計 44,824 11,437
－ 49－
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Тачибана Макото, “Вопросы и проблемы Кяхтинской конференции: пути их решения,” МЕЖДУ-
НАРОДНОЙ КОНФЕРЕНЦИИ «НА ГРАНИЦЕ НАРОДОВ, КУЛЬТУР И МИРОВ», Республика 
Бурятия г. Кяхта, 2015.9.10 
－ 123－
Норио Хорие и Константин Григоричев (2015) Эволюция китаи ̆ских рынков в Сибири: 
пересборка «китайскости» и открытие «закрытых» локальностеи ̆, ред. В. И. Дятлов, К. В. 
Григоричев, Этнические рынки в России: пространство торга и место встречи, Иркутск : Изд-во 
ИГУ, c. 141-158. PDF 
Norio Horie (2015. 11) The Evolution of Chinese Markets in Eastern Russia, in Миграционные 
процессы в Азиатско-Тихоокеанском регионе: история, современность, практики 
взаимодействия и реглированния (Сборник трудов международной научно-практической 
конференции 10-12 ноября 2015 года), Дальневосточный федеральный университет, с, 121-124, 
Norio Horie (2015, 10) Russian Far Eastern Borderlands and Their Positionality in Migration, in 
С. В. Белозеров (ред.), Миграционный Процессы: Проблемы адаптации и интеграции мигрантов 
(Сборник материалов международной научно-практической конференции 15-19 октября 2015 
года), Издательство СКФУ, с. 191-195, 
Igor Saveliev, Borders, borderlands and migration in Sakhalin and the Priamur region: a 
comparative study, Voices from the Shifting Russo-Japanese Border: Karafuto/Sakhalin , Svetlana 
Paichadze and Philip A. Seaton (eds), Routledge, 2015 , pp. 42-60. 
－ 124－
Норио Хорие и Константин Григоричев (2015) Эволюция китаи ̆ских рынков в Сибири: 
пересборка «китайскости» и открытие «закрытых» локальностеи ̆, ред. В. И. Дятлов, К. В. 
Григоричев, Этнические рынки в России: пространство торга и место встречи, Иркутск : Изд-во 
ИГУ, c. 141-158. PDF 
Norio Horie (2015. 11) The Evolution of Chinese Markets in Eastern Russia, in Миграционные 
процессы в Азиатско-Тихоокеанском регионе: история, современность, практики 
взаимодействия и реглированния (Сборник трудов международной научно-практической 
конференции 10-12 ноября 2015 года), Дальневосточный федеральный университет, с, 121-124, 
Norio Horie (2015, 10) Russian Far Eastern Borderlands and Their Positionality in Migration, in 
С. В. Белозеров (ред.), Миграционный Процессы: Проблемы адаптации и интеграции мигрантов 
(Сборник материалов международной научно-практической конференции 15-19 октября 2015 
года), Издательство СКФУ, с. 191-195, 
Igor Saveliev, Borders, borderlands and migration in Sakhalin and the Priamur region: a 
comparative study, Voices from the Shifting Russo-Japanese Border: Karafuto/Sakhalin , Svetlana 
Paichadze and Philip A. Seaton (eds), Routledge, 2015 , pp. 42-60. 
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1. С.Папков, К.Тэраяма ред., Азиатская Россия и сопредельные государства, 
Новосибирск, Параллель, 2013.
2. Тэраяма Киосукэ, «Советская политика в отношения Синьцзяня в 1930-е 
годы и японский фактор», Азиатская Россия и сопредельные государства, 
сс.222-251. 
－ 148－
1. С.Папков, К.Тэраяма ред., Азиатская Россия и сопредельные государства, 
Новосибирск, Параллель, 2013.
2. Тэраяма Киосукэ, «Советская политика в отношения Синьцзяня в 1930-е 
годы и японский фактор», Азиатская Россия и сопредельные государства, 
сс.222-251. 
3. Тэраяма Киосукэ, «Советская политика в Монголии в 1930-е годы, 
Маньчжурский инцидент и усиление вмешательства СССР», Азиатская 
Россия и сопредельные государства, сс.138-198. 
4. О.Б.Мозохин, Противоборство: спецслужбы СССР и Японии 
(1918-1945),Москва, 2012
5. E. A. Rees, Iron Lazar: a political biography of Lazar 
Kaganovich, London, 2012.
6. Ю.Понькин, 
Путь Отца, Сиднеи, 1999.
7. Н.И.Дубинина, Дальний Восток Яна Гамарника, 
Хабаровск, 2011.
8. С.А.Папков, К.Тэраяма ред., Политические и социальные аспекты истории 
сталинизма. Новые факты и интерпретации , Москва, РОССПЭН,2015. 
9. Тэраяма Киосукэ, «Советская политика по развитию сети железных дорог 
на Дальнем Востоке в 1930-е гг.: военизация, политотделы, строительство 
вторых путей», Политические и социальные аспекты истории сталинизма. 
Новые факты и интерпретации, сс.50-85. 
10. Н.Г.Кулинич, Повседневная культура горожан советского 
Дальнего Востока в 1920-1930-е годы, Хабаровск, 2010.
11. Е.Н.Чернолуцкая, Принудительные миграции на советском 
Дальнем Востоке в 1920-1950-е гг., Владивосток, 2011.
12. 
13. 
14. С.Л.Кузьмин. Ж.Оюунчимэг, Вооруженное восстание в 
Монголии в 1932 г., Москва. 2015.
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Qoo zhi ceng 郝 juGacal-un Uiles bolun negUdel aju aqui-yin tuqai mOcid OgUlekU ni. 
Yang Bayar negUdel mal aju aqui ba negUdel ayalal jiGulcilal. 
mOngkebayar Uquwancud-un neyilemel aju aqui-yin coGcalalta jici teUken nOlUge. 
Qurca cing ulus-un Uy-e-yin ObUr jasaG mongGul orun-u sUm-e keyid-Un mal aju aqui-yin 
ejengnelte qamiyarulta. 
Xie yongmei: tariyacilaGsan mongGulcud maljiqu udamsil-daGan bucaGsan ni. 
Hiroki Takakura : Independent Herders and the Livestock Trust System among Sakha in Post-Soviet 
Siberia. 
Kazato Mari Enlargement and Reduction of the Size of Mongolian Gers along the Developmental 
Cycle of the Household 
Ока Хироки Чингийн үеийн Монгол дахь хилийн түүхэн бодит байдлыг дахин шинжих нь. 
Монголын зүүн орны “Утсан хэрмийн” дагуух нутгаар жишээлэх нь. 
－ 165－
Игнатиева Ванда Борисов: Северное коневодство в контексте изменения мирового климата. 
Васильев Валерий Егорович : Символика шаманских атрибутов у северных Саха и Долган (По 
материалам первой экспедиции Академий Наук СССР) 
Антонов Егор Петрович : Языковое строительство в Якутии и Бурятии в контексте 
ревитализации политического пантюркизма и панмонголизма. 
Борисов Андриан Афансьевич : Улус как универсальная форма политической и общественной 
самоорганизации тюркских и монгольских народов. 
С. Чулуун : “Ойрад” аймаг : уугуул нутаг, цол ба сэргэлт. 
Э. Жигмэддорж : “Халхын үйсэн цааз” дахь Чингисийн есөн өрлөгийн магтаал. 
О. Оюунжаргал : Манжийн үеийн Халх дахь “тосгон”-ы тухай. 
Л. Алтанзаяа : Халхын Засагт хан аймгийн Ялгуусан хутагтын шавь нарын нутгийн асуудалд. 
Б. Батсүрэн : Төв Азийн нүүдлийн мал аж ахуйн түүнийн зарим асуудалд. 
Б. Нацагдорж : Хөвсгөл нуурын урианхай хошууны үүсэл. (Цаагнаас малчин болсон үйл явц). 
Д. Эрдэнэбаатар : Монголын хүрэл-төмрийн археологийн соёлын судалгаа. 
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материалам первой экспедиции Академий Наук СССР) 
Антонов Егор Петрович : Языковое строительство в Якутии и Бурятии в контексте 
ревитализации политического пантюркизма и панмонголизма. 
Борисов Андриан Афансьевич : Улус как универсальная форма политической и общественной 
самоорганизации тюркских и монгольских народов. 
С. Чулуун : “Ойрад” аймаг : уугуул нутаг, цол ба сэргэлт. 
Э. Жигмэддорж : “Халхын үйсэн цааз” дахь Чингисийн есөн өрлөгийн магтаал. 
О. Оюунжаргал : Манжийн үеийн Халх дахь “тосгон”-ы тухай. 
Л. Алтанзаяа : Халхын Засагт хан аймгийн Ялгуусан хутагтын шавь нарын нутгийн асуудалд. 
Б. Батсүрэн : Төв Азийн нүүдлийн мал аж ахуйн түүнийн зарим асуудалд. 
Б. Нацагдорж : Хөвсгөл нуурын урианхай хошууны үүсэл. (Цаагнаас малчин болсон үйл явц). 
Д. Эрдэнэбаатар : Монголын хүрэл-төмрийн археологийн соёлын судалгаа. 
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（3）研究紹介発表
東北アジア研究センターではセンター教員の研究を相互に理解し関連情報を交換するための「東北ア
ジア研究談話会」を行っている。毎月 1回 1人ずつ（持ち時間 20分））、センター全体会議（構成員は
教授、准教授、助教、助手、研究員など）の直後に開催し、コーヒー・お茶を飲みながらフランクな会
としてセンター内研究交流・親睦を深めるとともに、共同研究等の企画着想の機会として提供している。
発表は、センター教員（客員教員を含む）による各自の研究紹介である。以下に「東北アジア研究談話会」
の講演者、タイトルのリストを示す。
また、3月 9日には、2015年度の共同研究及び個人研究の報告するための「東北アジア研究センター
研究成果報告会」を開催した（口頭発表一件 20分程度、およびポスター発表）。こちらの講演者および
タイトルリストは、次々項目「（5）研究成果公開」中の「（B）2015年度に実施された公開講演会、共
同研究会等」を参照されたい。
東北アジア研究談話会
2015年 4月 27日　藤岡悠一郞　兼務教員・助教
ナミビアにおける洪水─干ばつ対応農法と複合生業
2015年 5月 25日　フォンダール・ゲイル・アンドレア　客員教授（高倉研究室）
Land Rights and Reforms in eastern Siberia : A quarter Century Onward
2015年 6月 29日　前田しほ　特任助教
ソヴィエト・ロシアの戦争記念碑にみるナショナリティの構築と表象
2015年 7月 27日　ディレック・ユルドゥルム　客員教授（平野研究室）
The Changing Interface Between the Physical and Cultural Landscapes inWestern Asia and 
Its Impact on Civilizations
2015年 9月 28日　町澄秋　特任助教
ロシア極東、ウスチベラヤ・オフィオライトのマントルかんらん岩
2015年 10月 26日　エルデムト　客員教授（栗林研究室）
新疆イリ川流域におけるトド文字文献調査について
2015年 11月 24日　デレーニ・アリーン　客員准教授（高倉研究室）
The Role of adaptation and innovation in fostering resilient coastalcommunities in post-3.11 
Japan: The view from the field
2015年 12月 28日　上野俊弘　准教授
国民政府期中国の国家統合問題
2016年 1月 25日　山口睦　教育研究支援者（高倉研究室）
県境を越えたもの、越えなかったもの―宮城県丸森町筆甫地区における放射線対策
2016年 2月 29日　李善姫　教育研究支援者（高倉研究室）
「仲介型国際結婚」と東アジア社会の変容に関する文化人類学的研究
2016年 3月 22日　アベラ・ディレジ・アヤリュー　客員准教授（平野研究室）
Analogy between continental and oceanic LIPs: a case study of Ethiopiaand Shatsky Rise
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（4）学術協定
学術協定による海外の学術機関等との連携強化
本センターは、主として東北アジア諸国の研究教育機関との研究交流を行うためのネットワーク構
築を進めてきた。このためセンターは、大学間学術交流協定や部局間学術協定を国内外の研究教育機
関と締結し、東北アジア地域研究を遂行するための国際的な環境づくりを行っている。これまでの締
結機関及び締結年月日は表に記した通りである。
締結年月日 相手国機関名
1992. 8.10
1998.11. 9
1999. 1.12
2000. 8.21
2000.10. 2
2001. 3 .1
2001. 6.25
2001.11.16
2002.10. 1
2003. 7. 4
2005. 9. 1
2008. 4. 1
2008. 4.25
2008. 4.25
2008. 9.22
2009. 8.21
2009. 8.25
2009. 9.30
2011. 9.28
2013. 3. 1
2014. 2.25
2014. 9.30
★ロシア連邦　ロシア科学アカデミー・シベリア支部
☆タイ　アジア工科大学院
☆アメリカ　アラスカ大学
★モンゴル　モンゴル科学アカデミー
◆モンゴル　モンゴル科学技術大学ジオサイエンスセンター
★中国　吉林大学
◆中国　広東省民族研究所
★モンゴル　モンゴル科学技術大学
◆ロシア連邦　ロシア科学アカデミーシベリア支部 V.N.スカチョフ森林研究所
★ロシア連邦　ノボシビルスク国立大学
◆ロシア連邦　ロシア科学アカデミー極東支部経済研究所
◆中国　内蒙古師範大学蒙古学学院
◆韓国　高麗大学校中国学研究所
◆韓国　高麗大学校日本研究センター
◆中国　内蒙古大学蒙古学学院
★イタリア　フィレンツェ大学
☆イラン　テヘラン大学
◆ロシア連邦　ロシア科学アカデミーシベリア支部人文学・北方民族問題研究所
◆中国　内蒙古師範大学旅游学院
☆ドイツ　ドイツ航空宇宙センター
◆中国　中央民族大学蒙古語言文学系
☆ロシア　ロシア国立高等経済学院
◆部局間協定　★センターが世話部局となった大学間協定　☆センターが協力部局となった大学間協定
共同ラボによる国際的研究支援
ロシア・ノボシビルスクのアカデムゴロドク内で 10年間に亘り活動してきた東北大学リエゾンオ
フィス（日本館）は、ロシア連邦法改正の影響により平成 20年からロシア科学アカデミーシベリア
支部（以下 SB RAS）との共同運営体制となった。SB RASエキシビションセンター内に設置された
共同ラボには、ロシア人非常勤スタッフが配属され、東北アジア研究センター海外連携室および東北
大学ロシア交流推進室と連携して機能している。なお、共同ラボと同じオフィス内に東北大学ロシア
代表事務所シベリア支部を開設するため、平成 22年 9月には東北大学井上明久総長がノボシビルス
クを訪問している。これにより今後は東北大学と SB RASの交流にとどまらず、日露の高等教育機関
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間の交流拠点として更なる活動が期待されることとなった。
共同ラボを通じた活動として本年度は 2月 15日にワークヨップが行われた。参加者および講義テー
マは以下である：
Preliminary remarks: SHIMIZU Shòtarò (Graduate School of Arts and Letters, Tohoku 
University)
Lecture 1 (13:10-13:40) : Prof. VOYTISHEK Elena (Department of Humanities, Novosibirs k 
State University) “Social Role of Ancient Wine Drinking Rituals in the Traditi onal Culture 
of East Asia.”
Lecture 2 (13:40-14:10) : Prof. OKA Hiroki (Center for Northeast Asian Studies, Tohoku 
University) “The Emperor’s Mongolian Face: The Qing’s Context in Mongolian History”
Lecture 3 (14:10-14:40) : Prof. VOLKOV Pavel (Department of Humanities, Novosibirsk State 
University) “How to Settle the People in the Ancient Dwellings? (An Experimental 
Archaeology and the Modern History).”
Presentation 1 (15:00-15:25) : RECHKALOVA Anastacia (Department of Humanities, 
Novosibirsk State University) “Research Trends of Japanese Heraldry in Western 
Historiography.”
Presentation 2 (15:25-15:50) : Alesia CAMPBELL (Graduate School of Arts and Letters, Tohoku 
University) “The Biography of Date Masamune as Written in English in 1893.”
Presentation 3 (15:50-16:15) : ÓTANI Tòru (Graduate School of International Cultural Studi es, 
Tohoku University) “On the ‘Visuality’ of Kunyu Wanguo Quantu 坤 輿 萬 國 全 圖（The 
Complete Geographical Map of Ten Thousand Countries） : A Comparative Analysis of the 
Representations of the Countries of the Dwarfs and the Giants in Chinese and Japanese 
Cartography”
Presentation 4 (16:30-16:55) : TRUSHKIN Anton (Department of Humanities, Novosibirsk State 
University) “The Role of Pakistan in Sino-Afghanistan relations.”
Presentation 5 (16:55-17:20) : BORISOV Dmitriy (Department of Humanities, Novosibirsk State 
University) “Modern Misconceptions about Three Kingdoms: Fiction and Reality.”
Presentation 6 (17:20-17:45) : BAO Huhmuchir (CNEAS.TU) “Han-Mongol Social Relationships 
in the Ethnically Mixed Region during the Second Half of The Qing Dyn
（5）研究成果公開
（A）既刊の刊行物
『東北アジア研究』
東北アジア研究センターが主催する東北アジア地域研究のための学術雑誌。
第 1号（1997）～第 20号（2015）
＜第 20号＞目次
［論文］
・ 雑居地新潟に関する一考察―「外国人の居留地外居住問題」をめぐる展開 青柳正俊
・ The famine of 1932-1933 as a common tragedy of the nations of the USSR: national and 
regional aspects Viktor Kondrashin
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［研究ノート］
・社会的実践としての宗族復興―広東省東部潮汕地域村落の族譜編纂事を事例として 横田浩一
［資料／研究動向］
・歯舞群島と色丹島の地質資料と岩石試料の重要性 平野直人、油谷拓、山本順司
・宮城県で発見された尼港事件の記録―平間儀佐久「尼港惨劇史」― 平間義春、荒武賢一朗
・Hybrid Studies: An Interdisciplinary Approach to Premodern Japanese History.
 Michelle M.Damian
・英国立公文書館所蔵の中国新疆関係文書について―1930～ 40年代を中心に― 上野稔弘
・現代ロシアの自国史教科書の動向―20世紀史の描写を中心に― 立石洋子
［書評］
・ 檜山哲哉、藤原潤子編『シベリア温暖化する極北の水環境と社会（環境人間学と地域）』
 飯島慈裕
・荒武賢一朗『屎尿をめぐる近世社会―大坂地域の農村と都市』 村上紀夫
・高倉浩樹編『展示する人類学―日本と異文化をつなぐ対話』 佐々木亨
・荒武賢一朗、太田光俊、木下光生編『日本史学のフロンティア』1.2 麻生伸一
・ 滝澤克彦『越境する宗教モンゴルの福音派―ポスト社会主義モンゴルにおける宗教復興と福音
派キリスト教の台頭』 藤本透子
・油本真理『現代ロシアの政治変容と地方―「与党の不在」から圧倒的一党優位へ―』 上野俊彦
・ С.Л.Кузьмин, Ж.Оюунчимэг, Воорежённое восстание в Монголии в 1932 г. 寺山恭輔
『東北アジア研究センター叢書』※ 2011年以降のみ
42．磯部彰編「高岡市立中央図書館蔵鄭雲林刊『全像三国志伝』原典と解題（上）」（2011）
43．瀧澤克彦編「ノマド化する宗教　浮遊する共同性　現代東北アジアにおける『救い』の位相」
（2011）
44．磯部彰編「高岡市立中央図書館蔵鄭雲林刊『全像三国志伝』原典と解題（下）」（2011）
45．岡洋樹編「歴史の再定義─旧ソ連圏アジア諸国における歴史認識と学術・教育─」（2011）
46．栗林均編「『達斡爾語詞彙』蒙古文語索引（附満洲文語索引）」（2011）
47．栗林均編「『元朝秘史』漢語傍訳索引」（2011）
48．栗林均編「『保安語詞彙』蒙古文語索引」（2012）
49．磯部彰編著「清朝宮廷演劇文化の世界」（2012）
50．高橋陽一編著『江戸時代の温泉と交流─陸奥国柴田郡前川村佐藤仁右衛門家文書の世界─』
（2013）
51．栗林均編『土族語詞彙』蒙古文語索引（2013）
52．栗林均・斯欽巴図編『蒙文倒綱─モンゴル語ローマ字転写配列─』（2014）
53．友田昌宏、菊地優子、高橋盛編著『岩出山伊達家の戊辰戦争―吾妻家文書「奉宿若御用留」を
読む―』（2014）
54．磯部彰『上山市立図書館蔵　上山藩明新館文庫目録と研究』（2014）
55．栗林均、斯欽巴図編『『初学指南』の研究─ 18世紀の口語モンゴル語─』（2015）
56．磯部彰編著『広島市立中央図書館蔵浅野文庫漢籍図録』（2015）
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『東北アジア研究センター報告』
第 1号　 高倉浩樹「日本人のみたトナカイ遊牧民　シベリア民俗写真を現地に戻して展示する試み」
（2011）
第 2号　 チョローン・ダシダワー、チンゲルト、岡洋樹（編）「モンゴル史研究と史料」（モンゴル文）
（2011）
第 3号　平川新・佐藤大介（編）「歴史遺産を未来へ」（2011）
第 4号　平川新（編）「よみがえる町の記憶─通町・堤町・北山界隈の歴史─」（2011）
第 5号　 高倉浩樹（編）「東日本大震災で被災した宮城県沿岸部における民俗文化財調査 2011年度
報告集）」（2012）
第 6号　栗林均（編）「蒙文倒綱―資料編・原本影印―」（2012）
第 7号　佐藤源之・高倉浩樹（編）「連携する研究所」（2012）
第 8号　菊谷竜太・滝澤克彦「身体的実践としてのシャマニズム」（2013）
第 9号　 高倉浩樹・滝澤克彦（編）『東日本大震災に伴う被災した民俗文化財調査（2012年度報告集）』
（2013）
第 10号　荒武賢一朗地域の歴史を学ぶ─宮城県大崎市の文化遺産─（2013）
第 11号　佐々木聡『開元占經』閣本の資料と解説（2013）
第 12号　栗林均孝経─モンゴル語古訳本─（2014）
第 13号　サンピルドンドヴ・チョローン、胡日査、岡洋樹（編）清朝とモンゴル人（2014）
第 14号　栗林均（編）蒙漢字典─資料編・原本影印─（2014）
第 15号　 高橋陽一、佐藤大介、小関悠一郎（編）よみがえる江戸時代の村田―山田家文書からのメッ
セージ―（2014）
第 16号　 李仁子、瀬川昌久（編）伊藤亜人、安鍾秀、李仁子（著）ヴェールの向こう側から―北
朝鮮民衆の文化人類学的分析（2015）
第 17号　栗林均、海蘭（編）『満文原檔』所収モンゴル語文書の研究（2015）
第 18号　 高倉浩樹、千葉義人（編）シベリアからの声：民俗写真展示プロジェクト記録と調査地
からのメッセージ（2015）
『東北アジア研究センター　ニューズレター』第 1号（1999）～第 68号（2016）
本研究センターの活動状況や諸情報を採録した「東北アジア研究センターニューズレター
CNEAS」を年 4回出版している。学内外の機関等に配布のほか、本センターの活動に協力いただ
く個人に配布している。2015年度は以下のとおり発行した。
第 65号／ 2015年 6月 26日発行
・巻頭言　ソウル国立大学校アジア研究所訪問
・最近のシンポジウム・研究会等
・台東区立書道博物館との共同企画展
・センター関連出版物
・客員・新任紹介
・活動風景「Kuzushiji」と国際交流
・編集後記
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第 66号／ 2015年 10月 30日発行
・巻頭言「歴史のポリティクス」
・最近の講演会・研究会等
・客員教授紹介
・センター創設 20周年記念シンポジウム案内
・新任教員・スタッフ紹介
・プロジェクト研究ユニット　モンゴル語・満洲語資料検索システム
・海外出張のトラブル─その傾向と対策─「胸ポケットとトラブルの相関関係」
・活動風景「イスラムのクリスマスツリー（？）とサンタクロース（？）」
・編集後記
第 67号／ 2015年 12月 25日発行
・巻頭言「次世代の東北アジア研究のために」
・最近の講演会・研究会等
・コラム　日本のエネルギー・ミックスと温暖化数値目標を考える
・著書紹介
・客員紹介
・活動風景「ロシア極東の地質調査」
・編集後記
第 68号／ 2016年 3月 25日発行
・巻頭言　 東北アジア研究センター創設 20周年記念国際シンポジウム「東北アジア　地域研究の
新たなパラダイム」の開催
・最近の研究会・シンポジウム
・表彰
・客員紹介
・著書紹介
・海外出張のトラブル─その傾向と対策─「中国国際航空乗り継ぎ事情」
・活動風景「タンザニア再訪、ダルエスサラーム便り 2016」
・編集後記
英文ニューズレター『The Bulletin CNEAS vol.2』2016年 3月発行
海外の東北アジア研究者および関連研究機関との交流を促進するため、年 1回発行している英文
ニューズレター『The Bulletin CNEAS』の第 3号を出版した。本研究センターの活動状況や諸情
報を採録した。特に、センターでの客員教授、客員研究員との連携を継続・発展させる重要な目的
がある。
・Focus：Farms and biodiversity : an example from Gansu
・ Recent Events：Is the PM2.5 problem a chance of dentente in Northeast Asia? – Current 
status and issues of transboundary air pollution in Northeast Asia-
・ Recent Events：The International Symposium “Eurasian Nomadic Pastoralism: History, 
Culture, Environment”
・ Recent Events：Workshop. Teaching Japanese Culture II: The Dialogue of Japanologists of 
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Russia and Japan
・ Recent Events：Unit for the applied Humanities on the Local Culture Heritage struck by 
Disaster Tohoku/Christchurch: Reflections on the Socio-cultural Impacts of the Quakes
・ Recent Events：The Visit to Asia Center of Seoul National University
・ Recent Events：Disaster Mitigation by Radar Technologies and Collaboration with Local 
Governments
・Awards
・New Staffs and Visiting Scholars
・Publications
・ Letters：My Experience of the Great East Japan Earthquake (Emeritus Professor Jin Xu, 
Jilin University, China)
・ Letters：The “Translation Series of Studies on Mongol Documents” project (Professor Otgon 
Borjigin, Northwest University for Nationalities, China)
・Editorial
東北アジア学術読本（東北大学出版会刊）
１．高倉浩樹・曽我亨『シベリアとアフリカの遊牧民―極北と砂漠で家畜とともに暮らす―』（2011）
２．石渡明・磯崎行雄『東北アジア　大地のつながり』（2011）
３．奥村誠・藤原潤子・植田今日子・神谷大介『途絶する交通、孤立する地域』（2013）
４．高倉浩樹・山口未花子（編）『食と儀礼をめぐる地球の旅：先住民文化からみたシベリアとア
メリカ』（2014）
５．入間田宣夫・仲野義文・荒武賢一朗『世界遺産を学ぶ―日本の文化遺産から―』（2015）
東北アジア研究専書
１．瀬川昌久『近現代中国における民族認識の人類学』昭和堂刊（2012）
２．高倉浩樹『極北の牧畜民サハ：進化とミクロ適応をめぐるシベリア民族誌』昭和堂刊（2012）
３．川口幸大・瀬川昌久『現代中国の宗教―信仰と社会をめぐる民族誌』昭和堂刊（2013）
４．金賢貞『「創られた伝統」と生きる―地方社会のアイデンティティー―』（株）青弓社（2013）
５．山口未花子『ヘラジカの贈り物：北方狩猟民カスカと動物の自然誌』（株）春風社（2014）
６．塩谷昌史『ロシア綿業発展の契機―ロシア更紗とアジア商人―』（株）知泉書館（2014）
７．高倉浩樹（編）『展示する人類学―日本と異文化をつなぐ対話』昭和堂（2015）
８．荒武賢一朗『屎尿をめぐる近世社会―大坂地域の農村と都市―』清文堂（2015）
９．滝澤克彦『越境する宗教　モンゴルの福音派―ポスト社会主義モンゴルにおける宗教復興と福
音派キリスト教の台頭』新泉社（2015）
10．寺山恭輔『スターリンと新疆：1931～ 1949年』社会評論社（2015）
11．荒武賢一朗『世界とつなぐ　起点としての日本列島史』清文堂（2016）
12．荒武賢一朗『東北からみえる近世・近現代』岩田書院（2016）
13．及川高『「宗教」と「無宗教」の近代南島史―国民国家・学知・民衆―』森話社（2016）
14．川口幸大・稲澤努『僑郷―華僑のふるさとをめぐる表象と実像』行路社（2016）
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東北アジア学術交流懇話会ニューズレター『うしとら』
第 65号／ 2015年 6月 30日発行
・ 論点「地殻変動にさらされ続ける東北アジア」（平野直人）
・ 東北アジア通信「畑と生物多様性：中国甘粛にて」（千葉聡）
・ 東北アジア通信「西シベリア湿地生態系の食物網研究」（鹿野秀一）
・ 会員の広場「東北アジアの地質研究の想い出と期待」（原子力規制委員会　石渡明）
・ 編集後記
第 66号／ 2015年 10月 10日発行
・ 論点「東北アジア学術交流懇話会の発展にむけて」（岡洋樹）
・ 東北アジア通信「エリートたちの北京～清代の日常風景～」東北アジア学術交流懇話会　平成 27
年公開講演会（ハイ・セチンゴアー）
・ 会員の広場「「傀儡国家」満洲国を思う」（東北大学名誉教授　山田勝芳）
・ 編集後記
第 67号／ 2015年 12月 18日発行
・ 論点「ロシアからの客員教授」（寺山恭輔）
・ 東北アジア通信「米国の後退と中露の台頭」（塩谷昌史）
・ 会員の広場「東方経済フォーラム─ロシア極東の経済開放は始まるのか」（東北アジア学術交流
懇話会副会長　吉田進）
・ 編集後記
第 67号／ 2016年 3月 25日発行
・ 論点「戦国大名による学問のすすめ」（磯部彰）
・ 東北アジア通信「事実を伝えるということ―韓国浦項市「九龍浦近代文化歴史通り」と日本のマ
スメディア―」（金賢貞）
・ 東北アジア通信「「モザイク社会韓国」への挑戦」（李善姫）
・ 会員の広場「白頭山、東日本大震災と東アジア共同研究」（東北大学名誉教授　谷口宏充）
・ 編集後記
（B）2015年度に実施された公開講演、共同研究会等
◎東北アジア学術交流懇話会　平成 27年公開講演会「エリートたちの北京　～清代の日常風景～」
日時：2015年 5月 22日（金）
◆講演会　15:00～ 17:00
◆総　会　17:10～ 17:40
会場：東北大学　東京分室
　　　東京都千代田区丸の内 1丁目 7番 12号サピアタワー 10階
　　　Tel.03-3218-9612
　　　http://www.bureau.tohoku.ac.jp/somu/bun/bun.html
講演：
「満州族の暮らしとことば」
　講師：落合守和氏（首都大学東京　人文・社会系客員教授）
「清代北京城に暮らした旗人（エリート）たちの日常」
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　講師：栗林　均氏（東北大学東北アジア研究センター教授）
◎ “長井市 ” の歴史がわかる “ふるさと講座 ”「長井荘の文化と大江長井氏」
日時：2015年 5月 30日（土）13:15～ 15:40
会場：文教の杜ながい　小桜館（旧西置賜郡役所）（山形県長井市高野町 2-7-28）
・開演　講演会の主旨説明
・「戦国大名と古典書籍―上杉家・伊達家・徳川家の蔵書を中心に―」
　東北大学東北アジア研究センター教授　磯部彰
・「鎌倉幕府高官長井氏について」神奈川県立歴史博物館専門学芸員　永井晋
・まとめ「長井ふるさと再発見！」
◎共同研究「東日本大震災後の復興過程に関わる地域社会比較と民族誌情報の応用」研究会
日時：2015年 6月 19日（金）16:00～ 18:00
場所：東北大学　東北アジア研究センター 4階会議室（436）
報告：
高倉浩樹氏「津波被災地の農業復興と農民の在来知―宮城県山元町の事例」
ゲール・フォンダール氏「Producing Space through Law, Producing Law in Place」
共催：東北地区研究懇談会
◎ワークショップ「地震災害後の人文学プロジェクトの回顧と研究者の役割の探求」
日時：2015年 10月 24日（土）13:00～ 17:30
　　　　　　 10月 25日（日）9:00～ 13:00
場所：東北大学東京分室会議室 A及び B（東京駅日本橋口徒歩 1分、サピアタワー 10階）
プログラム：
第 1日目：海外との比較（英語）
高倉浩樹（東北大学・趣旨説明）、滝澤克彦（長崎大学）、Ｓ．ブーテレイ（カンタベリー大学）、
スハディ（ガジャマダ大学）、閔麗（四川大学）、岡田浩樹（神戸大学・コメント）
第 2日目：日本の事例（日本語）
高今石みぎわ（東京文化財研究所）、木村敏明（東北大学）、芳賀満（東北大学）、三木英（大
阪国際大学）、黒崎浩行（國學院大学）、木村周平（筑波大学）
共催：東北大学大学院文学研究科、東北大学高度教養教育・学生支援機構
◎講演会「近代の戦争と宮城」
日時：2015年 10月 31日（土）13:30～ 17:00
会場：仙台市戦災復興記念館（〒 980-0804　仙台市青葉区大町 2丁目 12-1）
講演：
「西南戦争と旧仙台藩士」
友田昌宏（東北大学東北アジア研究センター上廣歴史資料学研究部門助教）
「日清戦争に従軍した『東北新聞』記者桜田孝治郎―戦争情報はどのように仙台に伝えられたのか―」
大谷正（専修大学文学部教授）
－ 183－
「誰が戦死者を祀るのか―近代仙台の慰霊と招魂―」
　佐藤雅也（仙台市歴史民俗資料館学芸室長）
主催：東北大学東北アジア研究センター上廣歴史資料学研究部門
◎片平まつり 2015特別企画記念講演「カンボジア　地雷原の村での挑戦」
日時：2015年 10月 10日（土）15:30～ 16:30
会場：東北大学片平さくらホール　2階大会議室
講演：「カンボジア　地雷原の村での挑戦」
　　　〔講師〕高山良二氏（ＮＰＯ法人国際地雷処理・地域復興支援の会理事長）
◎片平まつり 2015特別企画記念講演
東北大学東北アジア研究センター・伊達市噴火湾文化研究所第 6回学術交流連携講演会
「北の大地で砂糖を作る─仙台藩士のあまい企て─」
日時：2015年 10月 11日（日）16:00～ 17:00
会場：東北大学片平さくらホール　2階大会議室
講演：「北の大地で砂糖を作る　─仙台藩士の甘い企て─」
　　　〔講師〕伊達元成氏（伊達市噴火湾文化研究所学芸員）
◎東北大学東北アジア研究センター・大学院国際文化研究科共催
「バフティヨル・イスラモフ先生講演会」
日時：2015年 11月 5日（木）16:20～ 18:00
場所：東北アジア研究センター大会議室（436室）
Bakhtiyor Islamov（北海道大学大学院経済学研究科特任教授・プレハーノフ・ロシア経済大学
タシケント校教授）
“Comparative study of market reforms in Central Asia, Russia and China.”
◎公募型共同研究
「モンゴルの聖書翻訳をめぐる学際的研究―東北アジア宗教文化交流史の文脈から」
第 1回研究会
日時：2015年 11月 14日（土）13:00～ 17:00
会場：長崎大学東京事務所１Fカンフェレンスルーム（東京都港区西新橋 1-18-6）
司会：芝山豊（清泉女学院大学）
13:00～ 13:30　滝澤克彦（長崎大学）「モンゴル語訳聖書諸版の比較について」
13:30～ 14:00　荒井幸康（亜細亜大学）「カルムィク語諸翻訳について」
14:00～ 14:30　金岡秀郎（国際教養大学）「モンゴル語仏典の成立について」
14:45～ 15:15　 都馬バイカル（桜美林大学）「聖書翻訳に携わったモンゴル人たち―1952年聖書
を中心に―」
15:15～ 15:45　 ハイ・セチンゴアー（東北大学）「インジャンナシの文学作品から見る西洋文明
との接触について」
15:45～ 17:00　討論
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◎講座：地域の歴史を学ぶ
岩出山 IV　岩出山城の謎にせまる！
日時：2015年 11月 21日（土）13時 00分～ 15時 30分
会場：大崎市岩出山文化会館（スコーレハウス）大ホール（大崎市岩出山字船場 21番地）
講演：
（1）佐藤信行（日本考古学協会会員）
　　「伊達政宗居城前後の岩出山城を探る―最近の縄張り調査から―」
（2）菊地優子（岩出山古文書を読む会会長）「岩出山の城と町の歴史」
共催：岩出山古文書を読む会
後援：大崎市岩出山公民館
◎東北大学東北アジア研究センター 20周年記念式典・講演会
日時：平成 27（2015）年 12月 5日（土）13:30～ 16:20
　　　5（Sat）Dec, 2015 13:30-16:20
会場：仙台国際センター
　　　Sendai International Center
内容：
講演：「思想課題としての東北アジア」
　　　“Northeast Asia as a Philosophical Task”
講師：山室信一氏（京都大学人文科学研究所）
　　　YAMAMURO, Shinichi (Institute for Research in Humanities, Kyoto University)
講演：「DNAから見た日本人の形成と北東アジア」
　　　 “Formation of Japanese and Northeast Asian Populations from DNA-based 
Perspectives”
講師：篠田謙一氏（国立科学博物館人類研究部）
　　　 SHINODA, Ken-ichi (Department of Anthropology, National Museum of Nature and 
Science)
◎共同研究「東日本大震災後の復興過程に関わる地域社会比較と民族誌情報の応用」
第 3回研究会
日時：2016年 2月 7日（日）13:00～ 18:00
場所：東北大学　東北アジア研究センター 4階会議室（436）
プログラム 1　被災無形民俗文化財調査の 3県比較
1．大舘勝治「東日本大震災民俗文化財現況調査で教えられたこと」
2．小谷竜介「東日本大震災から 5年を経て調査データがどのように使えるのか」
3．一柳智子「福島県における民俗芸能被災調査 5年間の経緯と現在（仮）」
4．コメント＆討論　久保田裕道　吉田優貴
プログラム 2　研究発表
5．伏見英俊「「ふるさと」喪失の中で菩提寺に求められるもの─東京電力との和解交渉プロセス
を通して、被災地における寺院の役割を考える─」
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6．堀川直子「原発災害後の移住政策と「境界」の発生（仮）」
7．福田雄「南三陸町における東日本大震災の慰霊・追悼について（仮）」
8．及川高「自主避難者をどう受け入れたか─沖縄の被災者支援体制とその課題（仮）」
9．梅屋潔「気仙沼市の調査について（仮）」
プログラム 3　成果報告についての話合い
◎東北アジア研究センター・シンポジウム
「共生の東北アジア：中蒙・中露辺境を事例として」
日時：平成 28年 2月 13日（土）13:00～ 18:00
場所：東北大学片平さくらホール 2階会議室
開催内容：
趣旨説明（岡洋樹）
◆セッション 1：共生の東北アジア：中露辺境の場合（13:10～ 15:00）
トカチョフ・セルゲイ（極東連邦大学）
　「南ウスリー地域における土地開拓を例としたマルチエスニックな植民について」
　　藤原克美（大阪大学大学院言語文化研究科）
　「満洲国下のチューリン商会における多民族共生」
　　サヴェリエフ・イゴリ（名古屋大学大学院国際開発研究科）
「戦前の極東ロシアへの中国人の移住と第一次世界大戦期の北西ロシアにおける中国人契約
労働者」
コメント：麻田雅文（岩手大学人文社会科学部）
　　　　　堀江典生（富山大学極東地域研究センター）
◆セッション 2：共生の東北アジア：清代中蒙辺境の場合（15:20～ 17:20）
ソドビリク（内蒙古大学蒙古学学院）
　「清代チャハル南部長城縁辺地域における蒙漢人の共生」
　　岡洋樹（東北大学東北アジア研究センター）
　「清代中期の家畜窃盗事案からみるモンゴルにおける人の移動と共生」
　　包フフムチル（東北大学東北アジア研究センター）
　「清代後期内モンゴル・ハラチン地方における土地利用とモンゴル社会」
コメント：広川佐保（新潟大学人文学部）
　　　　　橘誠（下関市立大学経済学部）
総合討論（17:20～ 18:00）
◎東北大学東北アジア研究センター公募型共同研究
「モンゴルの聖書翻訳をめぐる学際的研究─東北アジア宗教文化交流史の文脈から」
第 2回研究会
日程：2016年 2月 14日（日）13:00～ 18:00
会場：東北大学東北アジア研究センター 4階大会議室
研究発表：
・山浦玄嗣（山浦医院）
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　新約聖書四福音書のケセン語翻訳で苦心した問題点とその解決
・滝澤克彦（長崎大学）
　モンゴル語訳聖書諸版の用語選択について
・芝山豊（清泉女学院大学）
　コンペディウムの真福八端からみた現代モンゴルカトリック教会の聖書翻訳
・都馬バイカル（桜美林大学）
　貴重な映像資料から見るスェーデンモンゴルミッションの宣教活動
・荒井幸康（亜細亜大学）
　ブリヤートに対する聖書翻訳に関して
・金岡秀郎（国際教養大学）
　モンゴル語仏典における翻訳論について
・ハイ・セチンゴアー（東北大学）
　作品を通して見るインジャンナシの信仰意識及び宗教観について
◎日露ワークショップ 2016
The Russia Japan Workshop 2016: Asian studies at NSU and TU
● Date: 15 February, 2016 (Mon.) 13:00-18:00
●  Place: Conference Room 436, Kawauchi Research Forum. Kawauchi Campus, Tohoku 
University. Center for Northeast Asian Studies.
◆  Preliminary remarks SHIMIZU Shòtarò (Graduate School of Arts and Letters, Tohoku 
University)
◆ Lecture 1 : (13:10-13:40)
Prof. VOYTISHEK Elena (Department of Humanities, Novosibirs k State University)
“Social Role of Ancient Wine Drinking Rituals in the Traditi onal Culture of East Asia.”
◆  Lecture 2 : (13:40-14:10) Prof. OKA Hiroki (Center for Northeast Asian Studies, Tohoku 
University)
“The Emperor ’s Mongolian Face: The Qing’ s Context in Mongolian History”
◆ Lecture 3 : (14:10-14:40)
Prof. VOLKOV Pavel (Department of Humanities, Novosibirsk State University)
“How to Settle the People in the Ancient Dwellings? (An Experimental Archaeology and the 
Modern History).”
◆ Presentations :
RECHKALOVA Anastacia (Department of Humanities, Novosibirsk State University) (15:00-
15:25)
“Research Trends of Japanese Heraldry in Western Historiography.”
Alesia CAMPBELL (Graduate School of Arts and Letters, Tohoku University) (15:25-15:50)
“The Biography of Date Masamune as Written in English in 1893.”
ÓTANI Tòru (Graduate School of International Cultural Studi es, Tohoku University) (15:50-
16:15)
“On the ‘Visuality’ of Kunyu Wanguo Quantu 坤輿萬國全圖（The Complete Geographical 
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Map of Ten Thousand
Countries ）: A Comparative Analysis of the Representations of the Countries of the Dwarfs 
and the Giants in Chinese and Japanese Cartography”
TRUSHKIN Anton (Department of Humanities, Novosibirsk State University) (16:30-16:55)
“The Role of Pakistan in Sino-Afghanistan relations.”
BORISOV Dmitriy (Department of Humanities, Novosibirsk Stat e University) (16:55-17:20)
“Modern Misconceptions about Three Kingdoms: Fiction and Reality.”
BAO Huhmuchir (CNEAS.TU) (17:20-17:45)
“Han-Mongol Social Relationships in the Ethnically Mixed Region during the Second Half of 
The Qing Dyn
◆ Closing Address
◎東北アジア研究センター公募共同研究によるシンポジウム
「モンゴルとカザフにおけるモノの域外流通と域内流通」
日時：2016年 2月 20日（土）10:30～ 18:00
場所：東北大学東北アジア研究センター　大会議室（436室）
　　　〒 980-8576宮城県仙台市青葉区川内 41番地
プログラム：
10:30　趣旨説明（風戸真理）
10:40　報告 1
塩谷哲史（筑波大学・人文社会系　助教）
「18～ 20世紀ロシア =中央アジア間の隊商交易とカザフの牧畜」
11:40　報告 2
冨田敬大（立命館大学・立命館グローバル・イノベーション研究機構　専門研究員）
「社会主義モンゴルにおける生産と流通の関係とローカリティ」
12:40　休憩
13:40　報告 3
尾崎孝宏（鹿児島大学・法文学部　教授）
「現代モンゴル高原における乳酒の製造と流通について」
14:40　報告 4
風戸真理（北星学園大学・短期大学部　専任講師）
「モンゴル国の牧畜社会における贈与とゲル」
15:40　休憩
16:00　コメント
岡洋樹（東北大学・東北アジア研究センター　教授）
塩谷昌史（東北大学・東北アジア研究センター　助教）
高倉浩樹（東北大学・東北アジア研究センター　教授）
16:45　総合討論
18:00　閉会挨拶（尾崎孝宏）
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◎東北大学東北アジア研究センター
2015年度　研究成果報告会
日時：2016年 3月 9日（水）11:00～ 17:50
会場：東北大学川内北キャンパス　マルチメディア教育研究棟 6F大ホール
プログラム
◆開会　11:00
◆共同研究発表 1　11:10～ 15:10（途中、昼食休憩有）
　震災セッション
　環境セッション
　言語文化セッション
◆個人発表（ポスター）　15:20～ 15:40
◆共同研究発表 2　15:50～ 17:50
　歴史文化セッション
◆閉会　17:50
教員の研究活動
（2015）
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寺山　恭輔　　TERAYAMA Kyosuke　　教授
生年月日 ／ 1963年 07月 18日
東北アジア研究センター基礎研究部門ロシア・シベリア研究分野
出身学校
京都大学・文学部・現代史学科　1987年卒業
出身大学院
京都大学・文学研究科・西洋史（現代史学）博士課程　1993年単位取得満期退学
取得学位
博士（文学）京都大学　1996年
略歴
1992年～ 1995年 サンクトペテルブルグ大学歴史学部　研究員
1995年～ 1996年 九州大学大学院比較社会文化研究科　助手
1996年～ 2007年 東北大学東北アジア研究センター　助教授
1999年～ 1999年 英国バーミンガム大学ロシア東欧研究センター　客員研究員
2007年～ 2013年 東北大学東北アジア研究センター　准教授（職階名変更による）
2013年～ 東北大学東北アジア研究センター　教授
研究経歴
1992年～現在 スターリン体制下のソ連
2000年～ 2010年 18～ 19世紀の日本人漂流民と日露関係
2002年～ 2004年 ロシアにおける中国学、モンゴル学の歩みと史料収集
2002年～ 2006年 ソ連における日本人抑留者問題
2003年～現在 プーチン体制下の新生ロシア
2008年～現在 ソ連における検閲
2009年～現在 ソ連における民族問題
2011年～ 2015年 スターリンと新疆：1931～ 1949年
所属学会
ロシア史研究会　1992年～現在
西洋史学会　　　1996年～現在
近現代東北アジア地域史研究会　2005年～現在
専門分野
ロシア・ソ連史、日露・日ソ関係史、地域研究
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研究課題
・スターリンの対新疆政策　1931～ 1949
・スターリン時代の動員政策
・スターリン時代の対極東政策
・1930年代のソ連
・日露・日ソ関係史
・ソ連時代の検閲
・戦間期ソ連社会の軍事化に関する研究
研究キーワード
スターリン体制　日ソ関係　ソ連政治史　動員　極東
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
学術情報整備検討委員会　2014年 3月～ 2016年 3月
学務審議会　2015年 4月～ 2017年 3月
学位授与数（2015年 4月～ 2016年 3月）
博士１（副査）
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（全学教育）
歴史学 2005年～現在
歴史学 2008年～現在
（大学院教育）
ユーラシア文化史特論　2000年～現在
ユーラシア文化史研究演習　2000年～現在
国際会議　発表・講演
ノモンハン事件からモンゴル独立へ：スターリンの対モンゴル政策［東北アジア研究センター創設 20
周年記念国際シンポジウム］
（2015年 12月 6日，仙台）口頭（一般）
国内会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
セッション B「東北アジアにおける戦後秩序の形成」［東北アジア研究センター創設 20周年記念国際
シンポジウム］
（2015年 12月 6日、仙台）
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
（挑戦的）萌芽研究 2015年 4月～ 2018年 3月
［戦間期ソ連社会の軍事化に関する基礎的研究］
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その他の競争的資金獲得実績（2015年 4月～ 2016年 3月）
JFE財団アジア歴史研究助成　2015年 1月～ 2015年 12月
［二十世紀前半の極東アジア諸国による交通政策と社会変動］
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）日本・アジアから見たスターリン時代のソ連．［南塚信吾、秋田茂、高澤紀恵編『新しく学ぶ西洋
の歴史―アジアから考える』，（2016），254-255］（査読有）
寺山恭輔
2）20世紀前半の極東アジア諸国による交通政策と社会変動．『2015年度大学研究助成　アジア歴史
研究報告書』公益財団法人 JFE21世紀財団（2016年 3月），199-217頁（査読無）寺山恭輔
総説・解説記事（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）第 24回近現代東北アジア地域史研究会大会報告「1930年代を中心とするソ連の対モンゴル、新疆
政策の類似点と相違点」．［近現代東北アジア地域史研究会ニューズレター，（27），（2015），110-
113］（査読無）寺山恭輔
2）書評：С. Л. Кузьмин, Ж. Оюунчимэг, Вооружённое восстание в Монголии в 1932 г., Москва, Изда-
тельство МБА, 2015．［東北アジア研究，（20），（2016），203-211］（査読無）寺山恭輔
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
2015年度後半は、12月に開催されたセンター創設 20周年記念国際シンポにおける発表「ノモンハ
ン事件からモンゴル独立へ：スターリンの対モンゴル政策」を準備した。この発表原稿を執筆するため、
JFE21世紀財団のアジア歴史研究助成の費用で 10月にモスクワに出張し、1939年のノモンハン事件
以降、モンゴルが国際的な独立を勝ち取る 1946年までの時期について、ソ連の対モンゴル政策に関
する史料を集中的に収集した。この時期に関しては独ソ戦争の後背地としてソ連をバックアップする
モンゴルという見方でとらえられがちであったが、対日戦に備えての鉄道線敷設など、これまでの先
行研究では触れられていない様々な論点を提示することができた。
2015年度前半は別の著書をまとめる作業を行っていたのだが、本論文「ノモンハン事件からモンゴ
ル独立へ：スターリンの対モンゴル政策」を執筆するうちに方針転換し、別の著書『スターリンとモ
ンゴル』を先に執筆することにした。1930年代のソ連の対モンゴル政策については『1930年代ソ連
の対モンゴル政策―満洲事変からノモンハンへー』（東北アジア研究叢書 32号、2009年）としてすで
に考察していたため、今回のノモンハン事件後の時期に焦点をあてた論文を後半に据え、1920年代と
それ以前の時期のロシア・ソ連の対モンゴル政策を追加的に研究し、およそ四半世紀のロシア・ソ連
の対モンゴル政策を包括的にまとめるものであり、『スターリンと新疆』の姉妹編とする構想である。
したがって、これまで論文としてはまとめたことのなかったソ連成立後の 1920年代のソ連の対モ
ンゴル政策について、2016年初頭より急いで史料収集を開始し、さらに 2016年 2月から 3月にかけ
ての科研費による 3週間のモスクワでの史料収集時に、新たな史料を収集、それらを取りまとめる作
業を現在行っているところである。『ソ連とモンゴルの軍事協力』、『コミンテルンの対モンゴル政策』
等、ここ数年で関連史料集もいくつか刊行されて史料基盤が整うとともに、ロシア、モンゴルの歴史
学者による著作も顕著に増大している印象を受けているが、筆者が焦点をあてている時期についてロ
シアの文書館史料を駆使した著作は依然として数が少なく、今回、一つのまとまった著作として発表
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することには大きな意義があると考える。『スターリンとモンゴル』の出版が、2016年度のセンター
出版助成によってかなわない場合でも、2017年度の科研費による出版助成や、2017年度のセンター
出版助成によって出版することを目指して鋭意作業を進めている。
この作業を行う中で、1930年代初頭のモンゴルで生じた反乱の経緯について、一次史料を駆使して
まとめた初めての本格的な著書の書評を『東北アジア研究』20号に掲載した。拙著『1930年代ソ連
の対モンゴル政策』でも触れていたが、ソ連が 1920年代末から強引に進めた左翼的政策への反発か
ら拡大した反乱の発生から鎮圧までの過程についてまとめており、次著の構想にとって参考になる文
献として紹介した。
JFE21世紀財団のアジア歴史研究助成による成果も、「20世紀前半の極東アジア諸国による交通政
策と社会変動」として 2016年 3月に発表したが（上野稔弘氏と共著）、これは 2015年度前半に進め
ていた次著『スターリンとシベリア鉄道』の一部をなす予定であり、『スターリンとモンゴル』完成後、
すみやかに編集にとりかかる予定である。
7～ 8年前に執筆していた論文「日本・アジアから見たスターリン時代のソ連」も忘れたころに刊
行されたが、ソ連史研究者に見落とされがちな新疆、モンゴル、極東方面に対するスターリンの政策
を強調したものである。
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高倉　浩樹　　TAKAKURA Hiroki　　教授
生年月日 ／ 1968年 07月 20日
東北アジア研究センター基礎研究部門ロシア・シベリア研究分野
出身学校
上智大学・文学部・史学科　1992年卒業
出身大学院
東京都立大学・社会科学研究科修士課程　1994年修了
東京都立大学・社会科学研究科・社会人類学博士課程　1998年単位取得満期退学
取得学位
学士（史学）上智大学　1992年
修士（社会人類学）東京都立大学　1994年
博士（社会人類学）東京都立大学　1999年
略歴
1997年～ 1998年 日本学術振興会　特別研究員（DC2）
1998年～ 2000年 東京都立大学人文学部　助手
2000年～ 2012 東北大学東北アジア研究センター　助教授／准教授
2002年～現在 東北大学文学部　非常勤講師
2002年～ 2003年 東北大学大学院文学研究科　非常勤講師
2003年～ 2012 東北大学大学院環境科学研究科（協力講座）　助教授／准教授
2003年～ 2004年 ケンブリッジ大学スコット極地研究所　客員研究員
2004年～ 2008年 国立民族学博物館先端人類科学研究部　客員助教授／客員准教授
2004年～ 2006年 国立民族学博物館先端人類科学研究部　客員助教授
2006年～ 2008年 国立民族学博物館　特別客員教員（助教授／准教授）
2009年～現在 北海道立北方民族博物館　研究協力員
2012年～ 2013年 東京外国語大学アジアアフリカ言語文化研究所　フェロー
2013年～現在 東北大学東北アジア研究センター　教授
2013年～現在 東北大学大学院環境科学研究科（協力講座）　教授
研究経歴
2003年～ 2006年 ロシア民族学史と民族誌知識人：ネイティブ人類学概念をめぐって
2006年～ 2008年 シベリア先住民のマイノリティ　ビジネスと社会経済分析
2007年～ 2010年 シベリア先住民の歴史認識と文化的アイデンティティの位相
2007年～ 2013年 地球気候変動と北極圏大河川流域住民の生態適応
2008年～現在 民族誌映像の展示実践と地域社会との連携
2010年～ 2013年 応用映像人類学と人類学写真史の探求
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2011年～現在 東日本大震災に関わる災害人類学研究とその応用実践
2015年～現在 北極圏の気候変動と先住民のレジリアンス
所属学会
日本文化人類学会，国際極北社会科学学会，日本民俗学会，生態人類学会
学会活動
北極環境研究コンソーシアム　第三期運営委員　2015年～ 2017年
日本文化人類学会　第 27期理事　評議員　2016年～ 2018年
専門分野
文化人類学、民俗学、地域研究
研究課題
・シベリアを中心とする比較先住民研究
・地球気候変動と北極圏大河川流域住民の生態適応
・人類学調査方法と映像媒体
・東日本大震災に関わる被災した無形の民俗文化財に関わる人類学的研究
・自然災害に関わる人類学研究の方法と応用実践
・北極圏の気候変動と地域社会の適応に関する研究
研究キーワード
生業，気候変動，災害，映像人類学，シベリア，北極圏，北日本
報道（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 書評：『週刊読書人』2015/1/30号、2頁、久保田亮著「高倉浩樹・山口未花子編『食と儀礼をめぐ
る地球の旅̶先住民文化からみたシベリアとアメリカ』（東北大学出版会）」
・ 書評：『文化人類学』79/4（日本文化人類学会）、2015/4/15、480-482頁、飯田卓「高倉浩樹・滝澤
克彦編『無形民俗文化財が被災するということ―東日本大震災と宮城県沿岸部地域社会の民俗誌』
（新泉社）」
・ 書評：『日本ナイルエチオピア学会ニュースレター』22号、2015/5/15，68頁、泉直亮「高倉浩樹・
曽我亨著『シベリアとアフリカの遊牧民̶極北と砂漠で家畜とともに暮らす』（東北大学出版会）」
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 大同生命地域研究賞選考委員会大同生命地域研究賞推薦委員　2013年 04月～現在
・ 北海道大学スラブ ユーラシア研究センター共同利用 共同研究拠点運営委員会委員　2014年 04月～
現在
・ Северо-Восточный гуманитарный вестник (ИГИ и ПМНС, СО РАН) Foreign member　2014年 04月～
現在
・ 日本学術会議第 23-24期連携会員（地域研究）　2014年 10月～ 2020年 09月
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・ International Arctic Science Committee国際北極科学委員会社会人間作業部会副議長（日本委員）　
2015年 04月～現在
・ Polar Science Editorial Board 客員編集委員　2015年 08月～ 2016年 07月
・ Редакционная коллегия выпуска "Востоковедение"編集委員　2015年 10月～現在
行政機関・企業・NPO等参加（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 文部科学省海洋地球課北極研究戦略委員　2015年 4月～現在
オープンキャンパス・研究所公開等（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 片平祭り 2015年、写真展：永久凍土と馬牧畜 ----東シベリア・サハ人の暮らす環境
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
ロシア交流推進室室員　2009年 12月～現在
研究大学強化促進事業実施委員会　2015年 4月～現在
国際交流委員会　2015年 4月～現在
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（学部教育）
（大学院教育）
地域環境 社会システム学セミナー　2003年～現在
地域環境 社会システム学修士研修　2003年～現在
博士インターンシップ研修　2003年～現在
地域環境 社会システム学研修　2003年～現在
地域環境 社会システム学博士研修　2003年～現在
東北アジア歴史人類学　2005年～現在
文化人類学特論　2010年～現在
宗教学実習　2013年～現在
Advanced Environment Studies　2014年～ 2016年
（他大学）
文化人類学（東北学院大学）　2012年～現在
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ The limit of pastoral adaptation to permafrost region under global warming: The Sakha people 
in the middle basin of Lena River [Arctic Science Summit Week 2015]
（2015年 4月 23日～ 2015年 4月 30日，日本国，富山）シンポジウム ワークショップ パネル（公募）
・ Introduction: the purpose of the workshop and my perspectives [Workshop. Reviewing the 
Humanities and Qualitative Social Sciences Projects After Earthquake Disaster and Exploring
the Role of Researchers]
（2015年 10月 24日～ 2015年 10月 25日，日本国，東京）シンポジウム ワークショップ パネル（指名）
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国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ シベリアからみた家畜化と牧畜－母子関係介入不在と親疎度の多様化［家畜化と乳利用、その地域
的特質をふまえて－搾乳の開始をめぐる谷仮説を手がかりにして］
　（2015年 5月 16日～ 2015年 5月 17日，京都市）シンポジウム ワークショップ パネル（指名）
・趣旨説明：福島原発事故と放射能災害の人類学［日本文化人類学会第 49回研究大会］
　（2015年 5月 30日～ 2015年 5月 30日，大阪市）シンポジウム ワークショップ パネル（公募）
国際会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
・Arctic Science Summit Week 2015
　（2015年 4月 23日～ 2015年 4月 30日，日本国，富山）［主催］実行委員（ＬＯＣ）
・Arctic Science Summit Week 2015
　 （2015年 4月 29日～ 2015年 4月 29日，日本国，富山）［運営］Co-Covenor of Session B3: Changing 
permafrost and its impact on the physical, ecological, economic and cultural Earth system.
・ Workshop. Reviewing the Humanities and Qualitative Social Sciences Projects After 
Earthquake Disaster and Exploring the Role of Researchers.
　（2015年 10月 24日～ 2015年 10月 25日，日本国，東京）［主催］委員長
国内会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
日本文化人類学会第 49回研究大会
（2015年 5月 30日～ 2015年 5月 30日，大阪市）［運営］分科会代表者「福島原発事故と放射能災害
の人類学」
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
（挑戦的）萌芽研究　2013年 4月～ 2016年 3月
［東日本大震災後の民俗文化にかかわる災害民族誌研究の国際的ネットワーク構築］
著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）シベリアからの声：民俗写真展示プロジェクト記録と調査地からのメッセージ．［東北大学東北ア
ジア研究センター，（2015）11月］
高倉浩樹　千葉義人編
総説・解説記事（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）水田稲作者の在来知と時間管理―日本における集約的農業の技術体系と戦略．
［生態人類学会ニュースレター，（21），（2015），47-49］
高倉浩樹
2）歴史資料保全の国際化と歴史資料の定義をめぐって考えたこと．
［史の杜，（3），（2015），1（東北大学東北アジア研究センター上廣歴史資料学研究部門ニュースレ
ター）］
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本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
　2015年度は、災害人類学については従来からの研究プロジェクトを着実に実行するともに、シベリ
ア人類学については新たな形でプロジェクトが始まった年であった。いずれのテーマについても国際
的な研究活動に力を入れた年であった。
　第一には東日本大震災に関わる災害人類学的研究である。このテーマについては、「災害と地域文
化遺産に関わる応用人文学研究ユニット」のなかで研究活動を実施してきた。これに関わり、新しい
展開は、宮城の農業復興についての在来知とイノベーションというテーマで新たな研究を展開するこ
とができた。具体的には 2014～ 15年度にかけて実施してきた宮城山元町の稲作農家の民族誌調査に
ついて、学会発表を行い、その一部を文章としてとりまとめることが出来た（総説・解説記事（1））。
この研究は、従来、筆者が行ってきたシベリアの生業調査と同じ視点で日本で調査することも可能で
あることを確信することになった。具体的な成果としては出せなかったが、2015年度は宮城県の漁業
についても幅広く現地調査を行うことが出来た。これも今後の展開が期待できる。
　また従来宮城に中心をおいていた災害研究を福島まで広げることが出来たのも 2015年度の成果で
ある。これは、東京大学の関谷教授代表の科研費プロジェクトでの一環でもあるが、福島の記憶や文
化を残す市民的取り組みについての調査研究を進めることが出来た。その一端は、日本文化人類学会
第 49回研究大会で、分科会「福島原発事故と放射能災害の人類学」を主宰することで発表した。
　また従来からの災害と人文学の役割については、2014年度までに交流を続けてきたニュージーラン
ド、インドネシアに加えて新たに中国やデンマークの研究者とともに、「Workshop. Reviewing the 
Humanities and Qualitative Social Sciences Projects After Earthquake Disaster and Exploring 
the Role of Researchers」を開催できた。さらに、イギリス社会人類学会による ASAシリーズとし
てWorld Anthropologies in Practice（Bloomsbury Academics）に招待された論文が査読を経て刊行
されることが決定し、出版契約を結ぶところまでこぎ着けた。
　第二のシベリア人類学については、文科省主導による北極域プロジェクトに関わる形で新たな展開
を行うことが可能となったのが特筆すべきことである。これは国立極地研究所、海洋開発機構、北海
道大学の３機関が行うが、そこに参画するかたでいわば受託研究として実施するものである。2015年
度を含む 5年間のなかで国際共同研究の実施を行う予定である。
　このような展開となった背景には、ここ数年間活動してきた国際北極科学委員会での人文社会作業
部会の日本委員としての研究交流がある。2015年度は 4月に富山で開催された北極科学サミット週間
2015の運営委員となり、またこの会議のなかで分科会「Changing permafrost and its impact on the 
physical, ecological, economic and cultural Earth system」を海外の研究者と共に共同主宰した。こ
の分科会は永久凍土を巡る文理連携の討議が行われ、このなかで「The limit of pastoral adaptation 
to permafrost region under global warming: The Sakha people in the middle basin of Lena River」
の発表を行った。これは人類学と水文学の学際研究の成果である。また 2016年 3月には北極科学サミッ
ト週間 2016がアラスカで行われた。ここでは人文社会作業部会の副議長となりその任務を行った。
　また従来から行ってきたシベリアの牧畜研究については、現在世界の比較牧畜研究を精力的に行っ
ている帯広畜産大学の平田昌弘主宰の「家畜化と乳利用、その地域的特質をふまえてー搾乳の開始を
めぐる谷仮説を手がかりにして」に報告者として招聘され、「シベリアからみた家畜化と牧畜－母子
関係介入不在と親疎度の多様化」として報告した。
　残念ながら論文・著作の刊行数という点では 2015年度はあまり成果が見られなかった。
ただ査読中・刊行中のものも多く 2016年度に現れる予定である。
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塩谷　昌史　　SHIOTANI Masachika　　助教
生年月日 ／ 1968年 07月 03日
東北アジア研究センター基礎研究部門ロシア・シベリア研究分野
出身学校
滋賀大学・経済学部・経済学科　1993年卒業
出身大学院
大阪市立大学・経済学研究科・経済政策博士課程　1999年単位取得満期退学
取得学位
経済学博士（大阪市立大学、2013年 3月）
略歴
1999年～ 2006年 東北大学助手
2007年～現在 東北大学助教
研究経歴
比較経済体制学会（第 45回全国大会、山口大学教育学部）で、「帝政ロシアにおける統治構造の卓越
性と限界について―統治手段としての統計の観点から」という題で研究報告を行う（2014年 6月 8日）
所属学会
社会経済史学会、土地制度史学会、American Association for the Advancement of Slavic Studies、
比較経済体制学会、経営史学会
学会活動
比較経済体制学会　ICCEES 世界大会支援チーム　メンバー 2014年～ 2015年
専門分野
経済史
研究課題
・帝政ロシアの統治構造̶情報収集 管理の観点から
研究キーワード
ロシア経済
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学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
地域研究コンソーシアム運営委員　2010年 04月～現在
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
ロシア交流推進室・室員
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（全学教育）
基礎ゼミ　国際関係の中のロシア　2015年～ 2015年
歴史学　2015年～ 2016年
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
The cotton "Upland" which connected Russia and America in 19th century [Linking Cloth-Clothing 
Globally, 18-20th Century mpping]
（2015年 7月 31日～ 2015年 8月 1日，日本国，東京）口頭（招待　特別）
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
（挑戦的）萌芽研究 2014年 4月～ 2017年 3月
［帝政ロシアの統治構造̶情報収集　管理の観点から̶］
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）Экономический подьем России и Китая и будущее гегемон ий Америки и Европы. [Гуманитарные 
Проблемы Военного Д ела, 3 (4), (2015), 22-25]（査読有り）
Сиотани Масатика
総説・解説記事（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）境界　境域への挑戦と「地域」．［京都大学地域研究統合情報センター JCASコラボレーションシ
リーズ 13号，（13），（2016），1-53］
黒木英充　塩谷昌史　柳澤雅之
2）戦後の国際秩序の転換―先進諸国から新興経済圏へ―．［昭和堂地域研究，16（2），（2016），8-27］
塩谷昌史
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
本年度の新知見は、地域研究コンソーシアムの雑誌『地域研究』で、今後の世界を考えるフレームワー
クを、他領域の専門家と協力して、特集記事「中ロの台頭と欧米覇権の将来」として提示したことで
ある。私の本来の専門は、現在の世界情勢の動向分析ではない。しかし、2012年に刊行した拙著『ロ
シア綿業発展の契機―ロシア更紗とアジア商人』を準備する中で、①金融制度と、②安全保障、③科
学技術の三要素が、密接に関連していることと理解した。19世紀の英国覇権の基盤を構成したのは、
この三要素であり、20世紀半ば以降の、米国覇権を構成したのも同様である。既存の学問領域では、
金融制度は「経済学」で、安全保障は「政治学」で、科学技術は理工系の研究者により、分析される。
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だが覇権構造の全体を捉えるには、この三要素を包括的に分析する必要がある。しかし、一個人の研
究者が、このような分析を行うのは困難である。そこで、それぞれの専門家の御協力を得る形で、現
在の覇権構造の変化を捉えようとした。
1945年以降、世界の覇権を握ったのは、米国である。金融制度としては、米国連邦準備銀行（FRB）
が米ドルを発行し、英国ポンドに替わり、世界の基軸通貨となった。また、国際通貨基金（IMF）と
世界銀行が、各国政府に対する信用供与を行う機関として機能した。安全保障制度としては、ヨーロッ
パでは北太平洋条約機構（NATO）が、アジアでは日米安全保障条約が重要な役割を果たした。科学
技術の向上については、米国・国防総省と大学の連携により促進した。現在のインターネットのプロ
トタイプは、国防総省と大学による共同研究（ARPA-NET）の成果である。他方、旧ソ連では、金融
制度としてはソ連国立銀行がルーブル紙幣を発行し、旧社会主義圏の主要通貨とし、ソ連と東欧はワ
ルシャワ条約機構という安全保障を締結し、西側諸国に対峙した。ソ連の科学技術については、ソ連
科学アカデミーが、その向上を担った。
1991年のソ連崩壊以降、世界は米国一極が主導する体制となり、経済のグローバル化が急速に進行
した。しかし 21世紀になると、従来の欧米先進諸国よりも、新興経済諸国の経済成長が高まり、世
界経済に占める新興経済諸国の比重が相対的に大きくなった。中でも、BRICSと呼ばれる、ブラジル、
ロシア、インド、中国、南アフリカの五か国の経済成長が顕著となる。この BRICSは、ゴールドマン・
サックスのエコノミストが名づけた総称だが、2000年代後半から政治経済的な結束を強める。とりわ
け、結束の核となったのが中国とロシアである。中ロを中心とする新興経済諸国は、従来の欧米先進
諸国が作ってきた既存の体制に変更を迫った。一つは、国際通貨基金の SDRに中国の通貨・元を含
めることを促す提案であり、もう一つは、国際通貨基金に替わる、新興経済諸国のための国際金融機
関の創設である。当初、米国は中国・元を SDRに含めることに反対したが、2015年秋に意見を翻し
承認した。国際金融機関の創設は、2014年に上海に BRICS開発銀行を設立することで実現した。
2007年にリーマン・ショックが生じた際、欧米先進諸国だけでは経済危機に対応できなかったため、
新興経済諸国を含めた G20により危機を打開した。BRICSの五カ国は、この G20に含まれる。2008
年以降、米国は国内の金融危機を打開するために、利子率を低水準に抑えドル安政策を推進した。こ
のため米ドルで外貨を豊富に持つ、中国やロシア等の新興経済諸国は、外貨価値の低下に直面し、米
ドルに過度に依存する傾向を改める必要があると判断した。また、米国と外交的に敵対関係になると、
米国金融機関を経由した諸外国の取引が停止されるので、米国を基軸とした送金システム（swift）と
は別の送金システムを、中国とロシアは準備するようになった。これは金融面から見た場合、米国に
集中してきた貨幣の流れが分散され、長期的に米ドル基軸通貨体制が弱体化することを意味する。
安全保障面に着目すると、米国の軍事力は圧倒的であり、NATOにおける米軍のプレゼンスも大き
い。他方、BRICS諸国はまだ強固な安全保障体制をもたず、緩やかな上海協力機構があるのみである。
しかし、米国は財政赤字を縮小するため、オバマ政権において軍事費を削減し、「世界の警察官」の
役割から撤退しようとした。2015年以降、ロシアがシリアの内戦に干渉したのは、この米軍の撤退と
密接に関係する。雑誌の特集でも取り上げたが、科学技術の論文で引用数がトップ 1%に占める、中
国の地位が急速に上昇している。2015年の調査では、米国についで中国が二位を占めた。論文引用度
では、ロシアの科学技術は低下傾向を示すが、軍事技術においては、電子戦等の領域で米国を凌ぐよ
うになっている。このまま中ロの台頭が順調に進むかどうかは分からないが、従来の米国一極主導の
体制は終焉を迎え、欧米日中ロの間で、既存の国際秩序緩やかに変化するものと思われる。
－ 202－
モンゴル・中央アジア研究分野
栗林　均　　KURIBAYASHI Hitoshi　　教授
生年月日 ／ 1951年 05月 16日
東北アジア研究センター基礎研究モンゴル・中央アジア研究分野
出身学校
東京外国語大学・外国語学部・モンゴル語学　1975年卒業
出身大学院
一橋大学・社会学研究科・社会学博士課程　1982年単位取得満期退学
取得学位
文学修士東京外国語大学
略歴
1982年～ 1983年 一橋大学助手
1984年～ 1987年 日本学術振興会奨励研究員
1990年～ 1993年 日本大学講師
1993年～ 1999年 日本大学助教授
1999年 ~ 東北大学教授
所属学会
日本言語学会、日本音声学会、日本モンゴル学会、満族史研究会
専門分野　
モンゴル語学、モンゴル文献学
研究課題　
・モンゴル系諸言語の研究
・モンゴル語文献学の研究
研究キーワード
モンゴル語、文献学
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
日本モンゴル学会副会長
（財団法人）日本モンゴル協会理事
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
貴重図書等委員会委員
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学位授与数（2015年 4月～ 2016年 3月）
修士 1（主査）
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
内陸アジア文献研究
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
内蒙古大学蒙古学院講演　2015年 6月
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
「言語資料検索システムの開発と運用」国際シンポジウム「東北アジアの言語資料の電子化利用」
2015年 12月 6日、仙台国際センター
国際会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
「東北アジアの言語資料の電子化利用」2015年 12月 6日、仙台国際センター
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
基盤研究（C）　2015年 4月～現在
［近世モンゴル語の成立過程の研究］
著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）伝統的モンゴル語辞書資料集．［東北大学東北アジア研究センター，（2015）12月］
栗林均
2）「蒙漢字典」̶モンゴル語ローマ字転写配列̶．［東北大学東北アジア研究センター，（2016）1月］
栗林均
3）「西藏歴史䈕案薈粋」所収パスパ文字文書．［東北大学東北アジア研究センター，（2016）2月］
栗林均、松川節
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
「《初学指南》与《三合语录》中以满文字母书写的蒙古语的特征」《中国蒙古学》第 42卷、2014年第 6期、
43-56頁。
栗林均、斯钦巴图。査読無
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
本年度、東北アジア研究センターから、次の 3点の著書を研究成果として公刊した。
１．『伝統的モンゴル語辞書資料集』（東北アジア研究センター報告第 20号、2015、352頁）
　本書は、モンゴル語が採録されている「清文鑑」をはじめとして 18世紀の主要な 5種類の辞書
の序文等を影印として集めたものである。5種類の辞書とは、『御製満蒙合璧清文鑑』（1717）、『御
製満蒙合璧清文鑑（満洲文字表記）』（1743）、『御製満珠蒙古漢字三合切音清文鑑』（1780）、『三合
便覧』（1780）、『蒙古トド彙集』（1791）である。これらはいずれも影印の形で初めて公刊されるも
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ので、モンゴル語辞書の歴史だけでなく、モンゴル語の言語資料としても貴重な価値をもつもので
ある。
２ ．『「蒙漢字典」̶モンゴル語ローマ字転写配列̶』（東北アジア研究センター叢書第 57号、2016、
608頁）
　『蒙漢字典』は、民国 17（1928）年に北京の蒙文書社から刊行されたモンゴル語・漢語（中国語）
辞典である。活版印刷で上下 2冊の線装本の体裁をとり、辞書本文 256丁（512頁）、に約 18,700
項目が収録されている。「報告第 14号」では本字典の影印が公刊されたが、本書は本文のモンゴル
語をローマ字転写して、アルファベット順に配列したもので、見出し語には原本のモンゴル文字、
漢語、および出現位置が付されている。原本は「十二字頭」と呼ばれる独自のモンゴル文字字母順
配列になっていて、単語の検索が容易でないが、ローマ字アルファベットで検索できるようにして
利用者の便宜を図ったものである。
３．『「西藏歴史䈕案薈粋」所収パスパ文字文書』（東北アジア研究センター報告第 20号、2016、110頁）
　本書は、中国の文物出版社から 1995年に出版された『西蔵歴史䈕案薈粋』（中国西蔵自治区䈕案
館編）に収録されているパスパ文字表記モンゴル語文書 9件の影印（再録）、モンゴル語のローマ
字転写、日本語訳、およびモンゴル語の全単語・語尾索引である。パスパ文字はモンゴル帝国のク
ビライ・カーンのもとで仏教僧パスパによって 1269年にチベット文字を基に制作され、元朝の約
100年の期間使われた。現存する資料は、碑文に刻されて長い年月を経たために判読が困難なもの
が多いが、ここに収録されているものは筆写された状態が保存されてきたもので極めて鮮明である。
本書では利用しやすさを追求して、パスパ文字文書に行番号を付し、それと見開きの形でローマ字
転写と日本語訳を配している。また単語・語尾索引では文書番号と行番号を示すことによって出現
位置を容易に参照できるようにした。
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岡　洋樹　OKA Hiroki　教授
生年月日／ 1959年 07月 21日
東北アジア研究センター基礎研究部門モンゴル・中央アジア研究分野
出身学校
早稲田大学・文学部・東洋史学科　1984年卒業
出身大学院
早稲田大学・文学研究科・史学（東洋史）博士課程　1991年単位取得満期退学
取得学位
修士（文学）早稲田大学　1986年
博士（文学）早稲田大学　2005年
略歴
1990年～ 1992年 早稲田大学文学部　助手
1992年～ 1993年 群馬大学教育学部　非常勤講師
1992年～ 1996年 早稲田大学第二文学部　非常勤講師
1993年～ 1996年 日本学術振興会　特別研究員（PD）
1996年～ 1996年 日本国外務省研修所　講師
1996年～ 1996年 日本大学法学部　非常勤講師
1996年～ 1996年 東京外国語大学　非常勤講師
1996年～ 2006年 東北大学東北アジア研究センター　助教授
1997年～現在 東北大学大学院国際文化研究科　助教授
2000年～ 2001年 東北学院大学文学部　非常勤講師
2005年～ 2008年 尚絅学院大学総合人間科学部　非常勤講師
2006年～現在 東北大学東北アジア研究センター　教授
研究経歴
1997年～ 1999年  「比丁冊」をつうじて見た清代モンゴルの盟旗制度の実態に関する研究
1997年～ 2000年 モンゴルにおける交易拠点の研究
1997年～ 2000年 モンゴルにおける関帝信仰の研究
1999年～ 2001年 清代公文書史料による内モンゴル旗社会の研究
2001年～ 2002年 戦間期モンゴルの政治・社会システムの研究
2002年～ 2005年 モンゴルにおける環境変動と遊牧社会の研究
2007年～ 2009年 モンゴルにおける歴史記述に関する研究
2011年～現在  東北アジアにおける辺境地域社会再編と共生様態に関する歴史的現在的研究
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所属学会
史学会、内陸アジア史学会、東方学会、日本モンゴル学会、早稲田大学東洋史懇話会、東北大学国際
文化学会、満族史研究会、北東アジア学会，近現代東北アジア地域史研究会
学会活動
内陸アジア史学会理事、日本モンゴル学会理事、早稲田大学東洋史懇話会理事
専門分野
東洋史・モンゴル史
研究課題
・清代モンゴルの行政制度
・前近代モンゴルの社会構造の研究
・古ツングースの生産文化に関する自然科学的再検証
・モンゴルにおける歴史的環境変動と遊牧社会の研究
・モンゴルにおける歴史認識と学術・教育動向の研究
・戦間期モンゴルの政治 ·社会システムの改編
・東北アジアにおける辺境地域社会再編と共生様態に関する歴史的現在的研究
・モンゴルにおける交易拠点の比較研究
研究キーワード
モンゴル、清朝、社会構造
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
日本モンゴル協会評議員
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
東北アジア研究センター長、教育研究評議会評議員、部局長連絡会議、研究所センター長会議、入学
試験審議会、文系部局長連絡協議会、基金企画推進室員、キャンパス将来計画委員会、片平まつり実
行委員会委員、国際高等研究教育機構運営審議会委員、東北大学出版会評議員、川内キャンパス整備
委員会、川内北キャンパス協議会、川北合同研究棟管理委員会委員、「東北大学サイエンスカフェ」
WG委員、リーディングプログラム推進機構運営会議委員、コラボレーション・オフィス運営委員会
委員長
学位授与数（2015年 4月～ 2016年 3月）
博士 1人（環境科学研究科：包フフムチル「清代後期における蒙漢混住地域の社会構造研究──内モ
ンゴル・ハラチン地域を事例として──」博士（学術））
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担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（全学教育）
歴史学　2010年～現在
モンゴル語 I　2002年～現在
（大学院教育：環境科学研究科）
内陸アジア地域史論　2003年～現在
内陸アジア文献研究　2003年～現在
地域環境・社会システム学修士研修　2003年～現在
博士インターンシップ研修　2003年～現在
地域環境・社会システム学セミナー　2003年～現在
地域環境・社会システム学博士セミナー　2003年～現在
地域環境・社会システム学博士研修　2003年～現在
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ “Looking at Northeast Asia: Sendai's Perspective”. Korea-Japan joint conference on 
Electromagnetic Theory, Electromagnetic Compatibility and Biological Effect. Sendai 
International Center, Sendai, Japan. （2015年 11月 23日、日本国、仙台）口頭（一般）
・ 清朝の外藩モンゴル統治における二つの論点［東北大学東北アジア研究センター創設 20周年記念
国際シンポジウム　東北アジア　地域研究の新たなパラダイム］
（2015年 12月 5日～ 2015年 12月 6日，日本国，仙台）口頭（一般）
・ The Emperor ’s Mongolian Face: The Qing’ s Context in Mongolian History［日露ワークショッ
プ 2016 Asian Studies at NSU and TU］
　（2016年 2月 15日～ 2016年 2月 15日，日本国，仙台）口頭（一般）
・ 「日本的北方亚细亚史研究和清代的蒙古」西北民族大学、蘭州、中国、2015年 12月 24日（木）
　（招待講演）
国際会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
・東北アジア研究センターシンポジウム「共生の東北アジア：中蒙 中露辺境を事例として」
　（2016年 2月 13日～ 2016年 2月 13日，日本国，仙台）［主催］
・日露ワークショップ 2016　Asian Studies at NSU and TU
　（2016年 2月 15日～ 2016年 2月 15日，日本国，仙台）［運営］講演および会議コーディネイト
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
基盤研究（B）　2015年 4月～ 2019年 3月
［東北アジア辺境地域多民族共生コミュニティ形成の論理：中露　蒙中辺境に着目して］
総説・解説記事（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）谷井陽子「八旗制度の研究」．［東洋史研究会東洋史研究，74（4），（2016），155-163］
岡洋樹
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本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
　今年度は、東北アジア研究に関わる全国的な研究協力・連携態勢の構築のための努力の一環として、
人間文化研究機構のネットワーク型基幹研究プロジェクトとして「北東アジア地域研究推進事業」の
策定に関わった。この結果、同機構の国立民族学博物館を中心拠点として、北海道大学スラブ・ユー
ラシア研究センター、東北大学東北アジア研究センター、富山大学極東地域研究センター、島根県立
大学北東アジア地域研究センター、同機構地球環境学研究所、国立国際日本文化研究センター、国立
歴史民俗博物館の八組織が連携する事業として採択された。
　12月 5～ 6日に開催された「東北アジア研究センター⒛周年記念国際シンポジウム　東北アジア　
地域研究の新たなパラダイム」において、「モンゴル史及び東北アジア史における大清国の歴史的位置」
と題するセッションを組織し、満洲史・チベット史・新疆史・中国史の専門家とともに、清朝の多面
的な性格について議論を行うとともに、モンゴル史の立場から、「清朝の外藩モンゴル統治における
二つの論点：「内陸アジア的性格」と「封禁」」と題する報告を行った。これにより、⒛世紀東北アジ
ア史の展開の前提条件たる清朝の帝国統治について多方面からの知見に基づく議論を行った。また清
朝の帝国統治の性格に関わって、満洲史分野で活発化している八旗の統治権力論に関わって、谷井陽
子著『八旗制度の研究』に対する書評を発表し、八旗の分権的構造を主張する杉山清彦ら満洲史分野
の研究に対して、むしろ清初の八旗に集権的構造を見出す谷井著書の議論について、遊牧民史の分野
から発言した。
　清朝の帝国統治の多面性については、とくにモンゴルに関して、2月 15日開催の「日露ワークショッ
プ」においても、清代のモンゴル統治体制である外藩が北元期モンゴルの統治構造を継承した面があ
ることを論じた。
　科学研究費補助金基盤研究（B）による共同研究「東北アジア辺境地域多民族共生コミュニティ形
成の論理に関する研究」で開催した国際シンポジウム「共生の東北アジア：中蒙・中露辺境を事例と
して」において、「清代中期の家畜窃盗事案からみるモンゴルにおける人の移動と共生」と題する報
告を行い、清代のモンゴルが清朝による「封禁」と呼ばれる封鎖政策の下にあったとする定説的理解
に対して、モンゴル人の活発な越境的活動が見られたことを、清代の家畜窃盗事案に見える窃盗犯の
移動様態に基づいて事例的に論じた。
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柳田　賢二　　YANAGIDA Kenji　　准教授
生年月日 ／ 1960年 08月 15日
東北アジア研究センター基礎研究部門モンゴル・中央アジア研究分野
出身学校
東京外国語大学・外国語学部・ロシヤ語学科　1983年　卒業
出身大学院
東京大学・人文科学研究科・露語露文学専攻博士課程　1989年　単位取得満期退学
取得学位
文学修士　東京大学　1986年
略歴
1989年～ 1992年 東海大学文学部非常勤講師 
1990年～ 1992年 静岡大学教養部非常勤講師
1992年～ 1993年 東北大学教養部講師
1993年～ 1995年 東北大学言語文化部講師
1995年～ 1997年 東北大学言語文化部助教授
1997年～ 2007年 東北大学東北アジア研究センター助教授
2007年～現在 東北大学東北アジア研究センター准教授（注：法改正による職名変更）
研究経歴
2001年～ 2002年  科研費（基盤研究（C）（2））「旧ソ連高麗人の民族文化の継承と変遷に関する研究」
研究代表者
2005年～ 2006年  科研費（基盤研究（C））「現代中央アジア少数民族における言語接触に関する研究」
研究代表者
2007年～ 2009年  科研費補助金（基盤研究（C））「現代中央アジア諸国における民族間共通語とし
てのロシア語の地位に関する比較研究」研究代表者
2013年～現在  科研費学術研究基金助成金（基盤研究（C））「現在の中央アジアにおけるリングァ
フランカとしてのロシア語の特徴と変容の研究」研究代表者
所属学会
日本ロシア文学会、朝鮮学会
学会活動
日本ロシア文学会　東北支部事務局　2003年～現在
日本ロシア文学会　日本ロシア文学会 2014年（第 64回）大会実行委員　2013年～ 2014年
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専門分野
言語学，ロシア語学，社会言語学，言語接触論
研究課題
・現代ロシア語の音韻論的研究
・中央アジア多言語社会における言語接触に関する研究
研究キーワード
言語接触、ロシア語、中央アジア、音韻論、音声学
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
（全学委員）
学務審議会外国語委員会　委員　2004年 4月～現在
学務審議会外国語委員会　ロシア語教科部会長　2004年 4月～現在
ロシア交流推進室員　2014年 3月～現在
男女共同参画委員　2015年 4月～現在
（部局内委員）
文学部等事業場安全衛生委員　2009年 4月～ 2015年 10月
国際文化研究科等事業場安全衛生委員　2015年 11月～現在
国際交流委員　2014年 3月～現在
広報情報委員（センターロシア語 HP全面改訂担当）　2015年 4月～ 2016年 3月
広報情報委員（センターニューズレター担当）　2016年 4月～現在
教務委員　2013年 4月～現在
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（全学教育）
基礎ロシア語Ⅰ 2015年～ 2015年
展開ロシア語Ⅰ 2015年～ 2015年
展開ロシア語 III 2015年～ 2015年
基礎ロシア語 II 2015年～ 2016年
展開ロシア語 II 2015年～ 2016年
展開ロシア語 IV 2015年～ 2016年
（大学院教育）
地域環境 社会システム学セミナー　2003年～現在
言語システム論　2008年～現在〔隔年（偶数年度）開講〕
文化環境学概論　2015年～ 2016年
その他研究活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
現代中央アジア諸国における民族間共通語としてのロシア語に関するフィールドワーク（フィールド
ワーク）　2007年～現在
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現代中央アジア諸国におけるロシア語単一話者のロシア語に関するフィールドワーク（フィールド
ワーク）　2013年～現在
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
基盤研究（C）　2013年 4月～ 2016年 3月
［現在の中央アジアにおけるリングァフランカとしてのロシア語の特徴と変容の研究］
基盤研究（B）（海外）　2016年 4月～ 2020年 3月
［オーラルヒストリーによる旧ソ連ロシア語系住民の口頭言語と対ソ・対露認識の研究］
総説・解説記事（2015年 4月～ 2016年 3月）
「イスラムのクリスマスツリー（?）とサンタクロース（?）」（エッセイ。『東北アジア ニューズレター 
第 66号』，p.8，東北大学東北アジア研究センター，2015年 10月 30日発行）
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
2013～ 2015年度は柳田が単独で申請して交付を受けた科研費（基盤研究（C），課題番号
25370458）「現在の中央アジアにおけるリングァフランカとしてのロシア語の特徴と変容の研究」を
主たる財源としてウズベキスタンにおけるロシア語単一言語話者のロシア語に関する現地研究を行っ
たが、2015年度はその最終年度であった。
2015年は 9月と 12月にタシケント・サマルカンド両市の高校生を中心とする若年層のロシア語単
一言語話者を対象に彼らのロシア語の音韻面に関する面接調査を行ったが、彼らの発音と対照するた
めに 70歳代の高齢者への調査も行った。その結果、両市とも中学・高校生のインフォーマント全員
において無声そり舌摩擦音音素 //が半口蓋化子音となっており、調査者が敢えて //を含む語を含む
短い例文を完全な口蓋化音［］として発音して聞かせてもその部分が誤りだとは考えないなど、//
との区別が曖昧化しつつあることが確認できた。さらに 50年以上タシケントに住む 70歳代の高齢者
のインフォーマントの発音と対照した結果、若年層では //の実現として現れる子音のそり舌音性が
確かに低下していることが確認された。
ロシアでも、例えば шаги （「歩み（複数）」）のような語が 20世紀前半の規範ロシア語にあった
［］ではなく［］と発音されるようになり、「アクセント直前音節での //, //の後の /a/の特
殊な弱化の消失」という現象が起きているが、ロシアではこの現象は //のそり舌音性（つまり非口
蓋化音性）によって説明され得る。他方、外見上これと同じ「アクセント直前音節での //の後の /a/
の特殊な弱化の消失」という現象がウズベキスタンにおいても起きているのだが、2015年度の調査に
より、同国ではこの現象が「//の脱そり舌音化と半口蓋化」というロシアにおける説明と完全に相矛
盾する現象と並行して進行していることが分かった。
ウズベキスタンでのこの現象は、ロシアにおいてもしばしば見られる spelling pronunciationの影
響という要因のほか、ウズベク語やタジク語がそり舌音の［］を持たないためこうした現地民族の人々
のロシア語で //が一貫して英語の［］に近い半口蓋化音として発音されているという事実が挙げら
れる。さらにそれに加え、これら現地民族の人々のロシア語においては標準ロシア語で［j］пония
と発音される Япония「日本」を［ja］понияと発音することの方が当然と思われるほどこの яканье
という現象の非規範性（注：これはロシアでは「不快な訛り」とされている）に対する認識がなくなっ
ており、そのことがロシア語単一母語話者のロシア語に影響したと考えることができる可能性がある。
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そして、こうした「バイリンガル話者のロシア語から母語話者のロシア語への影響」という解釈の正
しさを直接的に裏付ける証言も現地の若年ロシア語単一話者インフォーマントから得ることができた。
またさらに、2014～ 2015年の調査において、タシケント・サマルカンド両市の高齢層から若年層
にわたるインフォーマントのほぼ全員において語中の -зж-が現在のモスクワで聞かれる長いそり舌音
の［］としてではなく、［］という 20世紀前半の規範ロシア語にあったのと同じ古い特殊な子
音で発音され続けているという事実が確認された。
これらの現象は、そり舌子音を音レパートリーに持たないウズベク語やタジク語を母語とするバイ
リンガル話者のリングァフランカとしてのロシア語がロシア語単一言語話者の音韻面に影響し、一方
では音変化、他方では古い音の保存として現れたものと解釈することができる。このような現象が可
能であることを発見したことが 2016年度の最大の成果である。
そしてこのことは、リングァフランカが、互いに通じない隣接の諸言語が系統にかかわらず互いに
似てくる「言語同盟」という現象の形成に大きく資する可能性を持つことを明らかに示す事実である。
なぜならば、リングァフランカが旧権威語（この場合はロシア語）に対してだけでなく、系統的にも
構造的にも大きく異なり互いに通じない地元諸語に対しても強い影響を及ぼすのは至極当然のことだ
からである。
　また、2015年 9月調査時までに得られた知見を盛り込んで翌 10月に平成 28～ 31年度科研費助成
金（基盤研究（B）（海外））「オーラルヒストリーによる旧ソ連ロシア語系住民の口頭言語と対ソ・対
露認識の研究」の研究計画調書を作成して提出したところ、2016年 4月にはその交付内定を得ること
ができた。この科研費課題は柳田を研究代表者とするが、研究分担者を一部入れ替え、中村唯史（京
都大学文学研究科教授）、楯岡求美（東京大学人文社会系研究科准教授）の両氏として正式交付を得
ることができた。2016年度以降の４年間はこの科研費助成金を主たる財源とし、中央アジアに加えて
カフカースにおけるロシア語の変容の研究にも従事することになるであろう。
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磯部　彰　　ISOBE Akira　　教授
生年月日 ／ 1950年 08月 07日
東北アジア研究センター基礎研究部門中国研究分野
出身学校
東京学芸大学・教育学部・中等教員養成課程社会科　1973年卒業
出身大学院
東北大学・文学研究科・中国学博士課程　1981年単位取得退学
取得学位
文学博士（東北大学）　1991年
文学修士（東北大学）　1977年
略歴
1981年～ 1984年 富山大学人文学部専任講師
1982年～ 1984年 福井大学教育学部（非常勤）
1984年～ 1993年 富山大学人文学部助教授
1987年 東京大学東洋文化研究所附属東洋学文献センター（非常勤）
1993年～ 1996年 富山大学人文学部教授
1994年 東北大学文学部（非常勤）
1996年 信州大学人文学部（非常勤）
1996年～現在 東北大学東北アジア研究センター教授
2001年 琉球大学法文学部（非常勤）
2010年～現在 早稲田大学演劇博物館招聘研究員
研究経歴
1975年～現在 西遊記の成立とその東アジアにおける展開の研究
1977年～ 1978年 三春藩秋田家文書の研究
1981年～ 1986年 大聖寺藩の漢学と漢籍の研究
1985年～現在 中国の宗教文学と地域文化に関する研究
1987年～ 1990年 中国地方劇の成立と現況についての研究
1993年～現在 富山藩の漢学の研究
1996年～ 2014年 上山藩藩校明新館の研究
1997年～ 2003年 朝鮮版『文選』の版本研究
1998年～現在 東アジア出版文化の研究
2000年～現在 明代宝巻に関する研究
2002年～ 2005年 明治大正文学者芸術家関係資料の研究・編集
2007年～ 2010年 東アジア出版文化国際研究拠点形成
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2008年～ 2013年 清朝宮廷演劇文化の研究
2011年～現在 米沢藩及び広島藩旧蔵漢籍漢学の研究
2013年～現在 東アジア出版文化研究資料画像データベース
2013年～現在 出版文化資料データベース研究
2013年～現在 典籍文化遺産の研究
所属学会
日本中国学会、東方学会、日本道教学会、密教図像学会、東北中国学会
学会活動
日本道教学会　理事　2003年～現在
東方学会　評議員　2005年～ 2011年，学術委員　2012年～現在
専門分野
近世中国の演劇と小説、東アジアの出版文化、日本伝存漢籍及び漢学研究
研究課題
・西遊記の東アジア展開研究
・東アジア出版文化の研究
・明代教派系宝巻の物語摂取の研究
・明代閩南の出版と日本慶長元和の文化形成
・清朝宮廷演劇文化の研究
・米沢藩および広島藩旧蔵漢籍漢学の研究
・東アジア出版文化研究資料画像データベース
・前田家旧蔵漢籍の研究
研究キーワード
東アジア，版本，地域文化，中国小説，儒教仏教道教三教西遊記，西遊記，清朝内府演劇，戦国大名
蔵書
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ （公開講座・主催）“長井市 ” の歴史がわかる “ふるさと講座 ”「長井荘の文化と大江長井氏」，後
援 長井市教育委員会，文教の杜ながい小桜館，2015年 5月
・ （講演）「戦国大名と古典書籍―上杉家　伊達家　徳川家の蔵書を中心に―」，“長井市 ” の歴史がわ
かる “ふるさと講座 ”「長井荘の文化と大江長井氏」，文教の杜ながい小桜館，2015年 5月
・ （講演）「東北大学本に見る社会秩序の変貌―清の崩壊と幕藩体制の確立を中心に―」，漢籍研究会，
東北大学附属図書館，2015年 9月
・ （講演）「狩野亨吉の蒐書方針と学術的特色について」，平成 27年度東北大学附属図書館企画展狩野
亨吉生誕 150周年記念「狩野文庫の世界～狩野亨吉と愛蔵書～」記念講演会，東北大学附属図書館，
2015年 10月
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行政機関・企業・NPO等参加（2015年 4月～ 2016年 3月）
中国社会科学院中国古代小説研究編集委員会　編委　2004年 9月～現在
高麗大学校中国学研究所編集委員　2008年 5月～現在
中国・東北師範大学文学院古籍整理研究所　編委　2012年 12月～現在
早稲田大学演劇博物館　招聘研究員　2010年 6月～現在
オープンキャンパス・研究所公開等（2015年 4月～ 2016年 3月）
東北大学東北アジア研究センター　伊達市噴火湾文化研究所学術交流連携講演会（公開授業　講演）
2007年 6月～ 2016年 3月
学位授与数（2015年 4月～ 2016年 3月）
博士１人
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（大学院教育）
比較文化史学課題研究
ユーラシア文化史特論Ⅲ・Ⅳ
ユーラシア文化史研究演習Ⅲ・Ⅳ
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
狩野文庫の特徴―収集目録群に着眼して［東北大学東北アジア研究センター創設 20周年記念国際シ
ンポジウム］（2015年 12月 5日，日本国，仙台市）口頭（一般）
その他研究活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
・前田家漢学・漢籍及び藩学校の資料調査と研究　1982年～現在
・東アジア絵画の研究　1996年～現在
・東アジア出版文化の調査研究　1999年～現在
・東アジア出版文化研究資料画像データベース（研究用データベースの構築）　2013年～現在
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
基盤研究（C）　2013年 4月～現在
［明清教派系宝巻盛衰の研究―武神と母神信仰をめぐって―］
その他の競争的資金獲得実績（2015年 4月～ 2016年 3月）
東北アジア研究センター・プロジェクト研究部門・研究ユニット　2013年 4月～ 2016年 3月
［出版文化資料データベース研究ユニット］
東北アジア研究センター・共同研究　2013年 4月～ 2016年 3月
［典籍文化遺産の研究］
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著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）広島市立中央図書館蔵浅野文庫漢籍図録．［東北アジア研究センター叢書第 56号，東北アジア研
究センター，（2015）11月］磯部彰（編著）
2）ナオ・デ・ラ・チーナ 第 12号（最終号）．［東北大学東北アジア研究センター　磯部彰，（2016）3
月］磯部彰（編著）
総説・解説記事（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）書評　村上正和『清代中国における演劇と社会』．［歴史学研究会『歴史学研究』第 942号，（2016）
3月，52-56］磯部彰
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
平成 27年度は日本中世から近世にかけての典籍文化と社会関係について検証する中で、重点的に
鎌倉幕府の御家人長井氏一門による大江家の学統継承、豊臣政権五大老家と漢籍・朝鮮本の蒐集によ
る家門形成などを取り上げた。長井氏と典籍文化との関係、社会的展開については、その領地であっ
た置賜地方の長井市（旧長井荘）で “ふるさと講座 ” と銘を打った講演会を開催しつつ、大江家の家
学が京都から鎌倉、鎌倉から長井荘に伝承された可能性を示す一方、国宝の『史記』旧鈔本の流伝と
の関連性があり得ることを発見した。
一方、五大老家の内、徳川家及び上杉家が蒐集した宋版本は、金沢文庫由来のものではあるが、そ
の入手方法は、従来の通説とは異なり、豊臣政権における文治体制に向かう中での文化的、政治的位
相を下敷にして入手したのではないかとの仮説を立てるに到った。これらの成果は、平成 28年度以
降に学界で公表する予定である。
また、明代出版文化研究を推進する中で、従来萬暦元年刊本とされる認識が、史料学的に誤りであ
る点を実証し、東北アジア研究センターの研究成果公開で発表した。この成果は 28年度に学界誌に
投稿する予定である。
この他、データベースに東アジア典籍文化に係わる資料を追加して充実を図る一方、ニューズレター
『ナオ・デ・ラ・チーナ』第 12号を出版し、これまで行なって来たセンターでの研究活動の総括をし、
印刷物の形で社会公表をした。
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瀬川　昌久　　SEGAWA Masahisa　　教授
生年月日 ／ 1957年 09月 10日
東北アジア研究センター基礎研究部門中国研究分野
出身学校
東京大学・教養学部・教養学科・文化人類学　1981年卒業
出身大学院
東京大学・社会学研究科・文化人類学修士課程　1983年修了
東京大学・社会学研究科・文化人類学博士課程　1986年中退
取得学位
教養学士東京大学　1981年
社会学修士東京大学　1983年
学術博士東京大学　1989年
略歴
1986年～ 1989年 国立民族学博物館助手
1989年～ 1993年 東北大学教養部助教授
1993年～ 1996年 東北大学文学部助教授
1993年～ 1996年 東北大学大学院国際文化研究科助教授
1996年～現在 東北大学東北アジア研究センター教授
1996年～ 2003年 東北大学大学院国際文化研究科教授
2003年～現在 東北大学大学院環境科学研究科教授
2007年～ 2009年 東北大学東北アジア研究センター長
研究経歴
1983年以来、香港、中国広東省、福建省、海南省を中心としたフィールドワーク調査を行い、文化人
類学的な中国社会研究に関する多数の学術論文・著書を発表してきた。現在は、東北アジア研究セン
タープロジェクト研究部門「現代中国社会の変容に関する文化人類学研究ユニット」を代表者として
立ち上げ、共同研究等を実施している。
所属学会
日本文化人類学会（日本民族学会より 2004年 4月に名称変更）
学会活動
日本文化人類学会（日本民族学会より 2004年 4月に名称変更）評議員（1994～現在）
日本文化人類学会（日本民族学会より 2004年４月に名称変更）理事（1994～現在）
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専門分野
文化人類学
研究課題
・宗族組織の人類学的研究
・華南漢族のエスニシティー
・中国の「民族」の文化人類学的研究
研究キーワード
親族、エスニシティー、華南、地方文化
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（大学院教育）
環境社会人類学セミナー　2015年～現在
東北アジア歴史人類学　2015年～ 2016年
文化環境学コースセミナー　2015年～ 2016年
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
基盤研究（C）　2012年 4月～ 2016年 3月
［現代中国社会の変容とその研究視座の変遷―宗族を通した検証］
著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）東アジアの世界遺産と文化資源（執筆担当部分）全体の編集、趣旨説明（6～ 7頁）、後書き（123
～ 124頁）．［東北大学東北アジア研究センター報告 19，（2015）12月］
瀬川昌久
2）〈宗族〉と中国社会―その変貌と人類学的研究の現在（執筆担当部分）全体の編集、序（1～ 7頁）、
第 1章（15～ 61頁）、後書き（295～ 300頁）．［風響社，（2016）3月］
瀬川昌久、川口幸大
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）現代中国における文化資源としての族譜とその活用．［民族文化資源とポリティクス―中国南部地
域の分析から（塚田誠之編、風響社），（2016），403-430］（査読有）
瀬川昌久
2）第 35章客家人と潮州人―中国系香港人のサブエスニシティー．［香港を知るための 60章，（2016），
211-215］（査読無）
瀬川昌久
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
本年度の最大の成果は、編著書『〈宗族〉と中国社会――その変貌と人類学的研究の現在』［風響社，
2016年 3月］を刊行したことである。同書は、東北アジア研究センタープロジェクト研究部門「現代
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中国社会の変容に関する文化人類学研究ユニット」のもとで実施した共同研究「現代中国社会の変容
とその研究視座の変遷――「宗族」を通した検証」の最終成果である。中国の父系親族組織である「宗
族」をテーマとし、それが中国の改革開放政策、経済発展等によってどのような変容を経験している
のかを跡づけるとともに、研究する側の視点、すなわち文化人類学的にこの「宗族」を研究しようと
してきた研究者の視点が、近 30年間の研究者内部の意識的・無意識的なパラダイムシフトにともなっ
て、どのように変遷してきたかを問うことを目的としている。
20世紀半ばの社会主義的改革の中で、宗族は古い中国社会制度の弊害や病理を象徴する存在のよう
にみなされ、しばしば批判・弾圧の対象とされた。その結果、1960年代から 70年代にかけて、それ
は中国社会研究者にとって依然として主要なトピックでありながら、もはや同時代的には中国本土か
ら姿を消すという状況が現出した。当時、宗族研究のフィールド調査地としての役割を担ったのは、
政治的に本土とは隔離された漢族社会としての香港と台湾であった。古典的意味での親族研究の一環
として宗族研究が一世を風靡したのはまさにこの時期である。しかし、その後の「改革開放」政策と
経済発展を経た現在、我々は中国本土東南沿海部を中心に宗族の華々しい復活・再生を目にしている。
そしてそれについて、新たな視点から学術的に意義付け、理解することが求められている。今日の中
国に関しては、とりわけ経済次元を中心として、急激な社会変化にともなう新奇な事象ばかりが注目
される傾向にあるが、そうした時事的な事象を一歩離れ、より持続的な局面においてその文化・社会
を研究しようとする視座もまた重要であり、それを堅持することは文化人類学的な中国社会研究の使
命である。
宗族は、中国古代に形作られた宗法に立脚し、少なくとも宋代以来の組織的連続性が認められると
いう点において、きわめて持続的な文化要素であると同時に、現代の宗族再生現象の中では、現代社
会の文脈に基づいた新たな意味付けや動機付けが顕著に認められる。すなわち、宗族の再生現象は中
国社会の根強い文化的な持続性の証例であると同時に、人々が歴史的な正統性を主張し他者との差異
化を図るためのツールとして、宗族が現代社会の中で重要な価値を帯びるに至っていることが明らか
となる。それは、従来の社会科学が親族関係というものをもっぱら私的領域・「親密圏」に局限され
る性格のものとしてのみ理解しようとしてきたことに対する重要な反証をなすものであり、親族関係
の文化的象徴性、公的領域への「浸潤性」についての新たな洞察を導くものである。
本書では、このように中国の歴史に内在した持続的な文化要素である宗族について、現代的な社会
状況の中での変化と、それを研究し続けることの意義について深い検証を行い、研究者間での新たな
共通認識を確立することに成功した。それは 1980年代以来中国社会研究に取り組んできた熟年研究
者と、2000年紀になってからフィールドワークを開始した若手研究者たちとのコラボによる共同研究
成果であり、文化人類学における古典的テーマである親族研究の現代的意義を再確認するとともに、
現代中国社会の理解にとってそれが不可欠の要素であることを示したという点で、文化人類学的中国
社会研究のさらなる展開を目指すための重要な基礎を築くことができた。なお、目次は以下の通り。
序（瀬川昌久）
宗族研究史展望（瀬川昌久）
「中国人研究者」の中国社会文化研究における宗族（聶莉莉）
宗族制度と宗族組織──湖北省の事例（秦兆雄）
社会的住所としての宗族（小林宏至）──福建省客家社会における人物呼称の事例から
現代中国に息づく親族組織──水上居民の祖先祭祀からの分析（長沼さやか）
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現代中国の「漁民」と宗族──広東省東部汕尾の事例から（稲澤　努）
現代中国における移民と宗族──福建省福州市の事例から（兼城糸絵）
宗族の形成、変遷そして現在──広東省珠江デルタの一宗族の事例から（川口幸大）
あとがき（瀬川昌久）
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明日香　壽川　　ASUKA Jusen 教授
生年月日 ／ 1959年 10月 26日
東北アジア研究センター基礎研究部門中国研究分野
出身学校
東京大学・農学部・農芸化学　1984年その他
出身大学院
東京大学・工学系研究科・先端学際工学博士課程　1996年単位取得満期退学
取得学位
農学修士東京大学　1986年
経営学修士欧州経営大学院　1990年
学術博士東京大学　2000年
略歴
1987年～ 1988年 スイス実験外科医学研究所　研究員
1990年～ 1992年  ファルマシア・バイオシステムズ㈱日本支社　企画管理部経営企画課プロジェク
トマネージャー
1996年～ 1997年 電力中央研究所 経済社会研究所　研究員
1997年～ 2004年 東北大学東北アジア研究センター　助教授
2000年～ 2004年 東北大学文学研究科　助教授
2002年～ 2003年 京都大学経済研究所　客員助教授
2003年～ 2004年 東北大学環境科学研究科　助教授
2004年～現在 東北大学東北アジア研究センター　教授
2004年～現在 東北大学文学研究科　教授
2004年～現在 東北大学環境科学研究科　教授
2011年～ 2013年 （財）地球環境戦略研究機関　気候変動グループ　ディレクター
所属学会
環境経済・政策学会，環境社会学会，国際アジア共同体学会，計画行政学会，国際開発学会，アジア
政経学会
学会活動
環境経済・政策学会　理事　2005年～ 2013年，2016～現在
中国環境問題研究会　共同代表　2006年～現在
国際アジア共同体学会　理事　2010年～現在
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専門分野
環境エネルギー安全保障，環境エネルギー政策，アジアの環境問題
研究課題
・アジアの環境問題に関する研究
・環境安全保障システムの構築に関する研究
・地球温暖化政策の政治経済学的分析
研究キーワード
国際エネルギー環境協力、地球温暖化問題、温暖化対策の国際枠組み、排出量取引、炭素税、クリー
ン開発メカニズム、環境 ODA、炭素制約下における企業の国際競争力、環境金融、中国の環境エネ
ルギー問題、越境大気汚染
報道（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 原発再稼働へ圧力　エネ計画受け財界「第合唱」（赤旗 2014.04.18）
・ 日本有望在 2030年大幅削減温室気体排放（人民网日本 2015.03.24）
計画の石炭火力、運転なら温室ガス排出 5～ 6%　日本は温暖化対策放棄になる（朝日新聞
2015.03.28）
・ 気候変動問題と日本　原発は温暖化対策にならない　低リスク低コストは再生エネ（赤旗　
2014.05.26）
・ 再生エネ積極導入温室ガスの排出 40～ 60％削減も（河北新報 2015.03.24）
・ 再エネは国全体の利益（赤旗 2015.05.02）
・ ニュースを解く :地球温暖化対策　低い目標　産業界が圧力（赤旗 2015.05.12）
・ 再生エネは高いか？導入進むほど電力値下がり（赤旗 2015.06.11）
・ 争論　温室ガス 26%削減　より高い目標設定を（岐阜新聞 2015.06.29）
・ 争論　温室効果ガス「26%削減」の評価は目標値低く経済発展せず（山陰中央新報 2015.07.05）
・ 争論　26%削減目標は　低い数値、世界が批判（秋田さきがけ 2015.06.30）
・ 温室効果ガス 26%削減目標　数値低く各国から批判（佐賀新聞 2015.07.07）
・ 争論　温室ガス日本の 26%削減目標は　低い省・再生エネ推進を（高知新聞 2015.06.30）
・ 交論　温室効果ガスの削減目標　低い数値　経済発展も妨げ（中国新聞 2015.07.12）
・ 温暖化対策は前向き国際枠組み合意に弾み（毎日新聞 2015.09.27）
・ China looks to play the climate champion（NIKKEI ASIAN REVIEW 2015.10.29）
・ 温暖化対策　アジア地域における地球温暖化対策支援の主な事例（日本経済新聞 2015.09.23）
・ 書評：クライメイト・ジャスティス　日本評論社（毎日新聞 2015.11.01）
・ 書評：気候変動交渉を本に　クライメイト・ジャスティス　日本評論社（読売新聞 2015.11.02）
・ 書評：クライメイト・ジャスティス　日本評論社（公明新聞 2015.11.02）
・ COP21に向けて（上）「実効性、支援など焦点」（エネルギーと環境 2015.11.01）
・ 書評：排出削減の「公平性」どう図るか　クライメイト・ジャスティス日本評論社（赤旗
2015.12.06）
・ 再生エネ・省エネ制度、普及促す（朝日新聞 2015.12.05）
－ 223－
中国研究分野
・ 温暖化対策と正義・公平～ COP21を終えて（日本再生 2016.02.01）
・ パリ協定　私はこう見る 投資中止運動広がりも（毎日新聞 2015.12.3）
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
Climate Policy 学術誌査読　2000年 01月～現在
エネルギー資源学会誌学術誌査読　2000年 01月～現在
Environmental Economics and Policy Studies 学術誌査読　2003年 01月～現在
行政機関・企業・NPO等参加（2015年 4月～ 2016年 3月）
・環境省（国）　中央環境審議会地球環境部会専門委員　2004年 4月～現在
・（社）海外環境協力センター（その他）　理事　2007年 4月～現在
・地球環境センター（国）　JCM支援委員会　委員　2012年 4月～現在
学位授与数（2015年 4月～ 2016年 3月）
修士 1人
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
科学技術とエネルギー（学部）
地球温暖化論（大学院）
環境科学政策論（大学院）
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ Japan’s energy policy and international cooperation [International Workshop on FTA and 
Integrated Cooperation of Environmental and Economy in Northeast Asia]
　（2015年 9月 12日～ 2015年 9月 12日，韓国）口頭（招待）
・ 日本のエネルギー・温暖化政策，東アジア気候変動ワークショップ（2015年 9月 21日～ 2015年 9
月 22日，中国天津）口頭（招待）
・ International Workshop on FTA and Integrated Cooperation of Environment and Economy in 
Northeast Asia（2015年 9月 2日、韓国ソウル）口頭（招待）
・ New Energy Policy Trends and Japanese Experience , Environment Policy Training Program 
for Prospective Government　Offi cials　of Industrializing Countries in Asia, ADBI, Korea（2016
年 3月 30日、韓国ソウル）口頭（招待）
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 各国の約束草案の現状［JAPAN-CLP：日本の約束草案に関する勉強会］（2015年 4月 16日～ 2015
年 4月 16日，東京）口頭（招待）
・ 平成 27年度埼玉県環境科学国際センター講演会（2016年 1月 21日、埼玉）口頭（招待）
・ パリ COP21以降の世界と日本の温暖化対策　岩手県地球温暖化防止活動推進センター市民公開講
座（2016年 2月 7日、盛岡）口頭（招待）
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著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）クライメート　ジャスティス：温暖化対策と国際交渉の政治　経済　哲学．［日本評論社，（2015）
9月］
明日香壽川
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）COP21に向けての日本の課題：やさしさではなく．［地球温暖化防止全国ネット　全国ネット通信，
（2015）］
明日香壽川　査読なし
2）2015年パリ合意の行方：公平で野心的な温暖化対策数値目標の策定 評価に関する議論の全体像お
よび今後の展開．［東アジアにおける大気環境管理スキームの構築研究ユニットWorking paper,
(2015-1), (2015)］　査読なし
明日香壽川
3）Comparative assessment of Japan‘s long-term carbon budget under different effort-sharing 
principles. [Climate Policy, (2015), 1-19]
Kuramochi Takeshi, Asuka Jusen, Fekete Hanna, Tamura Kentaro, Höhne Niklas　査読あり
4）気候感度および気温上昇停滞（ハイエタス）に関する最新の科学的知見．［東北大学東アジアにお
ける大気環境管理スキームの構築研究ユニットWorking paper 2015-2, (2015)］
明日香壽川　査読なし
5）日本政府約束草案の公平性　野心度に対する複数の評価に関して．［東北大学東アジアにおける大
気環境管理スキームの構築研究ユニットWorking paper 2015-3, (2015)］　査読なし
明日香壽川
6）原発なしの温暖化対策こそ平和と民主主義と経済発展を取り戻す．［世界，（12月号），（2015）］　
査読なし
明日香壽川
7）COP21：終わりと始まり．［世界，（2月），（2016）］　査読なし
明日香壽川
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
2015年度は、2015年 12月にパリで国連気候変動枠組会議があり、気候変動問題の影響や対策に関
する様々な活動が世界中で行われ、メディア報道も多かった。明日香は、パリ会議のオブザーバーと
して参加して、会議の様子や最終合意内容などを新聞や雑誌などで公表した。また、2015年度は中国
での石炭消費量の減少傾向が明らかになり、これに関しても英語論文を書いたり、新聞などに寄稿し
たりした。
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上野　稔弘　　UENO Toshihiro　　准教授
生年月日／ 1965年 9月 11日
東北アジア研究センター基礎研究部門中国研究分野
出身学校
筑波大学・比較文化学類・比較・地域文化学　1988年卒業
出身大学院
筑波大学・歴史・人類学研究科・東洋史博士課程　1997年単位取得満期退学
取得学位
文学士筑波大学　1988年
文学修士筑波大学　1990年
略歴
1997年～ 1998年 千葉大学非常勤講師
1997年～ 2001年 文部省（文部科学省）初等中等教育局　教科書調査官心得
1998年～ 2001年 東京女学館短期大学非常勤講師
2001年～ 2007年 東北大学東北アジア研究センター　助教授
2007年～現在 東北大学東北アジア研究センター　准教授（職階名変更による）
研究経歴
2014年 9月～　国立民族学博物館共同研究員
所属学会
日本現代中国学会、歴史人類学会、アジア政経学会、社会文化史学会、東アジア地域研究学会
学会活動
地域研究コンソーシアム運営委員会　運営委員（研究企画部会）　2010年～現在
専門分野
中国現代史、地域研究、文化人類学（含民族学・民俗学）
研究課題
・中国現代史における民族問題
・公文書活用による中国民族問題研究
研究キーワード
中国、民族、民族問題、少数民族、民族政策、民族関係、民族史
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学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
外国語委員会中国語・朝鮮語部会委員　2001年 4月～現在
外国語委員会学習環境専門部会委員　2001年 4月～現在
外国語委員会中国語・朝鮮語部会長　2006年 4月～現在
片平まつり 2015 実行委員会委員　2015年 4月～ 2015年 10月
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（全学教育）
基礎中国語Ⅰ　2002年～現在
基礎中国語Ⅱ　2002年～現在
展開中国語Ⅰ　2003年～現在
展開中国語Ⅱ　2003年～現在
（大学院教育）
地域環境・社会システム学セミナー　2003年～現在
東北アジア比較社会組織論　2004年～現在
東北アジア社会人類学　2015年～ 2015年
地域環境学特論　2015年～ 2015年
その他研究活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
・台湾における民国期民族政策文献の検索・収集（フィールドワーク）　2003年～現在
・ 米国研究機関等所蔵の中国民国期民族政策文献の検索・収集（フィールドワーク）　2008年～現在
・英国諸機関所蔵の中国辺疆民族問題関係資料の検索収集（フィールドワーク）　2010年～現在
著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）初級中国語テキスト　改訂版　黄炎の留学生活．［白帝社，（2016）3月］
上野稔弘、田中理恵、鄭英
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）英国立公文書館所蔵の中国新疆関係文書について̶1930s　40年代を中心に̶．［東北アジア研究，
（20），（2016），105-131］（査読無し）
上野稔弘
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
2015年度は科研費が採択されず、研究活動への資金的制約を受けつつも、ここ数年来の継続課題で
ある、海外における中国辺疆民族問題に関する一次史料の検索 ･収集、および収集した史料データの
整理 ･分析を精力的に進めた。9月には英国立公文書と大英図書館を訪問し、英国立公文書館では
1920年代中期から 1930年代中期にかけての中国新疆に関する文書類を検索し、デジタルカメラによ
る撮影を行った。この時期の公文書は詳細な目録が存在せず、従来検索が困難であったが、これまで
に収集済の 1930年代後期以降の文書ファイルから遡及的に検索を行い、新疆南部で起きたムスリム
叛乱に関する文書群の所在を確認できた。特に騒乱の中心地であるカシュガルにあった英国総領事館
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からの報告書類は、中国語史料にない現地の生々しい状況を伝える重要なものであることがわかった。
また大英図書館では今年からデジタルカメラによる資料撮影が許可されたことから、同図書館アジア
アフリカ閲覧室所蔵の旧インド省文書の新疆関連文書の閲覧・撮影も進めた。文書の閲覧 ･収集は継
続中であるが、英国立公文書館所蔵の新疆関連文書については 1920年代中期から 1940年代にかけて
の文書群の所在状況をある程度把握できるようになった。これを受けて英国立公文書館所蔵の新疆関
連文書の概要について、大英図書館所蔵文書との比較をも交えた研究動向報告を『東北アジア研究』
に投稿 ･掲載した。台湾へは 5月と 12月の 2回にわたり文献調査を行い、5月調査では中央研究院近
代史研究所䈕案館を訪問して国民党政権で民族政策のブレーンとなっていた朱家妈の個人資料の新疆
関連部分を閲覧・複写したほか、その他の訪問機関においても 1940年代の新疆関連文件、当時刊行
された新疆事情関連の出版物および新疆関係者による回顧録を閲覧・複写した。また 12月調査では
國史館所蔵の蒋介石個人文書に収録された 1930年代の新疆問題に関する資料、特に蒋介石の秘書を
務め、当時駐ソ連大使館附武官であった鄧文儀による新疆調査報告を閲覧・書写した。当該資料は新
疆の混乱状態をソ連の支援により収集させた盛世才の政権初期の状況を政治 ･経済 ･軍事 ･外交など
の方面から調査 ･分析を行った大部の資料である。國史館所蔵の南京国民政府䈕案が昨年度よりWeb
での閲覧が可能となっているが、その他の公文書史料は依然として現地での閲覧・書写が必要であり、
史料調査の効率性向上に努めた。国内においても東京大学附属図書館や防衛省防衛研究所、東洋文庫
等で民国期中国の辺疆民族問題に関連する史料を閲覧し、複写ないし書写を進めた。近年の民国期公
文書資料の公開拡大により、史料収集の作業および収集した資料の整理・分析に時間を要しているが、
早期の成果公表に向けて作業を進めている。
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石井　敦　　ISHII Atsushi　　准教授
生年月日 ／ 1974年 09月 25日
東北アジア研究センター基礎研究部門日本・朝鮮半島研究分野
出身学校
東京工業大学・工学部・機械科学科　1997年卒業
出身大学院
筑波大学・社会工学研究科・都市・環境システム専攻博士課程　2001年中退
取得学位
経済学修士（経済学）筑波大学　1999年
略歴
2001年～ 2004年 独立行政法人国立環境研究所　アシスタントフェロー
2004年～現在 東北大学東北アジア研究センター　准教授
研究経歴
1997年～現在 地球温暖化対策のための国際交渉についての研究に従事
1997年～ 2001年 温室効果ガス削減のための国際協力プロジェクトについての研究に従事
2000年～現在 国際環境レジームの科学アセスメントについての研究に従事
2003年～現在 捕鯨の国際管理の問題に関する研究に従事
2004年～現在 炭素隔離技術に関する政策研究に従事
2005年～現在 地球温暖化に関連する政策的相互連関に関する研究に従事
2008年～現在 地球温暖化の科学に関するマスメディアの研究に従事
2011年～現在 国際漁業資源ガバナンスについての研究に従事
2013年～現在 東アジアの越境大気汚染についての研究に従事
2015年～現在 ジオエンジニアリングについての研究に従事
所属学会
環境経済・政策学会，国際関係論学会，日本国際政治学会，環境科学会，科学社会学会
学会活動
環境経済・政策学会　理事　2012年～現在
専門分野
政治学、科学社会学・科学技術史、環境影響評価・環境政策、国際関係論
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研究課題
・国際環境レジームの科学アセスメントに関する研究
・日本の捕鯨外交と国際捕鯨管理の問題に関する研究
・炭素隔離技術に関する技術アセスメントと関連政策に関する研究
・ フューチャーアースに関連したトランスディシプリナリティ（超分野的研究）に基づいた研究に従事
・マグロの国際政治学に関する研究に従事
・東アジアの越境大気汚染問題を対象とした外交に関する研究に従事
研究キーワード
国際環境問題、科学アセスメント、科学技術社会学、外交科学、炭素隔離技術、国際漁業資源ガバナ
ンス、トランスディシプリナリティ、ジオエンジニアリング
報道（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ Japan’s whaling science under the microscope（出演　執筆　その他　AFP（Agence France-Presse））
2015年 5月
・ 立ち止まる調査捕鯨（出演　執筆　テレビ　NHK山口放送局）　2015年 5月
・ Japanese whaling: why the hunts go on（出演　執筆　その他　BBC）　2016年 3月
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
東北アジア研究センター編集出版委員会　2004年 10月～現在
東北大学東北アジア研究センター　ハラスメント等相談員　2005年 4月～現在
北東アジア研究交流ネットワーク委員会　2006年 4月～現在
研究推進委員会　2014年 4月～現在
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（大学院教育）
地域環境　社会システム学修士セミナー　2005年～現在
地域環境　社会システム学修士研修　2005年～現在
地域環境　社会システム学博士セミナー　2006年～現在
地域環境学特論　2015年～ 2015年
文化環境学概論　2015年～ 2016年
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ Transdisciplinarily-derived 40 research questions for socially relevant climate engineering 
research [First Meeting of Working Group on International Governance of Climate Engineering]
（2016年 3月 6日～ 2016年 3月 7日，ワシントン DC）口頭（招待）
・ Interactions between Domestic Politics and International Negotiations in International 
Fisheries Governance: A Framework for Further Research [International Studies Association’s 
57th Annual Convention]（2016年 3月 16日～ 2016年 3月 19日，アトランタ，ジョージア州）口
頭（一般）
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国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 国際法学と国際政治学との対話の契機としての捕鯨裁判：既存研究のレビューを題材に［第 19回　
環境法政策学会］（2015年 6月 13日～ 2015年 6月 13日，草加市）シンポジウム　ワークショップ　
パネル（指名）
・ 東アジアにおける越境大気汚染物質と外交の考え方―PM2.5問題を軸に［第19回　環境法政策学会］
（2015年 6月 13日～ 2015年 6月 13日，草加市）シンポジウム　ワークショップ パネル（指名）
・ ICJ捕鯨裁判：訴訟の経緯とその含意［環境経済　政策学会 2015年大会］（2015年 9月 18日～
2015年 9月 20日，京都）口頭（一般）
・ 日本の越境大気汚染外交と科学文献レビューとインタビューによる実証を中心として［環境経済　
政策学会 2015年大会］（2015年 9月 18日～ 2015年 9月 20日，京都）口頭（一般）
・ 気候工学：研究の国際動向とステークホルダーとの協働による日本の研究アジェンダ創出の試み［研
究技術計画学会］
（2015年 10月 10日～ 2015年 10月 11日，東京）口頭（一般）
国内会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
環境経済・政策学会 2015年大会
（2015年 9月 18日～ 2015年 9月 20日，京都）［運営］「環境ガバナンス」セッション座長
その他研究活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 政策提言「東アジアにおける越境大気汚染と外交の考え方――PM2.5問題を軸に」発表（その他）　
2015年～ 2015年
・ インド洋まぐろ類委員会（フィールドワーク）　2015年～ 2015年
・ 中部太平洋まぐろ類委員会　北小委員会（フィールドワーク）　2015年～ 2015年
・ 第 24回大西洋まぐろ類保存国際委員会（フィールドワーク）　2015年～ 2015年
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
基盤研究（A）　2011年 4月～ 2016年 3月
［レジームコンプレックスとしての国際漁業資源管理：意思決定要因と有効性分析］
基盤研究（C）　2013年 4月～ 2016年 3月
［炭素隔離技術のデモンストレーションプロジェクト：マスメディアと意思決定要因分析］
その他の競争的資金獲得実績（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ フューチャー　アース構想の推進事業「フューチャー　アース：課題解決に向けたトランスディシ
プリナリー研究の可能性調査」2015年 2月～ 2015年 7月［気候工学（ジオエンジニアリング）の
ガバナンス構築に向けた総合研究の可能性調査］
・ フューチャー　アース構想の推進事業「フューチャー　アース：課題解決に向けたトランスディシ
プリナリー研究の可能性調査」2015年 10月～ 2016年 3月［気候工学（ジオエンジニアリング）の
ガバナンス構築に向けた総合研究の可能性調査］
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著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）農林水産の経済学（執筆担当部分）第 3章　マグロの国際政治学．［中央経済社，（2015）］
石井敦
2）クジラコンプレックス：捕鯨裁判の勝者はだれか．［東京書籍，（2015）10月］
石井敦，真田康弘
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）北東アジアにおける環境協力のための科学――PM2.5問題を題材に．［ユーラシア研究，（53），
（2016），39-44］（査読無）
石井敦
総説・解説記事（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）捕鯨判決と新調査捕鯨計画をめぐる攻防．［岩波書店科学，85（9），（2015），815-817］（査読無）
真田康弘，石井敦
2）捕鯨裁判は日本に何を突きつけたのか．［岩波書店世界，（879），（2016），152-158］（査読無）
石井敦
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
2015年度は、主に学際的な研究活動に従事し、成果を上げた。まず、上記のように、フューチャー
アース構想の推進事業「気候工学（ジオエンジニアリング）のガバナンス構築に向けた総合研究の可
能性調査」と「気候工学（ジオエンジニアリング）のガバナンス構築に向けた総合研究の可能性調査」
の研究助成を研究分担者として獲得し、ステークホルダーとの協働で、重要な研究課題を創出した上
で新たな知見を共創する新たな試みに取り組んだ。前者の研究助成では、ジオエンジニアリングのス
テークホルダーが参加する協働型ワークショップを共催し、40の研究課題の抽出、その結果を、参加
全員が共著者となった査読付き論文として執筆し、その掲載許可を得ることに成功した。こうした研
究成果の査読付き論文での公表は、おそらく日本で初めての試みだと思われる。
この取り組みの学術上の意義としては、日本におけるトランスディシプリナリティ（超学際科学）
のモデルケースになり得るだけでなく、超学際科学でジオエンジニアリングのような非常に論争の的
になっている課題を扱う時の方法論を実践したことにある。
具体的には、研究課題を構想する段階からステークホルダーと協働することによって知見を共創す
る超学祭科学は、それまでの科学が社会的課題にあまり貢献できていないことに対する反省から生ま
れてきたものである。日本では科学と社会を近づける科学として近年注目されてきているものの、そ
のほとんどはステークホルダーがワークショップに参加するだけで終わっている。研究の第一歩であ
る、研究課題の構想段階からステークホルダーの参加を得て研究課題を共創し、それを共著の査読付
き論文で公表することはほとんどまったく行われていない。共著の査読付き論文での公表は、研究者
がステークホルダーに対してアカウンタビリティを担保する上でも非常に重要である。言い換えれば、
査読付き論文で公表することは、ワークショップでの研究者の「言いっ放し」を避けるために必要な
作業である。しかし、言うまでもなく、このように共創した研究課題を活かすためには、次の段階で
ある、研究課題に基づいた知識の共創が行われなければ無駄になってしまう。そのための研究助成は
2016年度に獲得を目指している。
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また、捕鯨問題を対象とした研究では、欧米からの取材依頼がコンスタントにあり、また、上梓し
た『クジラコンプレックス：捕鯨裁判の勝者は誰か』（東京書籍、2015年）は、Amazon.comにおいて、
瞬間的にではあるが 2015年 10月 24日に、環境・エコロジー部門で売り上げ第１位を記録した。また、
同書について、吉岡忍氏による好意的な書評が「沖縄タイムズ」（2015年 12月 5日）に掲載された。
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千葉　聡　　CHIBA Satoshi　　教授
生年月／ 1960年 9月 24日
東北アジア研究センター基礎研究部門地域生態系研究分野
出身学校
東京大学・理学部・地学科　1986年卒業
出身大学院
東京大学・理学研究科・地質学博士課程　1991年その他
略歴
1991年～ 1999年 静岡大学理学部
1999年～ 2013年 東北大学大学院生命科学研究科
2013年～現在 東北アジア研究センター　教授
研究経歴
1985年～ 2014年 島嶼陸産貝類の進化生物学的研究
1990年～ 2013年 種多様性の長期的変動に関する理論的研究
1991年～ 2014年 軟体動物の遺伝学的、生態学的研究
2000年～ 2014年 東北アジア地域の生物進化史・生物地理研究
2006年～ 2014年 生物多様性保全手法の開発に関わる研究
所属学会
日本生態学会，日本古生物学会，個体群生態学会，Society for the study of evolution, American
Society of Nauralist, 日本進化学会
学会活動
日本生態学会東北地区会地区委員
Population Ecology（個体群生態学会）編集委員
Paleontological Research（日本古生物学会）編集委員
専門分野
進化生態学、集団遺伝学、古生物学
研究課題
・東北アジア地域の生物進化史・生物地理学
・生物多様性保全手法の開発
・貝類をモデルとした進化研究
・種多様性の時空間パターンの形成機構
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・島の生物群集の進化と保全に関する研究
・外来種の侵入と定着機構の解明
・ホストーパラサイト系の動態
・人間活動が生物多様性に及ぼす効果
研究キーワード
進化、多様性、種分化、軟体動物、外来種、保全
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
宮城一高理数系講演会（小中高との連携）　2015年 12月
行政機関・企業・NPO等参加（2015年 4月～ 2016年 3月）
環境省（国）　小笠原世界遺産候補地科学委員会　委員　2006年 11月～現在
（国）プラナリア対策　陸産貝類保全検討会委員　2009年 4月～現在
（国）小笠原諸島ネズミ類対策検討会委員　2009年 4月～現在
（国）小笠原諸島修復事業検討委員会委員　2010年 4月～現在
（地方公共団体）父島ノヤギ排除検討委員会委員　2010年 4月～現在
（国）小笠原諸島森林生態系保護地域保全管理委員会アドバイザ　2011年 4月～現在
（地方公共団体）父島外来植物対策委員会委員　2012年 4月～現在
（国）小笠原諸島科学委員会委員　2013年 4月～現在
（国）小笠原諸島生態系保全アクションプラン改定WG委員　2013年 4月～現在
（国）新たな外来種の侵入　拡散防止WG委員　2013年 4月～現在
（国）グリーンアノール対策WG委員　2013年 4月～現在
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
・生命科学研究科入試委員会委員　2013年 4月～現在
・入試委員会委員　2014年 4月～現在
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（全学教育）
生命科学 C　2003年～現在
自然科学総合実験　2005年～現在
（学部教育）
群集生態学　2001年～現在
動物生態学実習　2001年～現在
生物学演習　2010年～現在
短期留学生受入プログラム講義　2010年～現在
（大学院教育）
保全生物学特論　2013年～現在
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国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
The VI-th Vereshchagin Baikal Conference
（2015年 9月 7日～ 2015年 9月 12日，ロシア）口頭（一般）
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
日本生態学会
（2016年 3月 21日～ 2016年 3月 24日）その他
国際会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
東北アジア研究センター 20周年記念シンポジウム
（2015年 12月 10日～ 2015年 12月 10日）［運営］
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
基盤研究（B）　2015年 4月～ 2017年 3月
［化石記録から種分化プロセスに迫る：孤島の陸貝化石に見る多様性進化］
その他の競争的資金獲得実績（2015年 4月～ 2016年 3月）
・地球環境研究総合推進費　2005年 6月～現在
［脆弱な海洋島をモデルとした外来種の生物多様性への影響とその緩和に関する研究］
・環境研究総合推進費　2014年 4月～ 2017年 3月
［小笠原諸島の自然再生における絶滅危惧種の域内域外統合的保全手法の開発（（4）絶滅危惧陸産
貝類の域内　域外保全および再導入手法の開発］
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）The direct cost of traumatic secretion transfer in hermaphroditic land snails: individuals 
stabbed with a love dart decrease lifetime fecundity. [Proceedings of the Royal Society of 
London B, 282, (2015)]
Kimura, K., & Chiba, S.（査読有）
2）Evidence of introgressive hybridization between the morphologically divergent land snails 
Ainohelix and Ezohelix. [Biological Journal of the Linnean Society, 115, (2015), 77-95]
Morii, Y., Yokoyama, J., Kawata, M., Davison, A., Chiba, S.（査読有）
3）Phytophagous insects on native and non-native host plants: combining the community and 
biogeographical approach. [PLoS One, (2015)]
Meijer, K., Zemel, H., Chiba, S., Smit, C., Beukeboom, L.W., Schilthuizen, M.（査読有）
4）Effect of injection of love-dart mucus on physical vigor in land snails: can remating suppression 
be explained by physical damage?. [Ethology Ecology & Evolution, (2015)]
Kimura, K., Shibuya, K., Chiba, S.（査読有）
5）A new species in the genus Aegista from Chugoku district, Japan (Gastropoda: Heterobranchia:
Stylommatophora: Camaenidae).. [Molluscan Research, 35, (2015), 128-138]
Hirano, T., Kameda, Y., Chiba, S.（査読有）
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6）The phylogeny of freshwater viviparid snails in Japan. [Journal of Molluscan Studies, 81, 
(2015), 435-441]
Hirano, T., Saito, T., Chiba, S.（査読有）
7）Formin is associated with left-right asymmetry in the pond snail and the frog. [Current 
Biology, (2016)]　 Davison A., McDowell G.S., Holden J.M., Johnson H.F., Koutsovoulos G.D., 
Liu M.M., Hulpiau P., Van Roy F., Wade C.M., Banerjee R., Yang F., Chiba S., Davey J.W., 
Jackson D.J., Levin M., Blaxter M.L.（査読有）
8）Effects of an invasive ant on land snails in the Ogasawara Islands. [Conservation Biology, 
(2016)]
Uchida S., Mori H., Kojima T., Hayama K., Sakairi Y., Chiba S.（査読有）
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
縄文期以降の淡水貝類群集の変化を遺跡試料の解析と DNA解析によって調べた結果、アジア大陸
との人的交流の活発化とともに日本に大陸の種が流入し、分布を東に拡大したことを示した。この知
見は、稲作の開始とともに、大陸から帰化した種が日本の在来生態系に組み込まれ、広がったことを
意味している。この成果は日本の生態系を特徴づけるとされる里山の生態系に、帰化生物が大きな役
割を果たしてきたことを示すものであり、文理融合研究によって得られた重要な成果である。
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鹿野　秀一　　SHIKANO Shuichi　　准教授
生年月日 ／ 1954年 01月 01日
東北アジア研究センター基礎研究部門地域生態系研究分野
出身学校
東北大学・理学部・生物学　1977年卒業
出身大学院
東北大学・理学研究科・生物学博士課程　1982年修了
取得学位
理学博士東北大学　1982年
略歴
1982年～ 1986年 東北大学理学部　教務系技官
1986年～ 1995年 東北大学理学部　助手
1995年～ 1997年 東北大学大学院理学研究科　助手
1997年～ 2007年 東北大学東北アジア研究センター　助教授
2007年～現在 東北大学東北アジア研究センター　准教授
所属学会
日本生態学会、日本微生物生態学会、日本陸水学会
専門分野
微生物生態、環境動態解析、分子系統解析
研究課題
・マイクロコズムにおける環境変化に対する相互作用の影響
・細菌群集の系統的多様性
・湖沼の環境と食物網
研究キーワード
群集、生態系、環境、湖沼、湿地
行政機関・企業・NPO等参加（2015年 4月～ 2016年 3月）
（地方公共団体）宮城県 伊豆沼 内沼自然再生協議会　委員　2008年 4月～現在
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
環境・安全委員会安全管理専門委員会・危険物質総合管理システム専門部会委員　2014年 4月～現在
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学位授与数（2015年 4月～ 2016年 3月）
修士 1人
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（学部教育）
生物学演習 I　2004年～現在
環境生物学　2005年～現在
動物生態学実習　2001年～ 2015年
生物学へのアプローチⅡ　2002年～ 2016年
（大学院）
生態学合同講義　2008年～ 2015年
（他大学）
山口大学（微生物生態学特論）　2015年～ 2015年
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・Trophic structure of a wetland food web integrating parasites in Western Siberia [Progress and 
Trends in Science and Technology]
　（2015年 10月 21日～ 2015年 10月 21日，ロシア，モスクワ）口頭（招待　特別）
・Field studies in the Chany Lake complex [International Conference Dedicated to the 20th 
Anniversary of CNEAS]
　（2015年 12月 5日～ 2015年 12月 6日，日本国，仙台）シンポジウム　ワークショップ　パネル（指名）
・Incorporating parasites into a lake food web [International Conference Dedicated to the 20th 
Anniversary of CNEAS]
　（2015年 12月 5日～ 2015年 12月 6日，日本国，仙台）シンポジウム　ワークショップ　パネル（指名）
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 安定同位体比を用いたコイ及びフナ属魚類の餌資源推定［平成 27年度日本水産学会秋季大会］
　（2015年 9月 22日～ 2015年 9月 25日，仙台）ポスター（一般）
・ 伊豆沼のハス群落拡大によるメタン食物連鎖への影響［日本陸水学会第 80回大会］
　（2015年 9月 26日～ 2015年 9月 29日，函館）口頭（一般）
・ ハス群落が拡大する浅い湖沼におけるブルーギルの食性［日本陸水学会第 80回大会］
　（2015年 9月 26日～ 2015年 9月 29日，函館）口頭（一般）
・ 伊豆沼におけるハス群落拡大後のメタン食物連鎖の季節変動パターン［第 10回伊豆沼　内沼研究
集会］
　（2016年 2月 20日～ 2016年 2月 20日，栗原市）口頭（一般）
・ 伊豆沼におけるはす群落がメタン酸化細菌群集に与える影響［第 10回伊豆沼　内沼研究集会］
　（2016年 2月 20日～ 2016年 2月 20日，栗原市）口頭（一般）
・ 伊豆沼　内沼のハス群落における貧酸素状態と魚類の生息状況［第 10回伊豆沼　内沼研究集会］
　（2016年 2月 20日～ 2016年 2月 20日，栗原市）口頭（一般）
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・ ハス群落内部におけるユスリカ幼虫へのメタン食物連鎖の寄与の季節変動［第 63回日本生態学会
大会］
　（2016年 3月 20日～ 2016年 3月 24日，仙台）ポスター（一般）
・ 浅い湖沼におけるハス群落拡大がメタン濃度にあたえる影響［第 63回日本生態学会大会］
　（2016年 3月 20日～ 2016年 3月 24日，仙台）ポスター（一般）
国内会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
日本生態学会第 63回大会実行委員（2016年 3月）
その他研究活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
・西シベリア塩性湖チャニー湖沼群の環境と生物群集の調査（フィールドワーク）　2001年～現在
・宮城県 伊豆沼における環境と食物網解析（フィールドワーク）　2006年～現在
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
基盤研究（C）　2013年 4月～ 2016年 3月
［浅い湖沼におけるハス群落拡大がメタン食物網へあたえる影響］
その他の競争的資金獲得実績（2015年 4月～ 2016年 3月）
二国間交流事業　共同研究　2012年 4月～ 2017年 3月
［西シベリアにおける寄生虫を組み込んだ湿地食物網の栄養構造］
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）Zoobenthos are minor dietary components of small omnivorous fi shes in a shallow eutrophic
lake. [Marine and Freshwater Research, (2015) in press, on line http://dx.doi.org/10.1071/
MF15156]
Yasuno N, Chiba Y, Fujimoto Y, Shindo K, Shimada T, Shikano S, Kikuchi E（査読有）
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
　本年度より始まった日本学術振興会・二国間交流事業（ロシアとの共同研究）「西シベリアにおけ
る寄生虫を組み込んだ湿地食物網の栄養構造」（平成 27年度～平成 28年度）の経費を用いて、西シ
ベリア ･チャニー湖湿地生態系において食物網に寄生者 ･宿主関係を組み込む共同研究のための現地
調査を行った。本年度の共同研究のメンバーは、ロシア科学アカデミーシベリア支部動物分類学生態
学研究所の Yurlova Natalya主任研究員、Yurlov Alexander主任研究員とロシア側大学院生および日
本側メンバーとして鹿野秀一ほか、滋賀県立大学浦部美佐子教授、国立環境研究所金谷弦研究員と東
北大学大学院生命科学研究科の大学院生からなる。本年度は、前回の日本学術振興会・二国間交流事
業（ロシアとの共同研究、平成 24年度～平成 25年度）の成果をさらに発展させるため、チャニー湖
の実験施設において、実験モデル生態系を作成しその中における寄生虫の感染やエサとしての捕食量
に関する解析や野外における寄生虫の現在量の推定などについて調査を行い、これまでチャニー湖湿
地生態系で研究した食物網と寄生者・宿主の関係の知見に新たなアプローチを加えた。これらの成果
の一部は、10月にモスクワ国立大学（ロシア、モスクワ市）で開催された会議 Progress and Trends 
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in Science and Technology（日本 JSPSとロシア RFBRの共同開催）において招待講演 “Trophic 
structure of a wetland food web integrating parasites in Western Siberia” で発表した。
　宮城県北部平地に位置する伊豆沼は、近年ハス群落の面積が拡大し湖面の 80％以上を占めるように
なり、夏季にはハス群落内での湖水中の溶存酸素濃度の低下を観測される。そのため、堆積物中のメ
タンが湖水中へも拡散しハス群落内では高濃度にメタンが蓄積し、これを利用するメタン酸化細菌が
湖水中においても増殖している可能性がある。そこで本年度は湖水中のメタン酸化細菌群集構造の季
節変化を詳細に解析し、環境要因との対応について検討を行った。ハス群落内外の湖水から抽出した
DNAからメタン酸化細菌に特有の遺伝子について増幅し、塩基配列の違いを反映する電気泳動法に
よって、群集構造を解析した結果、湖水中においては堆積物中と異なる種類のメタン酸化細菌が検出
され、群集組成は季節的な変化を示した。さらに、群集変化の変動幅はハス群落内の方が群落外より
も大きく、その変化はメタン濃度や水温の変化に対応していた。この研究は、科学研究費補助金・基
盤研究（C）「浅い湖沼におけるハス群落拡大がメタン食物網へあたえる影響」（平成 25年度～ 27年度）
の経費を用いて行われた。
　伊豆沼に生息する 5種類の雑食性の魚類（モツゴ、タモロコ、ゼゼラ，カネヒラ、チチブ）について、
炭素・窒素安定同位体分析を行い、これらの魚類の餌候補 3種類についてベイズ推計モデルにより寄
与率を推定した。その結果、伊豆沼の雑食性魚は多くの湖沼では重要な餌資源である底生動物をほと
んど利用しておらず、モツゴ、タモロコ、ゼゼラやチチブは動物プランクトンと付着性ソウ類を主な
餌として利用し、カネヒラは動物プランクトンのみに依存していることが分かった。底生動物を餌と
して利用していないことは、伊豆沼の雑食性魚類が小型であるため巣穴を形成する底生性ユスリカを
捕食できないためと考えられる。この成果は、Marine and Freshwater Research（2015，印刷中，
オンライン http://dx.doi.org/10.1071/MF15156）に掲載された。
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辻森　樹　　TSUJIMORI Tatsuki　　教授
生年月日／ 1972年 02月 23日
東北アジア研究センター基礎研究部門地球化学研究分野
出身学校
島根大学・理学部・地質学科　1994年卒業
出身大学院
金沢大学・大学院理学研究科地学専攻修士課程　1996年修了
金沢大学・大学院自然科学研究科物質科学専攻博士課程　1999年修了
取得学位
博士（理学）金沢大学　1999年
略歴
1999年～ 2000年　金沢大学大学院理学研究科　日本学術振興会特別研究員
2000年～ 2001年　岡山理科大学自然科学研究所　研究員（株式会社蒜山地質年代学研究所研究員）
2001年～ 2004年　岡山理科大学自然科学研究所　日本学術振興会特別研究員
2002年～ 2003年　スタンフォード大学地質学環境学科　客員研究員
2004年～ 2006年　 スタンフォード大学地質学環境学科　客員研究員／日本学術振興会海外特別研究員
2006年～ 2006年　金沢大学ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー　講師（非常勤機関研究員）
2006年～ 2008年　岡山大学地球物質科学研究センター　助手／助教（職制変更による）
2009年～ 2015年　岡山大学地球物質科学研究センター　准教授
2015年～　東北大学東北アジア研究センター　教授
研究経歴
1999年に西南日本の古生代高圧変成岩の研究で博士（理学）の学位を取得後、国内外の複数の研究
機関で研究を続け、とりわけ新原生代より新しい造山帯の沈み込み帯境界岩から、プレート沈み込み
ダイナミクスの素過程の理解と地球変動史の解読に挑戦してきた。西南日本をはじめ、極東ロシア、
中央～東南アジア、北米西岸、中米、東アフリカなどでフィールドワークを行い、特に、定常的な海
洋プレートの沈み込みに伴う低地温勾配地域に特徴的に形成される蛇紋岩メランジュの地質学・岩石
学において成果を挙げてきた。一連の成果はこれまでにアメリカ鉱物学会、アメリカ地質学会からフェ
ローの称号が贈呈されるなど、国際的な評価を得た。天然の多様性の記載の繰り返しに陥りがちな地
質学諸分野の体系化に強い関心がある。
所属学会
日本地質学会，日本鉱物科学会，日本地球惑星連合，アメリカ地質学会，アメリカ鉱物学会，アメリ
カ地球物理連合
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学会活動
日本地質学会「県の石」選定委員会　委員（2014年 12月～ 2016年 3月）
専門分野
地質学、変成岩岩石学
研究課題
・プレート収束境界の固体地球プロセスに関する総合研究
・顕生代の造山帯地質学、原生代の地球変動史研究
・東北アジアの高圧―超高圧変成帯の研究
・翡翠（ひすい輝石岩）の学際的総合研究
・変成岩研究の体系化、日本列島地質構造発達史の体系化
研究キーワード
変成岩、高圧―超高圧変成作用、高圧―超高圧交代作用、蛇紋岩メランジュ、翡翠（ひすい輝石岩）、
東北アジア地域の地質
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
蒜山地質年代学研究所創立 20周年記念講演会（講演会・セミナー）　2015年 8月
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
国際共同授業（卓越支援「変動地球惑星学」の教育向けの支援経費による）のためのペンシルヴァニ
ア州立大学訪問（2016年 3月）
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ Petrological Records of Paleoproterozoic and Neoproterozoic subduction-zone metamorphism in 
Tanzania［第 25回ゴールドシュミット会議］
　（2015年 8月 16日～ 2015年 8月 21日，チェコ，プラハ）ポスター（一般）
・ Precambrian plate-tectonic evolution: Bottom-up and top-down mantle circulation［アメリカ地
質学会 2015年会］
　（2015年 11月 1日～ 2015年 11月 4日，アメリカ合衆国，バルチモア）口頭（一般）
・ Deep upper mantle recycling of crustal materials: Evidence from UHP minerals in collisional 
orogens, ophiolites, and xenoliths［アメリカ地質学会 2015年会］
　（2015年 11月 1日～ 2015年 11月 4日，アメリカ合衆国，バルチモア）口頭（一般）
・ Multi-stage evolution of the late Jurassic English Peak pluton, Klamath Mountains, CA［アメ
リカ地質学会 2015年会］
　（2015年 11月 1日～ 2015年 11月 4日，アメリカ合衆国，バルチモア）口頭（一般）
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ The Astonishing Man [International Symposium "Metamorphic rocks and Metamorphism: 
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Future Perspectives]
　（2016年 3月 12日～ 2015年 3月 14日，日本，岡山）口頭（一般）
国際会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
第 26回ゴールドシュミット会議
（2015年 8月 16日～ 2015年 8月 21日，チェコ，プラハ）［運営］セッションのコンビーナー
国内会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
日本地球惑星科学連合　2015年会国際シンポジウム
（2015年 5月 24日～ 2015年 5月 28日，日本，幕張）［運営］セッションのコンビーナー
International Symposium "Metamorphic rocks and Metamorphism: Future Perspectives"
（2016年 3月 12日～ 2015年 3月 14日，日本，岡山）［運営］国際シンポジウムの実行委員
その他研究活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
Editorial Review Board Member（Journal of Metamorphic Geology誌）（その他）　2012年～現在
Managing Scientific Editor Member（Geologica Acta誌）（その他）　2013年～現在
Editorial Board Member（International Geology Review誌）（その他）　2013年～現在
Associated Editor（Island Arc誌）（その他）　2016年～現在
受賞・その他特記事項（2015年 4月～ 2016年 3月）
第 7回地球惑星フォトコンテスト（日本地質学会　主権）、入選（2016年 3月）
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
基盤研究（B）　2015年 4月～ 2018年 3月
［現行型沈み込み帯出現の地質学的証拠：古原生代、高圧中間群変成帯の総合研究］
挑戦的萌芽研究　2014年 4月～ 2017年 3月
［キンバレー岩産Ｅ型ダイヤモンド巨晶の超高圧包有物とジルコンから再生地殻物質を読む］
著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）The Geology of Japan（執筆担当部分）Chapter 2b: Older accretionary complexes. [Geological 
Society Publishing House,（2016）3月 l
Kojima S., Hayasaka Y., Hiroi Y., Matsuoka A., Sano H., Sugamori Y., Suzuki N., Takemura S., 
Tsujimori T., Uchino T.
2）The Geology of Japan（執筆担当部分）Chapter 2a: Basement rocks and associated cover.
[Geological Society Publishing House,（2016）3月 l
Ehiro M., Tsujimori T., Tsukada K., Nuramkhaan M.
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）Convergent plate margin processes and their rock record. [International Geology Review, 57 (5-
8), (2015), v-ix]
－ 244－
地球化学研究分野
Wakabayashi J., Tsujimori T., Ogawa Y., Shervais J.
査読有
2）White mica K-Ar geochronology of Sanbagawa eclogites from Southwest Japan: Implications 
for deformation-controlled K-Ar closure temperature. [International Geology Review, 57 (5-8),
(2015), 1014-1022]
Itaya T., Tsujimori T.
査読有
3）Jadeitites and plate tectonics. [Annual Review of Earth and Planetary Sciences, 43, (2015), 105-
138]
Harlow G. E., Tsujimori T., Sorensen S. S.
査読有
4）東北日本に産する高圧変成岩類の K-Ar年代値データベース．［地質技術，5，（2015），73-76］
辻森 樹，八木公史
査読無
総説・解説記事（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）活動風景「タンザニア再訪、ダルエスサラーム便り 2016」
［東北アジアニューズレター，68，（2016），8］
辻森 樹
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
1）研究環境の整備・再構築：2015年 9月 1日付けで東北アジア研究センター基礎研究分野（地球化
学研究分野）教授（理学研究科地学専攻兼務）に着任した後、研究環境の整備・再構築に取り組
んできた。特に、使用実態がほとんどなかった実験設備の一部を理学研究科に引き取ってもらっ
た他、前々任者の時代から現在まで非機能的に残されてきた設備の大々的な処分（配管の撤去や
天井の伱間を埋める工事などを含む）を実施した（現在進行中）。やや大型の実験設備に関するも
のとしては、川北合同研究棟の北側に隣接する冷却装置（1999年設置）の本体（使用不能）が残
されたままである。過去の清算と同時に科研費補助金などの研究費を割いて、小型平面研削機や
秒速岩石粉砕機を導入し、古い実験室家具の一部入れ替えを行った。それらを使った研究成果は
これからに期待したい。
2）部局間学術協定の締結：ロシア科学アカデミーシベリア支部（RAS）ヴィノグラードフ記念地球
化学研究所※（イルクーツク市）より、本センターとの部局間学術協定締結の可能性についての公
式の申し出があり、協議を開始した。その結果、新たに学術協定を締結して交流を奨めることが
双方の利益に合致するとの見解で一致を見た。同研究所のウラジミール・シャツキー所長らとは
10年以上におよぶ研究交流を続けており、既に人的繋がりがあることも確認された。協定締結の
ための書類を準備して事務手続きを進めた結果、最終的に本学の学術交流協定調査検討委員会に
おいて起案通り承認された。イルクーツクはロシア極東地域とウラル・中央アジアを繋ぐシベリ
ア東部の工商および交通の要衝であり、シベリア地塊縁辺域という地質学的学術価値だけではな
く、人文科学分野における地域研究の対象地域としても重要な地域である。東北アジアの地域理
解を理念とする東北アジア研究センターにおいて、イルクーツクに位置する研究所と部局間学術
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協定締結を結ぶことは、同センターにおける東アジアの地域研究のネットワークの拡張であり、
センターの特色を発展させるものである。さらに日露の学術協力関係を推し進めるものである。
［※注釈：ヴィノグラードフ記念地球化学研究所は、RASの研究機関としてイルクーツク州の州都
に 1957年に設立され、現在、同支部イルクーツク科学センター所属の 12の諸機関のうちの 1つ
である。地球惑星科学に特化した研究所として、シベリアを中心とした地質、岩石、鉱床の研究
だけでなく、実験及び計算機を用いた物理化学モデリングや、グルーバルな環境・気候変動など
の研究分野で国際的な学術交流を展開している。現在、約 100人の研究者が在籍する。］
3）新規研究ユニットの起案：東北アジア研究センターの新規研究ユニット（平成 28年度から）として、
『東北アジアにおける地質連続性と「石」文化共通性に関する学際研究ユニット』を代表者として
起案した。本研究は、先史時代以降、我々人類が何らかの価値を見出して利用してきた「石」（岩
石や鉱物など）に着目し、東北アジアにおける地域像の変化を先史時代から現代までの時間フレー
ムのなかで追跡する。アジア最古の現生人類から現代人に続く約 8万年間に我々人類が特別な価
値を見出してきた「石」についての個性を地質学・岩石学的に総括し、先史時代の「石」地域物
流からグルーバル化による近世・近代の広域物流までの人類の手による「石」の移動の総合理解
を目指し、さらに文理連携によるクロスオーバー型啓蒙活動のモデルの新提案を試みる。
4）外国人客員研究員の招聘：RASソボレフ地質学鉱物学研究所のウラジミール・マリコベッツ博士
の招聘を起案し、2016年 11月～ 2017年 3月の受け入れが承認された。マリコベッツ博士とは「ロ
シアのシベリア産ダイヤモンドに関する地質学的総合研究」を共同で実施する。博士が所属する
ソボレフ地質学鉱物学研究所の親組織である RASと東北大学との間には、大学間協定が 1992年 8
月に締結されており、さらに、ソボレフ地質学鉱物学研究所と本学理学研究科・理学部との間には、
部局間学術交流協定が 2008年 11月に締結されている。従って、博士の招聘は日露の学術協力関
係を一層促進しようという相互の願いに沿ったものである。ダイヤモンドの研究は物質科学的な
研究だけでなく、その経済的な価値からその採鉱と流通は社会科学的な研究素材として期待され
る。東北アジアの地域理解を理念とする東北アジア研究センターにおいて、博士の招聘は同セン
ターにおける東アジアの地域研究のネットワークの拡張であり、センターの特色を発展させるも
のである。
5）その他：研究論文の引用動向はWeb of Science及び Scopusなどの研究力分析ツールを参照、論
文査読クレジットに関しては Publons.comを参照されたい。
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平野　直人　　HIRANO Naoto　　准教授
生年月日 ／ 1973年 08月 28日
東北アジア研究センター基礎研究部門地球化学研究分野
出身学校
山形大学理学部地球科学科　1996年卒業
出身大学院
筑波大学大学院博士課程地球科学研究科　2001年修了
取得学位
博士（理学）
略歴
2001年～ 2002年 東京大学海洋研究所
2002年～ 2004年 東京大学地震研究所
2002年～ 2006年 東京工業大学理学部・理工学研究科
2006年～ 2007年 カリフォルニア大学スクリプス海洋研究所
2007年～ 2008年 東京大学理学部地殻化学実験施設
2008年～ 2008年 金沢大学フロンティアサイエンス機構
2008年～現在 東北大学東北アジア研究センター
研究経歴
1995年～ 2002年 マリアナ海溝に沈み込む海山の年代層序
1996年～ 2003年 房総半島南部嶺岡帯玄武岩類による第三紀プレート配置の復元
2000年～現在 環伊豆衝突帯のオフィオライト岩類によるプレート配置の復元
2001年～現在 新種の火山・プチスポットの成因
2002年～現在 西太平洋プレート上の海山群の年代学
所属学会
日本鉱物科学会、日本地球化学会、日本地質学会
学会活動
日本地球化学会　広報委員　2012年～現在
日本地球化学会　広報委員　2014年～現在
日本地質学会　代議員（地方支部区）　2014年～現在
専門分野
地球宇宙化学、岩石・鉱物・鉱床学、地質学、固体地球惑星物理学
－ 247－
地球化学研究分野
研究課題
・太平洋プレート上の新種の火山・プチスポット海底火山
・新種の火山から放出される地球の炭素循環
・沈み込むプレートの変形と火山発生
・根室帯白亜紀前弧火成活動の成因解明
研究キーワード
火山・プレート・玄武岩・海山・太平洋
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
磐城高校スーパーサイエンスハイスクール（小中高との連携）　2015年 4月～ 2015年 4月
清滝小学校依頼授業（小中高との連携）　2015年 10月～ 2015年 10月
行政機関・企業・NPO等参加（2015年 4月～ 2016年 3月）
日本地球掘削科学コンソーシアム（J-DESC）IODP部会執行部執行委員　2013年 04月～ 2015年 05月
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（全学教育）
地球物質科学　2015年～ 2015年
（学部教育）
地球の科学　2015年～ 2015年
地球と物質のダイナミックス　2015年～ 2015年
同位体地球科学　2015年～ 2015年
フィールドセミナーⅠ　2015年～ 2015年
（大学院教育）
固体地球化学岩石学特論Ⅰ　2015年～ 2015年
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
Petit-spot lavas as a window into the geochemistry of the asthenospher [Goldschmidt 2015]（2015
年 8月 16日～ 2015年 8月 21日，チェコ，Prague）口頭（招待　特別）
Flexural bending-induced plumelets and their seamounts in accretionary (Japanese-style) and 
collisional (Tethyan-style) orogenic belts [AGU 2015 Fall Meeting]
（2015年 12月 14日～ 2015年 12月 18日，アメリカ合衆国，San Francisco）ポスター（一般）
Alkaline volcanisms in the Proto-Kuril forearc [AGU 2015 Fall Meeting]
（2015年 12月 14日～ 2015年 12月 18日，アメリカ合衆国，San Francisco）ポスター（一般）
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
南鳥島周辺海域のプチスポット［日本地球惑星科学連合 2015年大会］
（2015年 5月 14日～ 2015年 5月 18日，千葉市）口頭（一般）
プチスポット溶岩中のかんらん石捕獲結晶［日本地球惑星科学連合 2015年大会］
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（2015年 5月 24日～ 2015年 5月 28日）ポスター（一般）
南鳥島の溶岩と形成過程［日本地球惑星科学連合 2015年大会］
（2015年 5月 24日～ 2015年 5月 28日，千葉市）ポスター（一般）
根室層群に貫入するアルカリ玄武岩について［日本地質学会第 122年学術大会（長野大会）］
（2015年 9月 11日～ 2015年 9月 13日，長野市）口頭（一般）
国際会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
東北アジア研究センター国際シンポジウム「東北アジアの地殻変動」セッション
（2015年 12月 6日～ 2015年 12月 6日，日本国，仙台）［運営］セッションオーガナイザ
その他の競争的資金獲得実績（2015年 4月～ 2016年 3月）
補助金、受託　共同研究費、寄附金以外の研究費　2014年 6月～ 2015年 5月
［海洋と地球の学校̶大学生　大学院生のための地学研究普及活動］
その他寄付金（2015年 4月～ 2016年 3月）
［根室 s歯舞群島マグマの成因解明と新型マグマの検証］（2015年 4月～ 2016年 3月）
［Goldschmidt Conference「Petit-spot lavas as a window into the geochemistryof the 
asthenosphere」講演］（2015年 8月～ 2015年 8月）
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）Petit-spot geology reveals melts in upper-most asthenosphere dragged by lithosphere. [Earth 
and Planetary Science Letters, 426, (2015), 267-279]（査読有）
Shiki Machida, Naoto Hirano, Hirochika Sumino, Takafumi Hirata, Shigekazu Yoneda, 
Yasuhiro Kato
2）Missing western half of the Pacific Plate: Geochemical nature of the Izanagi–Pacific Ridge 
interaction with a stationary boundary between the Indian and Pacifi c mantles. [Geochemistry, 
Geophysics, Geosystems, 16,(2015)]（査読有）
Takashi Miyazaki, Jun-Ichi Kimura, Ryoko Senda, Bogdan S. Vaglarov, Qing Chang, Toshiro 
Takahashi, Yuka Hirahara, Folkmar Hauff, Yasutaka Hayasaka, Sakae Sano, Gen Shimoda, 
Osamu Ishizuka, HiroshiKawabata, Naoto Hirano, Shiki Machida, Teruaki Ishii, Kenichiro
Tani, Takeyoshi Yoshida
3）Submarine lava fi elds in French Polynesia. [Marine Geology, 373, (2016), 39-48]（査読有）
Naoto Hirano, Masao Nakanishi, Natsue Abe, Shiki Machida 
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
アセノスフェアはプレートの直下に存在する岩流圏（相対的に柔らかい場所）である。火山活動や
地震発生が起因とするプレートの動きの根幹概念であるにも関わらず、その柔らかい原因が溶融によ
るものなのか、鉱物の物性の変化によるものかといった根本的な問題が未解決であり、研究トピック
スとして注目されている。8月にプラハで行われた Goldschmidt国際会議では、そのアセノスフェア
に関するセッション #17d「Volatiles, redox state, and partial melts in the asthenosphere down to
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the transition zone」において招待講演「Petit-spot lavas as a window into the geochemistry of the 
asthenosphere」を行った。発表では、プチスポットのマグマ源としてのアセノスフェアの需要性と、
それに多量に含まれる炭素に言及し、セッションに参加していた研究者と多くの議論を交わした。更
に今年度、プチスポット火山に関して、複数の火山に関して各マグマの化学組成と噴出年代に相関が
見られるグループが存在することが判明し、その時空変遷はプレートに引きずられたメルト池が時間
差を経て複数の火山を作っている様子が確認され、Earth and Planetary Science Letterに掲載され
た（Machida, Hirano et al., 2015）。更に、フレンチポリネシア海域の複数のホットスポット火山の
間に存在する深海底に溶岩が露出するデータを発見し、プチスポット火山の新たな存在を示唆する
データとしてMarine1 Geologyに論文が掲載された（Hirano et al., 2016）。
北海道東部の千島列島から引き続く火山弧より海溝側の根室市～浜中町地域に分布するアルカリマ
グマ噴出岩および貫入岩の成因を調べるために、本研究地域から歯舞色丹に引き続く地質延長の調査・
検索、現地地質調査による複数マグマの活動変遷を調査、採取岩石の化学分析によるマグマ発生要因
の検証、の作業を行った。戦前の地質文献中の記載を現在の根室半島の地質と比較し、本課題の成因
不明の火成活動がどの程度の規模であるか、活動場の制限はあるかどうかなどの検証により、浜中町
～根室半島～歯舞群島で海岸沿いの段丘沿いに岩石が露出するのに対して、色丹島では数十メートル
規模の大きな岩体として分布していることが判明した。この成果は、平野ほか（2016）東北アジ研究
に掲載された。現地地質調査は、10月に 1週間強かけて行った。岩石試料採取と、地質マッピングに
より噴出岩およびマグマ貫入岩の産状を詳細に調査した。後半の 3日間は、本地域に古くから調査し
ている京都大学の成瀬元准教授および学生 2名と合流し、堆積学と本研究マグマとの関係を調査した。
岩石中に含まれる鉱物種による分類と、周囲の堆積岩との関係から、本研究のマグマは、半島北側の
ものと南側海沿いに分布するもの二種に分類できることが判明した。また、各岩体ごとに周囲の堆積
岩に与えた変形様式から推察すると、マグマ活動は 2つ以上の時期に分けられることも本調査で判明
した。上の写真は、根室半島北部の根室市ノッカマップにおける岩石露頭の写真である。写真下部の
板状の断面が重なったように見える根室層群の堆積岩の上位に、本研究のマグマが海底で流出し急冷
されて枕状溶岩になっている様子が分かる。この一つ一つの枕は下位の堆積岩を一部巻き込んでいる
ため、堆積時とほぼ同時にマグマが活動したことが分かる。これは一例だが、露頭ごとにこのような
情報を集め、全体の活動史を組み立てる作業も行った。これらの結果は、地質学会の長野大会で 1件
および米国地球物理学連合（AGU）のサンフランシスコ大会において 2件、発表を行った。日本はも
ちろん、スイスや米国など各国の研究者に意見を請うたところ、高マグネシウムマグマなど前弧域の
火山活動の研究者と議論を行ったが、やはり前弧域でのマグマ活動でアルカリマグマが活動した例は
無く、その成因に関してはいままで考えられていないかなり特殊な温度圧力条件が期待されるという
回答を得た。また、日本の研究者からは、北海道の地史として本研究地域の当時のプレート運動に伴
う移動が長距離であったことが指摘され、これらの移動と本マグマの成因関係を更に調べる必要があ
ることとなった。
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後藤　章夫　　GOTO Akio　　助教
生年月日 ／ 1966年 06月 15日
東北アジア研究センター基礎研究部門地球化学研究分野
出身学校
北海道大学・理学部・地球物理　1990年卒業
出身大学院
北海道大学・理学研究科・地球物理学博士課程　1997年修了
取得学位
博士（理学）北海道大学
略歴
1999年～ 2006年 東北大学東北アジア研究センター　助手
2007年～現在 東北大学東北アジア研究センター　助教（職階名変更による）
研究経歴
1990年～現在　マグマレオロジーの実験的研究
1999年～現在　爆発的火山噴火の実験的研究
2003年～現在　火山無人探査システムの開発
2006年～現在　爆発的火山噴火の観測
所属学会
日本火山学会、日本鉱物科学会、日本地球惑星科学連合、American Geophysical Union
学会活動
日本鉱物科学会　会計監査委員
専門分野
火山学
研究課題
マグマのレオロジー
火山爆発
研究キーワード
マグマ、レオロジー、火山、爆発
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担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（全学教育）
自然科学総合実験　2004年～現在
（学部教育）
夏期フィールドセミナー　1999年～現在
地球惑星物質科学実習 V　2007年～現在
野外調査演習　2012年～現在
フィールドセミナーⅠ　2012年～現在
（その他）
Dynamics of the Earth　2013年～現在
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ Changes in 129I/127I ratio of crater lake and volcanic activity at Zao volcano, Japan [ENVIRA2015]
（2015年 9月 21日～ 2015年 9月 25日，ギリシア，Thessaloniki）口頭（一般）
・ Iodine isotopic ratio in crater lake and geothermal area at Zao volcano, Japan [EA-AMS6]
（2015年 10月 5日～ 2015年 10月 8日，台湾，Taipei）口頭（一般）
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 雲仙普賢岳平成溶岩のレオロジー［日本火山学会秋季大会］
（2015年 9月 28日～ 2015年 9月 30日，富山）ポスター（一般）
・ 蔵王山に於ける全磁力観測［CA研究会］
（2016年 1月 6日～ 2016年 1月 7日，東京）ポスター（一般）
・ 蔵王山における火口湖と地熱帯で観測されたヨウ素同位体比の低下［第 18回 AMSシンポジウム］
（2016年 3月 4日～ 2016年 3月 5日，東京）口頭（一般）
その他の競争的資金獲得実績（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 共同研究費　2015年 4月～ 2016年 3月
［溶岩流試料の室内実験による粘性係数測定と，野外観測値との比較に基づく，溶岩流流動機構の
解明　̶その 3：組織変化に着目して̶］
・ 共同研究費　2016年 4月～現在
［溶岩流試料の室内実験による粘性係数測定と，野外観測値との比較に基づく，溶岩流流動機構の
解明　̶その 4：伊豆大島三原山溶岩流̶］
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）蔵王山火口湖ヨウ素同位体比の経時変化と火山活動に関する研究．［Proceedings of the 16th
Workshop on Environmental Radioactivity, High Energy Accelerator Research, (2015)］
松中哲也，笹公和，末木啓介，高橋努，松村万寿美，後藤章夫，渡邊隆広，土屋範芳，平野伸夫，
松崎浩之，査読あり
2）Changes in 129I/127I ratio of crater lake and volcanic activity at Zao volcano. [UTTAC ANNUAL 
REPORT 2014, (2015)］
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Matsunaka, T., Sasa, K., Sueki, K., Takahashi, T., Matsumura, M., Goto, A., Watanabe, T., 
Tsuchiya, N., Hirano, N., Matsuzaki, H.，査読なし
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
1．蔵王火山調査
　蔵王火山では過去 100年以内で見ると，1918（大正 7），1939（昭和 14），1966（昭和 41）年から
それぞれ数年間，明瞭な活発化があった．蔵王火山が 2011年の東北地方太平洋沖地震で活発化す
る可能性を考え，2012年から御佂の北東 1.5kmの丸山沢噴気地熱地帯（以下丸山沢と表記）で噴
気及び湧水の温度測定を行っている．2013年からは同地点の湧水の化学分析と，御佂の水温測定及
び水の化学分析も行い，また，1939年と 1966年の活発化に際して高温・高濃度の温泉湧出があった，
御佂東方 1.6kmの振子沢と濁川の合流付近（新関温泉）の変化にも注目していた．この間，火山性
微動の発生や御佂の白濁などが報告されていたが，2015年の現地調査で，丸山沢と新関温泉にも変
化が現れていることが確認された．
　丸山沢では，9月 3日の調査で噴気温度が最高で 99.2℃に達していた．2014年の最高温度が 93℃
前後で推移していたのに比べると有意に高い．但し 2012，2013年には 100℃を越える噴気があった
ことを考えると，必ずしも活発化を示すとは判断できない．10月 28日の調査では，ごく小規模な
土砂噴出が起こったと見られる痕跡が確認された．現場の状況から判断して，9月 9日から 11日に
かけての豪雨で土石流が発生し，埋没した複数の噴気が一ヶ所に集中することで起こったとも考え
られるが，これまでなかった突発的な現象が起こる可能性は否定できない．また，噴気量は全体と
して増えつつあることが，2012年から繰り返し撮影している写真から判断できた．
　新関温泉では，9月 3日の調査で，前年にはなかった複数個所からの温泉の再湧出が確認された．
そのうち一つで温度，ph，電気伝導度を 9月 3日と 10月 28日で比べると，32.1℃→ 34.1℃，2.3→ 2.0，
0.126 S/m→ 0.789 S/mと変化し，温度と溶存物質濃度がともに上昇していることが伺える．1967
年 10月の値（77℃，0.3，5 S/m以上：志田，1968）に比べるとまだ低いが，過去の活動と同様の
経緯を辿りつつあることが考えられる．
　今田ほか（1985）は，蔵王火山の活動中心は御佂から丸山沢に移ったと指摘している．御佂を除
いて考えると，現在の推移は 1939年からの活発化とも共通する．1940年の丸山沢の小爆発も踏まえ，
今後の推移を注視する必要がある．
2．雲仙普賢岳平成溶岩の動的特性の再検討
観測から求められた雲仙普賢岳平成溶岩ローブの粘性係数は，実験室内で測定された石基ガラス
組成のメルトの粘性係数よりも 2桁ほど低い．なぜ平成溶岩がそれほどに “流れやすかったのか ”
という疑問に答えるため，一軸圧縮による溶岩試料の粘性係数測定を行ってきた．その結果，測定
された粘性係数は石基メルトに結晶による粘性増加を考慮した値と調和的で，それより数桁低い観
測値は溶岩の流動では説明できないことがはっきりした．試験力が 10 MPaの場合，840℃で 1013.5
Pa s程度，890℃で 1012.5 Pa s，5.7 MPaでは両方の温度でそれらより 2～ 3倍高い粘性係数が，十
分信頼できるデータとして確認された．これらの値は，780℃から 880℃とされたローブ溶岩の，観
測から求められた粘性係数 0.9-4.2×1010 Pa sより桁で高い．日常的なタイムスケールで考えた場合，
固体・液体のいずれに見なされるかの境界となる粘性係数はおよそ 1012 Pa s程度とされ，実験で得
られた値は固体的な領域に入る．
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実験からは，雲仙普賢岳の溶岩が噴出時にほとんど流動性を失っていたことが改めて示されたが，
観測値との不一致の原因は未解明のまま残った．観測からの見積もりに問題があることを疑い，噴
火当時の連続写真を気象研・福井敬一氏よりお借りし，ローブ溶岩の運動を改めて解析した．観測
からの粘性係数見積もりは，溶岩をニュートン流体と仮定し，斜度，溶岩の厚さと密度，表面流速
から求められる．須藤ほか（1993）は溶岩先端部を観測し，上部ほど速度が大きいことを示して，
ニュートン流体またはビンガム流体と仮定して解析した．しかし連続写真を解析したところ，溶岩
先端は 1.5 m/hほどで前進していたものの，ほとんどの場合，上下の速度差は認識できなかった．
いくつかは上部ほど早かったが，それはブロック化した先端の転動が原因で，運動は剛体的だった．
ローブ溶岩の粘性係数が実験値と同じ 1012.5 Pa s（890℃）だったとすると，表面流速（すなわち，
上下の速度差）は 0.03 m/hしかなく，速度差を検出できなかった連続写真の再解析結果と調和的で
ある．
溶岩が前進している時，それは流れているという固定概念があったが，今回の解析結果は，運動
が流動以外で起こっている場合があることを示している．このことはまた，実験的に得られた粘性
係数では溶岩流の動的特性を表せない場合があることを意味する．溶岩流シミュレーションなどの
際，どのような物性値を与えるのが適切なのか，検討する必要がある．
－ 254－
地球化学研究分野
宮本　毅　　MIYAMOTO Tsuyoshi　　助教
生年月日 ／ 1970年 07月 01日
東北アジア研究センター基礎研究部門地球化学研究分野
出身学校
東北大学・理学部・地学科地学第二　1993年卒業
出身大学院
東北大学・理学研究科・地学博士課程　1997年中退
取得学位
博士（理学）東北大学　2012年
略歴
1997年～ 2007年 東北大学東北アジア研究センター　助手
2007年～現在 東北大学東北アジア研究センター　助教
所属学会
日本火山学会、日本鉱物科学会，日本地質学会
専門分野
火成岩岩石学、自然災害科学、火山地質学
研究課題
・霧島火山群の地質学的・岩石学的研究
・白頭山巨大噴火の火山学的研究
・中国・白頭山における火山伝承に関する研究
・白頭山の噴火年代に関する研究
・火山灰土壌中から小規模噴火の痕跡を読む試み
研究キーワード
火成岩岩石学、火山地質
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（学部教育）
野外調査演習　1997年～現在
地学実験　2007年～現在
地球惑星物質科学実習Ⅰ　2007年～現在
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地殻岩石学実習Ⅰ　2007年～現在
地殻岩石学実習Ⅱ　2013年～現在
岩石学実習Ⅱ　2013年～現在
フィールドセミナーⅡ　2015年
（全学教育）
自然科学総合実験　2004年～現在
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 十和田火山中掫テフラ層（噴火エピソード C）の噴火推移の復元［地球惑星科学連合大会］
（2015年 5月 25日～ 2015年 5月 29日）ポスター（一般）
・ 本質物質の全粒度分析から見る珪長質マグマ噴火―マグマ水蒸気噴火形態と破砕度の関係［地球惑
星科学連合大会］
（2015年 5月 25日～ 2015年 5月 29日）口頭（一般）
著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）南三陸・仙台湾地域のジオツアーガイド―東日本大震災による災害遺産を通じて自然を理解し防
災を学ぶ―
［東北大学東北アジア研究センター（2015年 3月）］
南三陸ジオパーク準備委員会編集
2）リーフレット「南三陸・仙台湾ジオパーク（仮称）多島海ジオエリア」
［東北大学東北アジア研究センター（2015年 3月）］
宮本毅・広井良美監修
3）リーフレット「南三陸・仙台湾ジオパーク（仮称）山元ジオエリア」
［東北大学東北アジア研究センター発行（2015年 3月）］
田代侃・宮原育子・宮本毅・広井良美監修
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）十和田火山平安噴火（噴火エピソード A）の噴出物層序及び噴火推移の再検討
［火山，60（2），（2015），187-210］（査読あり）
広井良美，宮本毅，田中倫久
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
　2015年度は，昨年まで行ってきた２つのジオパーク（南三陸と蔵王）の実現へ向けての活動を継続
して行った。これまで研究分担者として南三陸・仙台湾ジオパーク（仮称）の科研費に参加してきたが，
研究期間の最終年として，ジオサイト情報を集約したガイドブックの作成を行った。主に南三陸・仙
台湾地域のジオサイトのまとめを行ったが，特に松島湾岸地域の地質学的観点でのジオサイトのとり
まとめ作業を担当した。松島湾岸地域には中期中新世の火山活動を示す地層が多く残されており，そ
の火山活動を復元できるようジオサイトの選定を行った。松島湾岸地域では，浦戸諸島などの松島湾
に分布する島々によって松島湾内は東日本大震災の津波被害が軽減されたとされている。一方で太平
洋に面した東松島野蒜海岸は大きな津波被害を受けた。この違いは元々の地形の成り立ちの違いに起
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因すると判断されることから，松島湾岸地域の地形の成り立ちと災害との関係ができるだけ明瞭にな
るようなジオツアーの作成を行い，ガイドブックと同時に作成したリーフレット「南三陸・仙台湾ジ
オパーク（仮称）多島海エリア」中にも収録した。ガイドブック作成では収録したジオサイトの選定
に加えて，ガイドブックの構成案を主とした企画・編集を担当したが，今回作成したガイドブック，
及びリーフレットはジオパーク実現へ向けての第一歩となるもので，今後，ジオパーク計画が立ち上
がった際にはその重要性が示されると期待される。また，今回ガイドブックへのジオサイトの選定に
あたり，震災遺構については，すでに撤去されたものも積極的に掲載した。現在のところ，仙台湾地
域を主としたジオパークの計画は立ち上がっていないが，このガイドブックはジオパーク計画の企画
時に重要な要件となるジオガイドのための資料となるよう編集され，同時に震災遺構をはじめとした
ジオサイト情報が網羅されている。そのため，ジオパーク計画が動き出した際には，ジオパーク実現
に向けた一助となると考えられるが，それ以前に各自治体へと向けてジオパーク計画立案への呼び水
となることを期待している。
　昨年から引き続き十和田火山を対象として，マグマと外来水の接触によって発生するとされている
マグマ水蒸気噴火について，大学院生らとの共同で研究を行った。その結果として，十和田火山の過
去数万年間の活動で噴出したような珪長質マグマは，外来水と接触する前に発泡破砕してしまうため
に，マグマ水蒸気噴火を特徴づける爆発現象は発生しない可能性が明らかとなってきた。この結果は，
十和田火山のようなカルデラ湖を有する火山では，マグマと外来水の接触による爆発現象を考慮した
防災計画が考えられてきたが，上昇してきたマグマの状態によってその判断を考慮する必要があるこ
とを示唆している。
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工藤　純一　　KUDOH Jun-ichi　　教授
生年月日 ／ 1955年 12月 28日
東北アジア研究センター基礎研究部門環境情報科学研究分野
出身学校
秋田大学・鉱山学部・金属材料　1980年卒業
出身大学院
東北大学・工学研究科・金属工学博士課程　1987年修了
取得学位
工学修士秋田大学　1982年
工学博士東北大学　1987年
略歴
1986年～ 1987年 東北大学選鉱製錬研究所　助手
1991年～ 1996年 東北大学大型計算機センター　助手
1996年～ 2001年 東北大学大型計算機センター　助教授
2001年～現在 東北大学東北アジア研究センター　教授
所属学会
電子情報通信学会、情報処理学会、IEEE、画像電子学会
学会活動
IEEE TGARS論文誌査読員　2004年～現在
専門分野
情報システム学（画像処理）、環境動態解析
研究課題
・シベリア画像データベースシステムの構築
・シベリア森林火災検出システムの構築
・リアルタイムシベリア環境モニタリングシステム
・1メートル級の衛星画像の融合処理
・衛星画像による越境大気汚染　黄砂の可視化
・大規模森林火災の管理による二酸化炭素削減構想
・越境大気汚染衛星画像データベース構築
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研究キーワード
画像融合処理、大気汚染可視化、森林火災、CO2、削減リモートセンシング
報道（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 巨大な穴　住民「人災だ」汚染物質　日本到達も【一面記事】（資料提供　新聞　産経新聞）　2015
年 8月
・ PM2.5飛散も克明に　東北大が人工衛星画像公開（資料提供　新聞　毎日新聞）　2015年 12月
・ 北京大気汚染「手遅れ」　PM2.5きょう九州　沖縄到達へ【一面記事】（資料提供　新聞　産経新聞）　
2015年 12月
・ 春節で中国ＰＭ 2.5濃度上昇　日本に到達か（資料提供　新聞　産経新聞）　2016年 2月
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
学友会茶道部部長　2003年 4月～現在
評価分析室員　2004年 4月～現在
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（大学院教育）
画像理解学　2001年～現在
情報基礎科学ゼミナール　2001年～現在
情報基礎科学研修 A　2001年～現在
情報基礎科学 B　2001年～現在
博士基盤研修　2001年～現在
博士専門研修 A　2001年～現在
博士専門研修 B　2001年～現在
博士ゼミナール　2001年～現在
広域情報処理論　2013年～現在
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
Progress on a project of founding Japan-Russia Joint Research Institute [Seminar dedicated to 
the memory of Acad. Professor Fedor Kuznetsov]
（2016年 2月 4日～ 2016年 2月 4日，Russia Novosibirsk）口頭（招待　特別）
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
人工衛星MODISからみた天津爆発事故［大気環境学会　北海道　東北支部会］
（2015年 11月 6日～ 2015年 11月 6日，福島市）口頭（一般）
国際会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
Tohoku University - Moscow State University the 2nd IT Joint Seminar
（2015年 9月 7日～ 2015年 9月 7日，ロシア，モスクワ）［運営］実行委員
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その他研究活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
森林火災の管理による CO2排出量取引構想（フィールドワーク）　2009年～現在
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
研究成果公開促進費　データベース　2015年 4月～ 2016年 3月
［越境大気汚染衛星画像データベース］
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
　これまで試験公開を断続的に行っていた越境大気汚染衛星画像データベースが、2015年度の科研費
研究成果公開促進費（データベース）に採択され 12月１日より公開した。このデータベースの特長
は研究成果として衛星画像の解析結果より大気汚染と黄砂を可視化できることであり、特に中国から
の越境大気汚染については実測として価値が大きい。公開から１ヶ月たらずで利用登録者数は 2,400
名を越え、25,000件以上のアクセスがあり、50GB以上の画像データが配信された。予期せぬことであっ
たが、８月 12日に起きた天津大爆発の前後の様子が捉えられており、これが、産経新聞の一面に掲
載された。また、公開直後の 12月 9日の産経新聞では一面に北京大気汚染を掲載し、この中で本デー
タベースの画像が使用された。また、毎日新聞も本データベースの公開を掲載した。このように、全
国紙の一面に掲載されるような社会的な出来事に本研究成果が何度も貢献できたことは特筆に値する。
　9月 7日に Tohoku University - Moscow State University the 2nd IT Joint Seminarをモスクワ大
学で開催した。2011年から毎年モスクワ大学に長期出張を重ねモスクワ大学との関係を構築してきた。
ロシアは日本や欧米と違いトップダウン方式で意思決定される場合が多ので、そのギャップを埋める
ことが必要になる。これまでは学生交流が中心であったが、共同研究へシフトするために具体的なテー
マや研究者のマッチングが今後の課題になる。日露共同研究所の設置調査および東北大学連絡事務所
のモスクワ大学本館設置に関する両大学総長の合意署名の支援を行った。2015年は日露学術交流の節
目として位置付けられる。
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佐藤　源之　　SATO Motoyuki　　教授
生年月日 ／ 1957年 12月 15日
東北アジア研究センター基礎研究部門資源環境科学研究分野
出身学校
東北大学・工学部・通信工学　1980年卒業
出身大学院
東北大学・工学系研究科・情報工学専攻博士課程　1985年修了
取得学位
工学博士東北大学　1985年
略歴
1985年～ 1989年 東北大学　助手（工学部）
1988年～ 1989年 ドイツ連邦国立地球科学資源研究所
1989年～ 1990年 東北大学　講師（工学部）
1990年～ 1997年 東北大学　助教授（工学部）
1997年～現在 東北大学　教授　（東北アジア研究センター）
2008年～ 2011年 東北大学　ディスティングイッシュト・プロフェッサー
2009年～ 2013年 東北大学　東北アジア研究センター　センター長
研究経歴
1985年～ 1990 年地熱開発のための地下計測技術
1990年～現在 地中レーダ（GPR）の開発
1997年～現在 合成開口レーダ（SAR）の応用
2000年～現在 地表設置型レーダ（GB-SAR）による防災 減災技術
2002年～現在 人道的対人地雷検知除去技術に関する研究と現場応用
2005年～現在 バイスタティックレーダに関する研究
2008年～現在 3DGPR（3次元地中レーダシステム）を用いた遺跡調査
2012年～現在 アレイ型 GPRによる震災復興のための社会貢献
所属学会
電子情報通信学会，The Institute of Electrical and Electronics Engineers (IEEE)， 物理探査学会，
日本地熱学会，資源・素材学会，Society of Exploration Geophysicists (SEG), European Association 
of Geoscientists & Engineers (EAGE), Applied Computational Electromagnetic Society, 日本文化財
探査学会，石油検層学会（SPWLA）
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学会活動
物理探査学会　理事　2003年～ 2014年
石油検層学会（SPWLA）　理事（日本支部）　2003年～現在
IEEE Geoscience and Remote Sensing Society　AdCom member　2006年～ 2014年
電子情報通信学会　電磁界理論研究専門委員会　委員長　2015年～現在
IEEE Sendai Chapter　副会長　2014年～ 2016年
専門分野
電磁波応用計測、リモートセンシング、地下計測工学
研究課題
・ボアホールレーダ
・地中レーダ
・リモートセンシング
・人道的地雷検知除去
・合成開口レーダ
・地上設置型合成開口レーダ（GB-SAR）
・環境計測と防災・減災技術
研究キーワード
地中レーダ，地下計測，リモートセンシング，人道的地雷検知
報道（2015年 4月～ 2016年 3月）
2015年
5月 12日 県警初任科生使命受け継ぐ 初の不明者捜索（福島民報）
6月 20日 100年後の地球を考える（フジテレビ）
7月 12日 不明者探して地中レーダー（河北新報）
8月 3日 〈御嶽山捜索〉地中探査レーダー初投入（毎日新聞）
9月 30日 不明者捜索に新機器続々（共同通信配信（静岡新聞等））
10月 17日  東北大学サイエンスカフェ・電波で不明者を捜索　地雷検知から東日本大震災復興活動
へ（河北新報）
12月 2日 勝手にノーベル賞（平和賞）（河北新報）
2016年
2月 18日 みんなのニュース（宮城県ローカル枠）防災特集「いのちを守る」（仙台放送）（2016）
3月 12日 沿岸８か所集中捜索（河北新報）
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 金属鉱業事業団　鉱物資源探査に係る研究会委員（その他）　1995年 2月～現在
・ 電子情報通信学会電磁界理論研究会専門委員（その他）　1996年 10月～現在
・ Editorial Board, The International Journal of Subsurface Sensors and Applications（その他）　
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1999年 7月～現在
・ 物理探査学会（その他）　2004年 5月～現在
・ 出前授業（小中高との連携）　2008年 12月～現在
・ 佐藤屋プロジェクト（大河原町）（その他）　2012年 4月～現在
・ 夢ナビライブ（公開講座）　2012年 7月～現在
行政機関・企業・NPO等参加（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ （独）石油天然ガス　金属鉱物資源機構（その他）　金属資源探査技術開発研究会　委員
2005年 4月～現在
・ 環境省（国）　国内における毒ガス弾等に関する総合調査検討会　委員　2006年 5月～現在
・ （財）原子力環境整備促進　資金管理センター（その他）　地層処分モニタリングシステム検討委員
会　委員　2006年 6月～現在
オープンキャンパス・研究所公開等（2015年 4月～ 2016年 3月）
東北大学附置研究所等一般公開　片平まつり 2015
佐藤研究室企画展示「電波科学で拓く世界『遺跡・防災・地雷』」
（2015年 10月 10日～ 10月 11日）
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
学友会陸上競技部部長　2004年 4月～現在
学位授与数（2015年 4月～ 2016年 3月）
学士 2
修士 0
博士 1
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（学部教育）
電磁気学 I　1991年～現在
機械知能　航空研修 I　2004年～現在
機械知能　航空研修 II　2004年～現在
卒業研究　2004年～現在
電磁気学 II　2005年～現在
（大学院教育）
環境リモートセンシング学　2002年～現在
地球環境計測学特論　2003年～現在
地球システム　エネルギー学修士セミナー　2003年～現在
地球システム　エネルギー学修士研修　2003年～現在
修士インターンシップ　2003年～現在
地球システム　エネルギー学概論　2003年～現在
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博士インターンシップ研修　2003年～現在
地球システム　エネルギー学博士セミナー　2003年～現在
地球システム　エネルギー学博士研修　2003年～現在
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ Ground Penetrating Radar for Humanitarian Demining and Archaeological Survey [The 15th 
Science Council of Asia Board Meeting and International Symposium]
（2015年 5月 15日～ 2015年 5月 15日，カンボジア，Siem Riap）口頭（一般）
・ Application of GPR CMP measurements to earthquake diagnosis of wooden buildings
[International Symposium Non-Destructive Testing in Civil Engineering (NDT-CE) 2015]
（2015年 9月 16日～ 2015年 9月 16日，ドイツ，ベルリン）口頭（一般）
・ Polarimetric Radar for Non-Destructive Testing in Civil Engineering [International Symposium 
Non-Destructive Testing in Civil Engineering (NDT-CE) 2015]
（2015年 9月 16日～ 2015年 9月 16日，ドイツ，ベルリン）口頭（一般）
・ Ground Penetrating Radar (GPR) / UWB radar Fundamentals to application [International 
Radar Conference]
（2015年 10月 14日～ 2015年 10月 14日，中国，Hangzou）口頭（招待　特別）
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 地雷と不発弾分野の組織能力強化と南南協力-カンボジアとラオスの域内協力-［JICAワーク
ショップ］
（2015年 4月 21日～ 2015年 4月 21日，東京都）シンポジウム　ワークショップ　パネル（指名）
・ 電波科学と防災　減災［ワイヤレス　テクノロジー　パーク 2015］
（2015年 5月 29日～ 2015年 5月 29日，東京）口頭（招待　特別）
・ Fundamental Study of GB-SAR Imaging by Compressive Sensing [2015 URSI-Japan Radio 
Science Meeting (URSI-JRSM 2015)］
（2015年 9月 3日～ 2015年 9月 3日，東京）ポスター（一般）
・ Large scale subsurface velocity estimation with array GPR system YAKUMO [2015 URSI-Japan 
Radio Science Meeting (URSI-JRSM 2015)］
（2015年 9月 4日～ 2015年 9月 4日，東京）口頭（一般）
・ 電波による減災　～地雷検知から東日本大震災復興活動へ～［サイエンスカフェ］
（2015年 9月 25日～ 2015年 9月 25日，仙台）口頭（招待　特別）
・ 電磁界シミュレータを用いた広帯域アンテナの周波数特性改善［平成 27年度電気関係学会四国支
部連合大会］
（2015年 9月 26日～ 2015年 9月 26日，香美市）口頭（一般）
・ 電波科学による地中埋設物の非接触センシング［MAGDA 2015 in Tohoku］
（2015年 11月 13日～ 2015年 11月 13日，仙台）口頭（招待　特別）
国際会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
2015年 11月 23～ 24日
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Eighth 2015 Korea-Japan Joint Conference on EMT/EMC/BE (KJJC 2015)
（2015年電磁界理論，環境電磁工学，電磁界生体影響に関する日韓合同会議），
電子情報通信学会，KIEES（韓国電磁界理工学学会）主催，
東北大学東北アジア研究センター創設 20周年記念企画国際シンポジウム
その他研究活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 地中レーダによるウランバートルの地下水計測（フィールドワーク）　1990年～現在
・ 東北アジアにおける電磁波地下計測（フィールドワーク）　1997年～現在
・ カンボジアにおける地雷除去活動（フィールドワーク）　2009年～現在
・ GB-SARによる宮城県栗原市地滑りモニタリング（フィールドワーク）　2011年～現在
・ アレイ型地中レーダ「やくも」による津波被災者捜索活動（フィールドワーク）　2014年～現在
受賞・その他特記事項（2015年 4月～ 2016年 3月）
長野県警本部　感謝状　火山噴火被災者捜索への協力
福島県警察本部　感謝状　津波被災者捜索活動への協力
仙台東警察署　感謝状　津波被災者捜索活動への協力
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
基盤研究（A）　2014年 4月～ 2019年 3月
［圧縮センシングと最適空間サンプリングによる地雷検知用レーダ　イメージングの効率化］
その他の競争的資金獲得実績（2015年 4月～ 2016年 3月）
高度通信　放送研究開発委託研究　2012年 9月～ 2016年 9月
［電磁波を用いた建造物非破壊センシング技術の研究開発］
堤防及び河川構造物（コンクリートまたは鋼構造）の点検　診断の高度化技術
研究開発　2013年 4月～ 2016年 3月
［堤防及び河川構造物の総合的な点検　診断技術の実用化に関する研究開発］
ＳＩＰ（戦略的イノベーション創造プログラム）　2014年 12月～ 2019年 3月
［地上設置型合成開口レーダおよびアレイ型イメージングレーダを用いたモニタリング］
著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）Recommendation for the Safety of People and Instruments in Ground-Penetrating Radar abd 
Near-Surface Geophysical Prospecting（執筆担当部分）3.2 Demining. [EAGE, (2015)]
Motoyuki Sato, Kazunori Takahashi
2）地中レーダを応用した遺跡探査―GPRの原理と利用―．［東北大学出版会，（2016）3月］
金田明大、高橋一徳
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）UWBレーダ用小型スパイラルアンテナの開発．［信学技報，115（40），（2015），57-62］
飯塚泰、高橋一徳、佐藤源之（査読無）
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2）Detection and classfi cation of subsurface objects by polarimetric radar imaging. [2015 IEEE 
Radar Conference Proceedings, (2015), 440-445]
Christian N. Koyama and Motoyuki Sato（査読有）
3）Array GPR system“Yakumo”for Natural Disaster Mitigation. [International Workshop on
Advanced Ground Penetrating Radar 2015 (IWAGPR) Proceeding, (2015), 1-4]（査読有）
Motoyuki Sato, Kazunori Takahashi
4）Development of Multi-Path Linear Array Radar at 10-20GHz. [International Workshop on 
Advanced Ground Penetrating Radar 2015 (IWAGPR) Proceeding, (2015), 1-4]
Yasunari Mori, Yumi Asano, Takayoshi Yumii, Kyouji Doi, Kazunori Takahashi, and Motoyuki 
Sato（査読有）
5）媒質近傍に置かれたアンテナからの電磁波放射　s地中レーダへの応用 s．［信学技報，115（143），
（2015），65-70］
佐藤源之　高橋一徳　麻谷由香　飯塚　泰（査読無）
6）Estimation of vertical velocity profile by multistatic GPR Yakumo. [IEEE Geoscience and 
Remote Sensing Society (IGARSS) 2015 Proceeding, (2015), 1060-1063]
Li Yi, Kazunoni Takahashi, Motoyuki Sato（査読有）
7）Urban Damage Mapping using Scattering Mechanism Investigation Technique for Fully
Polarimetric SAR Data. [IEEE Geoscience and Remote Sensing Society (IGARSS) 2015, 
Proceedings, (2015), 3790-3793]
Si-Wei Chen, Yong-Zhen Li, Xue-Song Wang, Christian N. Koyama, Motoyuki Sato（査読有）
8）FULL POLARIMETRIC UWB GB-SAR FOR DAMAGE ASSESMENT OF WOODEN 
BUILDING STRUCTURES. [IEEE Geoscience and Remote Sensing Society (IGARSS) 2015, 
Proceedings, (2015), 2719-2722]
Christian N. Koyama, Yasushi Iitsuka, Kazunori Takahashi, and Motoyuki Sato（査読有）
9）金属探知機に対する土壌帯磁率および導電率の影響．［電子情報通信学会ソサイエティ大会講演論
文集エレクトロニクス（1），（2015），17-17］
高橋一徳　佐藤源之（査読無）
10）A New Decomposition of a POLSAR Coherency Matrix Using a Generalized Scattering Model. 
[IEEE Journal of Selected Topics in AppliedEarth Observations and Remote Sensing, 8 (8), 
(2015), 393-340] 
Shunichi Kusano, Kazunori Takahashi and Motoyuki Sato（査読有）
11）電波を用いた建造物非破壊センシングと耐震診断への利用．［電波技術協会報（FORN），（306），
（2015），6-9］
佐藤源之、高橋一徳、飯塚泰、クリスチャン コヤマ、土井恭二、森康成、弓井孝佳、浅野有美（査
読無）
12）Near Range Polarimetric SAR for Non-Destructive Inspection of Wooden Buildings. [Asia-
Pacifi c Conference on Synthetic Aperture Radar (APSAR) 2015, Proceedings, (2015), 306-309]
Motoyuki Sato, Kazunori Takahashi, Yasushi Iitsuka and Christian Naohide Koyama（査読有）
13）GPR（地中レーダ）を用いた津波後の堆積構造把握技術の開発．［土木学会論文集 B2（海岸工学），
71，（2015），I_1711-I_1716］
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高村まや　有働恵子　佐藤源之　高橋一徳　阿部朋也（査読有）
14）3次元地中レーダ計測と西都原古墳群での実例．［信学技報，115（279），（2015），109-114］
佐藤源之（査読無）
15）建造物非破壊検査センサーの研究開発（第五報）̶木造建築用部材の電気的特性の計測̶．［信
学技法，115（325），（2015），13-17］
土井恭二，浅野有美，森康成，弓井孝佳，高橋一徳，佐藤源之（査読無）
16）建造物非破壊検査センサーの研究開発（第六報）s 3Dイメージングレーダ試作機の開発 s．［信
学技報，115（325），（2015），75-80］
森　康成　弓井孝佳　浅野有美　土井恭二　クリスティアンコヤマ　飯塚　泰　高橋一徳 佐藤
源之，（査読無）
17）地上設置型合成開口レーダを用いた宮城県栗原市大規模崩落地崖面の長期間モニタリング．［信
学技報，115（325），（2015），85-90］
高橋一徳　ゾウリーロン　佐藤源之（査読無）
18）A Hybrid Dual-Polarization GPR System for 　Detection of Linear Objects. [IEEE 
ANTENNAS AND WIRELESS PROPAGATION LETTERS, 14, (2015), 317-320]
Hai Liu, Jianguo Zhao and Motoyuki Sato（査読有）
19）Model-Based Compressive Sensing Applied to Landmine Detection by GPR. [IEICE 
Transactions on Electronics, E99-C (1), (2016), 44-51]
Riafeni Karlina and Motoyuki Sato（査読有）
20）A Fast Iterative Interpolation Method in f-k Domain for 3-D Irregularly Sampled GPR Data. 
[IEEE Journal of Selected Topics in Applied Earth Observations and Remote Sensing, 9 (1),
(2016), 9-17] 
Li Yi, Kazunori Takahashi, and Motoyuki Sato（査読有）
21）Model-Based Compressive Sensing Applied to Landmine Detection by GPR. [IEICE Trans. 
Electron., E99-C (1), (2016), 44-51]
Riafeni Karlina, and Motoyuki Sato（査読有）
22）Near range radar image reconstruction algorithm by caustic fi nding.［信学技報，115（430）， 
（2016），81-85］
Iakov Chernyak, Motoyuki Sato（査読無）
23）Analysis of coastal erosion due to the 2011 Great East Japan Tsunami and its recovery using 
ground penetrating radar data. [Journal of Coastal Research, (Sp. Iss. 75), (2016), 477-481]
Takamura, M., K. Udo, M. Sato, and K. Takahashi（査読有）
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
本年度は科研費を中心とする地雷除去活動の展開、NICT受託研究による被災木造建造物の非破壊
検査技術、地中レーダによる震災復興の促進という 3つの研究を主軸に、数多くの研究を推進した。
これ以外にも、GB-SARによる地滑りモニタリング、衛星・航空機 SARの利用など多角的な研究を
合わせて行ってきた。
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（被災木造建造物の非破壊検査技術）
社会インフラの老朽化と、それのための検査技術に対する要求は急激な高まりを見せている。こ
うした問題を解決するためにレーダ技術を利用するための研究を続けている。木造建造部に限らず、
コンクリート構造物などへの適用をめざしている。2015年度は青葉山地区に、木造家屋のレーダ計
測を模擬した実験を行うための専用施設を開設した。研究にとどまらず学生の教育、また耐震診断
を行う技術者の研究など学外を含めた公開と利用を考えている。
（震災復興のための地中レーダー（GPR）の利用）
地雷除去活動の展開、と被災木造建造物の非破壊検査技術などはレーダ装置の開発と利用手法に
関する研究であるのに対して、地中レーダによる震災復興の促進は被災地を中心とした遺跡調査を
実施する実践的な研究活動である。この研究は、将来的に東北アジア研究センターが文化財の保護
ならびに活用を軸とした研究を展開することを期待し、また私自身がこうした研究を推進するため
に進めた事業である。まず、総長裁量経費を獲得し、遺跡調査推進のための活動費とした。また、
センター制度であるプロジェクト研究ユニットとして「減災をめざした電波科学研究ユニット」を
新たに組織し、奈良文化財研究所などとの連携を強めると共に、宮城県文化財保護課などを通じた
被災地での活動を展開した。こうした活動は、すべてセンター外の資金を獲得して行い、センター
経費は全く使用していない。本活動の一つの成果として、専門書を刊行した。
また GPR技術の普及ならびに先端技術の情報交換を目的とし、地下電磁計測ワークショップを
主催した。
第 13回地下電磁計測ワークショップ（仙台 2015年 11月）
11月 26日（木）午前
　（1）09:30～ 11:30 GPR公開講習会（講師 佐藤 源之）
11月 26，27日（木）午後 
　特別講演　2件
　（1）［特別講演］InSARおよび PolSARイメージングにおけるニューロ適応処理
　　　○廣瀬　明（東大）
　（2）［特別講演］地中レーダ技術の世界的動向と電波法
　　　○佐藤源之（東北大）
　一般講演　15件
11月 27日　15:15～ 16:30　J-GPR（GPRに関するコンソーシアム）*2
具体的な活動として平成 27年度は奈良東大寺、岩手県九戸城跡などでの遺跡調査を実施した。加
えて平成 27年度は宮城県、福島県、岩手県の各県県警と協力した津波被災地域の捜索活動を実施した。
震災復興に直接関わらない遺跡調査についても、技術開発の観点から有用と判断した場合、積極的に
協力している。
　本活動を通じてこうした活動を、今後は大学が地方自治体に対して技術指導を行う体制に移行して
いきたいと考えており、そのために概算要求「特別プロジェクト経費」を東北アジア研究センター、
奈良文化財研究が共同で提案している。更にこうした活動を広く周知するために、「地中レーダーを
応用した遺跡探査」を 2016年 3月に東北大学出版会から出版した。
－ 268－
資源環境科学研究分野
　また本年度は警察庁災害対策室とも連携をとりながら、警察大学校において地中レーダを利用した
創作技術に関する講義を行い、全国の都道府県警担当者への技術協力を呼びかけた。この結果、長野
県御嶽山での捜索活動への技術協力が実現した。一連の捜索活動に対して福島県警ならびに仙台東警
察署から感謝状を贈られた。
現場での活動
2015年
4月 11日　福島県　浪江町　捜索活動
5月 11日　福島県　浪江町　捜索活動
5月 20日　東大寺　遺跡調査
7月 11日　仙台市蒲生海岸　捜索活動
8月 11日　福島県　浪江町　捜索活動
8月 12，13日　九戸城　遺跡調査
9月 10日　長面地域視察
2016年
3月 1，2日　琵琶塚古墳　遺跡調査
本プロジェクト研究ユニットは 2016年 3月が最終年にあたるので、外部評価委員をによる評価会
を実施した。本ユニットでは、こうした活動を、大学が地方自治体に対して技術指導を行う体制に移
行していきたいと考えており、そのために「特別プロジェクト経費」を大学に対して概算要求している。
（レーダーによる地滑りモニタリング）
東北大学は栗原市と連携協力協定を締結し、GB-SARによる地滑り計測手法の有効性を検証する
目的で、荒砥沢地区をモデルケースとしたリアルタイム連続モニタリングシステムを 2011年 11月
に設置し、2012年 6月より、現在に至るまで連続計測を開始している。社会実装の実例として、国
内でも長期的な GB-SARの利用例はなく、自治体との連携という点でも極めてユニークな研究で
あると考えている。
（人道的地雷除去活動）
2009年以来、引き続き地中レーダー装置（ALIS）を利用した地雷除去はカンボジア地雷除去セ
ンター（CMAC）に 2台の ALISを貸与し、6人のチームでカンボジア実地雷原における活動を継
続している。本活動は、在カンボジア日本大使館、JICAなどとも連携しながら、政府開発援助（ODA）
プログラムとして日本からの支援が行えることを目標としている。
（東北アジアの環境計測）
ロシア科学アカデミー研究者や、モンゴル科学技術大学研究者らと共に、モンゴル、シベリア地
域の衛星による広域環境計測と、現場検証試験を融合する研究を継続している。名古屋大学篠田教
授の科研費研究グループ（4Dプロジェクト）に参加し、乾燥地域での GPR計測に関して共同研究
を行っている。
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高橋　一徳　　　TAKAHASHI Kazunori　　助教
生年月日／ 1978年 11月 30日
東北アジア研究センター基礎研究部門資源環境科学研究分野
出身学校
山形大学・工学部・機械システム工学科　2001年卒業
出身大学院
東北大学・工学研究科修士課程　2003年修了
東北大学・環境科学研究科博士課程　2006年修了
取得学位
修士（工学）東北大学　2003年
博士（学術）東北大学　2006年
略歴
2006年～ 2006年 東北大学東北アジア研究センター　助手
2007年～ 2009年 ドイツ連邦材料試験研究所　学術研究員
2009年～ 2011年 ライプニッツ応用地球物理学研究所　学術研究員
2011年～ 2013年 東北大学大学院理学研究科　助教
2013年～ 2016年 3月 東北大学東北アジア研究センター　助教
研究経歴
2006年～ 2006年 地中レーダと金属探知機を合わせた地雷探知機の開発
2007年～ 2009年 超音波探傷による非破壊検査の信頼性解析に関する研究
2009年～現在 土壌特性が地中レーダに及ぼす影響に関する研究
所属学会
IEEE, Society of Exploration Geophysicists, 電子情報通信学会，物理探査学会
学会活動
電気学会電磁界理論技術委員会　委員　2014年～現在
電子情報通信学会電磁会理論研究専門委員会　幹事補佐　2014年～現在
専門分野
電磁波計測
研究課題
土壌特性の解析による地雷検知センサ性能評価とその応用
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研究キーワード
電磁波計測、環境計測、レーダ
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
Application of GPR CMP measurements to earthquake diagnosis of wooden buildings 
[International Symposium on NDT in Civil Engineering]
（2015年 9月 15日～ 2015年 9月 17日，ドイツ，Berlin）口頭（一般）
Polarimetric Radar for Non-Destructive Testing in Civil Engineering [International Symposium 
on NDT in Civil Engineering]
（2015年 9月 15日～ 2015年 9月 17日，ドイツ，Berlin）口頭（一般）
Large scale subsurface velocity estimation with array GPR system YAKUMO [2015 URSI-Japan 
Radio Science Meeting]
（2015年 9月 3日～ 2015年 9月 4日，日本国，東京）ポスター（一般）
Full polarimetric UWB GB-SAR for damage assessment of wooden building structures [IEEE 
International Geoscience and Remote Sensing Symposium]
（2015年 7月 26日～ 2015年 7月 31日，イタリア，Milan）口頭（一般）
Estimation of vertical velocity profi le by multistatic GPR Yakumo [IEEE International Geoscience 
and Remote Sensing Symposium]
（2015年 7月 26日～ 2015年 7月 31日，イタリア，Milan）口頭（一般）
Array GPR system “Yakumo” for natural disaster mitigation [8th International Workshop on
Advanced Ground Penetrating Radar]
（2015年 7月 7日～ 2015年 7月 10日，イタリア，Florence）口頭（一般）
Development of multi-path linear array radar using 10-20 GHz [8th International Workshop on 
Advanced Ground Penetrating Radar]
（2015年 7月 7日～ 2015年 7月 10日，イタリア，Florence）口頭（一般）
Design of Wideband Small Spiral Antenna for SAR [IEEE 4th Asia-Pacific Conference on 
Antennas and Propagation]
（2015年 6月 30日～ 2015年 7月 3日，インドネシア，Bali）口頭（一般）
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
地上設置型合成開口レーダを用いた宮城県栗原市大規模崩落地崖面の長期間モニタリング［第 13回
地下電磁計測ワークショップ］
（2015年 11月 26日～ 2015年 11月 27日，仙台）口頭（一般）
建造物非破壊検査センサーの研究開発（第六報）～ 3Dイメージングレーダ試作機の開発～［第 13回
地下電磁計測ワークショップ］
（2015年 11月 26日～ 2015年 11月 27日，仙台）口頭（一般）
地中レーダ（GPR）を用いた津波後の砂浜回復過程把握技術の課題と展望［第 13回地下電磁計測ワー
クショップ］
（2015年 11月 26日～ 2015年 11月 27日，仙台）口頭（一般）
Development of an array GPR system YAKUMO for large-scale archaeorogical survey and disaster 
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mitigation［第 13回地下電磁計測ワークショップ］
（2015年 11月 26日～ 2015年 11月 27日，仙台）口頭（一般）
Simultaneous estimation of velocity and thickness of stratifi ed material with array GPR system 
YAKUMO［第 13回地下電磁計測ワークショップ］
（2015年 11月 26日～ 2015年 11月 27日，仙台）口頭（一般）
建造物非破壊検査センサーの研究開発（第五報）～木造建築用部材の電気的特性の計測～［第 13回
地下電磁計測ワークショップ］
（2015年 11月 26日～ 2015年 11月 27日，仙台）口頭（一般）
金属探知機に対する土壌帯磁率および導電率の影響［電子情報通信学会ソサイエティ大会］
（2015年 9月 8日～ 2015年 9月 11日，仙台）口頭（一般）
火砕物の初期帯磁率：即時モニタリング可能な火山活動度指標［火山学会 2015年度秋季大会］
（2015年 9月 27日～ 2015年 10月 2日，富山）ポスター（一般）
河川堤防施設に対する GPR探査の標準仕様検討及びデータベース試作業務報告（その 1）―業務概
要－［物理探査学会第 133回学術講演会
（2015年 9月 24日～ 2015年９月 26日，石川）口頭（一般）
河川堤防施設に対する GPR探査の標準仕様検討及びデータベース試作業務報告（その 2）―標準技
術仕様案の検討と DB試作－［物理探査学会第 133回学術講演会
（2015年 9月 24日～ 2015年９月 26日，石川）口頭（一般）
媒質近傍に置かれたアンテナからの電磁波放射―地中レーダへの応用―［電子情報通信学会電磁界理
論研究会］
（2015年 7月 16日～ 2015年 7月 17日，釧路）口頭（一般）
その他の競争的資金獲得実績（2015年 4月～ 2016年 3月）
鳥取大学乾燥地研究センター共同研究　2015年 4月～ 2016年 3月
          ［乾燥地における土壌･地下水環境監視のための新たな地中レーダ計測システムの開発］
著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
佐藤源之，金田明大，高橋一徳，地中レーダを応用した遺跡探査 GPRの原理と利用，東北大学出版会，
ISBN 978-4-86163-267-9, Mar. 2016.
M. Sato and K. Takahashi, “Issues and recommendations related to specifi c kinds of prospecting - 
Demining,” in Recommendations for the Safety of People and Instruments in Ground-Penetrating 
Radar and Near-Surface Geophysical Prospecting, R. Persico Ed., Houten, The Netherlands: 
EAGE, ISBN: 9789462821620, Oct. 2015.
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）A fast iterative interpolation method in f-k domain for 3D irregularly sampled data. [IEEE 
Journal of Selected Topics on Earth Observations and Remote Sensing, 9 (1), (2016), 9-17]（査読有）
L. Yi, K. Takahashi, and M. Sato
2）GPR（地中レーダ）を用いた津波後の堆積構造把握技術の開発．［土木学会論文集 B2（海岸工学），
71（2），（2015），1711-1716］（査読有）
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高村まや，有働恵子，佐藤源之，高橋一徳，阿部朋弥
3）A new decomposition of a POLSAR coherency matrix using a generalized scattering model. 
[IEEE Journal of Selected Topics on Earth Observations and Remote Sensing, 8 (8), (2015), 
3933-3940]（査読有）
S. Kusano, K. Takahashi, and M. Sato
4）地上設置型合成開口レーダを用いた宮城県栗原市大規模崩落地崖面の長期間モニタリング［信学
技報，115（325），（2015），85-90］（査読無）
高橋一徳，ゾウ リーロン，佐藤源之
5）建造物非破壊検査センサーの研究開発（第六報）～ 3Dイメージングレーダ試作機の開発～［信学
技報，115（325），（2015），75-80］（査読無）
森康成，浅野有美，弓井孝佳，土井恭二，飯塚泰，クリスティアン コヤマ，高橋一徳，佐藤源之
6）地中レーダ（GPR）を用いた津波後の砂浜回復過程把握技術の課題と展望［信学技報，115（325），
（2015），67-72］（査読無）
高村まや，有働恵子，佐藤源之，高橋一徳
7）Development of an array GPR system YAKUMO for large-scale archaeological survey and 
disaster mitigation［信学技報，115（325），（2015），29-34］（査読無）
L. Zou, K. Takahashi, and M. Sato
8）Simultaneous estimation of velocity and thickness of stratified material with array GPR 
system YAKUMO［信学技報，115（325），（2015），19-24］（査読無）
L. Yi, K. Takahashi, and M. Sato
9）建造物非破壊検査センサーの研究開発（第五報）～木造建築用部材の電気的特性の計測～［信学
技報，115（325），（2015），13-17］（査読無）
土井恭二，弓井孝佳，森康成，浅野有美，高橋一徳，佐藤源之
10）Application of GPR CMP measurements to earthquake diagnosis of wooden buildings [Proc. 
Int. Symp. NDT in Civil Engineering, (2015)]（査読有）
K. Takahashi, Y. Iitsuka, C. N. Koyama, and M. Sato
11）Polarimetric Radar for Non-Destructive Testing in Civil Engineering [Proc. Int. Symp. NDT 
in Civil Engineering (2015)] （査読有）
M. Sato and K. Takahashi
12）金属探知機に対する土壌帯磁率および導電率の影響［電子情報通信学会ソサイエティ大会エレク
トロニクス講演論文集（2015）］（査読無）
高橋一徳，佐藤源之
13）火砕物の初期帯磁率：即時モニタリング可能な火山活動度指標［火山学会 2015年度秋季大会，
（2015）］（査読無）
菅谷さりな，当間智盛，松本恵子，無盡真弓，中村美千彦，高橋一徳
14）Large scale subsurface velocity estimation with array GPR system YAKUMO [Proc. URSI-
JRSM, (2015)] （査読有）
L. Yi, K. Takahashi, and M. Sato
15）河川堤防施設に対する GPR探査の標準仕様検討及びデータベース試作業務報告（その 1）―業
務概要―［物理探査学会 第 133回学術講演会講演論文集，（2015）］（査読無）
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横田俊之，山下善弘，高橋一徳，鈴木浩一，鈴木敬一，林宏一，稲崎富士
16）河川堤防施設に対する GPR探査の標準仕様検討及びデータベース試作業務報告（その 2）―標
準技術仕様案の検討と DB試作―［物理探査学会　第 133回学術講演会講演論文集，（2015）］（査
読無）
山下善弘，横田俊之，高橋一徳，鈴木浩一，鈴木敬一，林宏一，稲崎富士
17）Full polarimetric UWB GB-SAR for damage assessment of wooden building structures [Proc. 
IEEE Int. Geoscience and Remote Sensing Symp., (2015)]（査読有）
C. N. Koyama, Y. Iitsuka, K. Takahashi, and M. Sato
18）Estimation of vertical velocity profi le by multistatic GPR Yakumo [Proc. IEEE Int. Geoscience 
and Remote Sensing Symp., (2015)（査読有）
L. Yi, K. Takahashi, and M. Sato
19）Array GPR system “Yakumo” for natural disaster mitigation [Proc. 8th International
Workshop on Advanced Ground Penetrating Radar, (2015)]（査読有）
M. Sato and K. Takahashi
20）Development of multi-path linear array radar using 10-20 GHz [Proc. 8th International
Workshop on Advanced Ground Penetrating Radar, Florence, （2015)]（査読有）
Y. Mori, Y. Asano, T. Yumii, K. Doi, K. Takahashi, and M. Sato
21）媒質近傍に置かれたアンテナからの電磁波放射―地中レーダへの応用―［信学技報 EMT2015-
20， （2015）， 65-70］（査読無）
佐藤源之，高橋一徳，麻谷由香，飯塚康
22）Design of Wideband Small Spiral Antenna for SAR [Proc. IEEE 4th Asia-Pacifi c Conference 
on Antennas and Propagation, (2015)]（査読有）
Y. Iitsuka, C. N. Koyama, K. Takahashi, and M. Sato
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荒武　賢一朗　　　ARATAKE Kenichiro　　　准教授
生年月日／ 1972年 12月 21日
東北アジア研究センター寄附研究部門上廣歴史資料学研究部門
出身学校
花園大学・文学部・史学科　1995年卒業
出身大学院
関西大学・文学研究科・史学専攻博士課程　2004年修了
取得学位
博士（文学）関西大学　2004年
略歴
1996年～ 2006年 大阪市史料調査会　調査員
2006年～ 2009年 独立行政法人日本学術振興会　特別研究員
2010年～ 2012年 関西大学文化交渉学教育研究拠点　助教
2012年～現在 東北大学東北アジア研究センター　准教授
研究経歴
2014年～現在　近世・近代日本の屎尿流通
2014年～現在　近世・近代日本の商家経営
所属学会
近世史フォーラム，大阪歴史学会，宮城歴史科学研究会，日本史研究会，明治維新史学会，社会経済
史学会，市場史研究会
学会活動
近世史フォーラム　代表委員　2012年～現在
宮城歴史科学研究会　研究委員　2012年～現在
歴史学フォーラム実行委員会　委員　2014年～現在
専門分野
日本史　日本経済史　古文書学　日本近世
研究課題
・2012～継続中　近世日本の商業と交流
・2014～継続中　近世・近代日本における屎尿流通の基礎的考察
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研究キーワード
日本近世史，近代史，経済史，古文書学　日本史
報道（2015年 4月～ 2016年 3月）
・東北大学リベラルアーツ サロン　地域の歴史を豊かに（出演 執筆　新聞　河北新報）　2015年 9月
・天草五橋開通 50周年（出演 執筆　新聞　熊本日日新聞）　2016年 1月
・村絵図 11点初公開（資料提供　新聞　大崎タイムス）　2016年 3月
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
・白石市教育委員会平成 27年度第 1回文化財講演会（講演会　セミナー）
2015年 6月～ 2015年 6月
・利府町教育委員会主催歴史シンポジウム「中世　近世の宮城郡」（講演会　セミナー）
2015年 7月～ 2015年 7月
・第 36回東北大学リベラルアーツ サロン（公開講座）　2015年 8月～ 2015年 8月
・多賀城史遊館ボランティアガイド研修会　天童家ゆかりの地を訪ねて（講演会　セミナー）
　2015年 10月～ 2015年 10月
・村山市教育委員会　教養としての徳内學講座Ⅲ（公開講座）　2015年 12月～ 2015年 12月
・白石市第 35回公民館まつり　みんなで古文書を作ってみよう（展示会）
2016年 3月～ 2016年 3月
オープンキャンパス・研究所公開等（2015年 4月～ 2016年 3月）
・片平まつり 2015　「歴史資料の解読と保全　～くずし字を書いてみよう～」　2015年 10月
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
東北大学東北アジア研究センター編集出版委員　2015年 4月～現在
東北アジア研究センター編集委員会叢書 報告担当副主任　2015年 4月～現在
東北大学大学院文学研究科東北文化研究室　研究員　2015年 4月～現在
東北大学学際研究重点プロジェクト「世界発信する国際日本学・日本語研究拠点形成」　研究分担者　
2015年 4月～現在
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（学部教育）
古文書学　2013年～現在
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 近世日本における農村と都市の関係―下屎取引を中心に―［シカゴ大学歴史学部 東アジア研究所国
際シンポジウム］
（2015年 6月 19日～ 2015年 6月 19日，アメリカ合衆国，シカゴ）口頭（一般）
・ Meiji Restoration and the Night Soil Problem [Heidelberg University ’Global History and Meiji 
Restoration’]
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（2015年 7月 4日～ 2015年 7月 4日，ドイツ，ハイデルベルク）口頭（一般）
・ くずし字解読の意義―各分野の研究をクロスさせる―［’Shifting Perspectives on Media and 
Materials in Early Modern Japan’］
（2015年 7月 5日～ 2015年 7月 5日，イギリス，ロンドン）口頭（一般）
・ Public Goods Provision in the Early Modern Economy［第 17回世界経済史会議］
（2015年 8月 3日～ 2015年 8月 7日，京都）口頭（一般）
・ 都市と村落の関係史―食糧供給と肥料問題を中心に―［広州日中友好ふれあいの場：第 3回日本学
研究フォーラム］
（2015年 8月 26日～ 2015年 8月 26日，中国，広州）口頭（招待 特別）
・ 歴史資料の保全と活用［東北大学東北アジア研究センター創設 20周年国際シンポジウム］
（2015年 12月 5日～ 2015年 12月 6日，日本国，仙台市）口頭（一般）
国内会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 19世紀日本の屎尿流通と社会的変化―大坂地域を事例として―［社会経済史学会大会第 84回全国
大会］　（2015年 5月 31日～ 2015年 5月 31日，東京）口頭（一般）
・ 近世大坂の自治と「支配」―公共財供給との関連から―［社会経済史学会近畿部会夏季シンポジウ
ム］　（2015年 8月 22日～ 2015年 8月 22日，大阪）口頭（一般）
・ 天草諸島の人口増大と産業の形成［近世史フォーラム 2015年 10月例会］
（2015年 10月 17日～ 2015年 10月 17日）口頭（一般）
・ 近世大坂と伊勢湾地域の商業的結びつき：商人たちの活動と物資輸送［日本福祉大学知多半島総合
研究所第 28回歴史 民俗部研究集会］
（2015年 11月 14日～ 2015年 11月 14日，愛知県半田市）口頭（招待 特別）
その他研究活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
The University of Chicago 2015 Reading Kuzushiji Workshop（アメリカ・シカゴ大学くずし字ワー
クショップ 2015）　講師
2015年 6月 15日～ 2015年 6月 19日
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
基盤研究（C）　2015年 4月～現在
［17s　19世紀日本列島における屎尿流通の基礎的考察］
著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）通説を見直す―16s　19世紀の日本（執筆担当部分）第６章　日本列島市場論の提起と近世の特質　
165s　202頁．［清文堂出版，（2015）5月］
平川新編
2）奈良市璉䚭寺の歴史と下間家文書目録―平城京紀寺と西本願寺坊官下間家―（執筆担当部分）下
間家の歴史（近世　近代）37頁 s　40頁．［大阪樟蔭女子大学璉䚭寺（紀寺）総合学術調査団，（2015）
6月］
長谷川伸三，荒武賢一朗，中村直人，堀裕，平松良順
－ 277－
寄附研究部門　上廣歴史資料学研究部門
3）世界遺産を学ぶ―日本の文化遺産から―（執筆担当部分）第 3章　地域史研究からみた世界遺産　
67s　85頁．［東北大学出版会，（2015）12月］
入間田宣夫、仲野義文、荒武賢一朗
4）世界とつなぐ　起点としての日本列島史（執筆担当部分）序章 3頁 s　13頁、第 3章 88頁 s　118
頁．［清文堂出版，（2016）2月］
荒武賢一朗編
5）東北からみえる近世　近現代―さまざまな視点から豊かな歴史像へ―（執筆担当部分）序章 7頁 s　
21頁、第 1章 25s　58頁．［岩田書院，（2016）3月］
荒武賢一朗編
6）江戸時代近江の商いと暮らし：湖国の歴史資料を読む（執筆担当部分）第１章「奥州　瀬上宿　
近江屋与十郎家の同族関係と経営」109頁 s　129頁．［おうみ学術出版会，（2016）3月］
宇佐美英機，青柳周一，荒武賢一朗
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）歴史のなかの海運と沿海社会―日本列島の南と北―．［月刊地理，60（10），（2015），40-47］査読無、
荒武賢一朗
総説・解説記事（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）戦争が農村を変える―戦時期海軍工廠の設置過程―．［歴史学フォーラム実行委員会歴史学フォー
ラム 2014の記録，（2015），29-34］
荒武賢一朗
2）宮城県で発見された尼港事件の記録：平間儀佐久「尼港惨劇史」．［東北大学東北アジア研究センター
東北アジア研究，（20），（2016），73-98］
平間義春，荒武賢一朗
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
近世日本の経済史、古文書（文献資料）に関する研究を進め、口頭発表や諸論考をまとめることが
できた。詳しくは以下、3点に集約しておきたい。
第一は、17世紀から 19世紀の日本列島における屎尿流通に関する研究が挙げられる。著書『屎尿
をめぐる近世社会―大坂地域の農村と都市―』（清文堂出版、2015年 1月刊）で確認した成果を基礎
として、2015年度より科学研究費補助金基盤研究（C）「17～ 19世紀日本列島における屎尿流通の基
礎的考察」の交付を受け、関係資料の収集とその分析にあたっている。これまでの研究では、江戸時
代から明治時代の大坂（大阪）地域を対象に検討してきたが、それをふまえて全国的な屎尿に関する
資料の所在調査を実施し、各地の特徴を把握する作業を進めているところである。その成果の一部は、
社会経済史学会大会（2015年 5月）、ドイツ・ハイデルベルク大学で開催された国際シンポジウム（2015
年 7月）、中国・中山大学の日本学研究フォーラム（2015年 8月）で口頭発表をおこなった。目下の
ところ、宮城県のほか、愛知県・東京都・福岡県・山形県の自治体史を点検し、それぞれの流通につ
いてアウトラインを描いてきた。これらをもとに、農業肥料の利用、農地における土壌形成の歴史な
どを含めた実証的研究を深めていきたい。
第二としては、江戸時代における武士の存在形態、および武士と商人の関係について考察をおこなっ
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た。2013年度から研究分担者を務める科学研究費補助金基盤研究（B）「近世・近代移行期における
公共財供給と『地域社会』―比較史の視点から―」（研究代表者：谷本雅之東京大学大学院経済学研
究科教授）で取り組んでいる課題であり、江戸時代の財政史を解明すること、また当時の武士と民間
社会の関係を明らかにすることを目標にしている。成果のひとつには、近世日本における大名家財政
と商人による貸付金をテーマとして、編著『東北からみえる近世・近現代―さまざまな視点から豊か
な歴史像へ―』（岩田書院、2016年 3月刊）へ論文を掲載した。また、2015年 8月に京都で開催され
た第 17回世界経済史会議（WEHC）において口頭発表しているほか、18世紀大坂における自治の問
題をからめた公共財供給（Public Goods）のあり方を具体的な歴史資料に基づいて分析した。ここで
は従来の研究で取り上げられなかった徴税・諸負担の裏返しとなる社会的還元の内実を明らかにしよ
うと考えている。その点について、江戸時代の資料に依拠しながら、仙台藩・新庄藩（現山形県）・
松代藩（現長野県）・土佐藩（現高知県）などの大名家で、支出費目・金額を詳しく確認する作業を
実施した。これによって、18世紀から 19世紀の日本では領主が領民に対してどのような公共財を提
供しているのか、また政治運営のなかで重点政策として履行したのは何か、といった諸課題を明らか
にしていきたい。一方で、江戸時代の大名家財政は「大名貸」と言われる商人からの借金に依存して
いた。その点で重要な役割を果たしたのは江戸・大阪・京都の商人たちであった。東北大学附属図書
館狩野文庫には、江戸時代後期に大名貸を手広く展開していた大阪商人・井上市兵衛家の日記・記録
が保存されている。この資料は経済史研究においてほとんど触れてこられなかったものだが、大名家
と商人の関係を解き明かす多くの情報を集積していたことがわかった。日記や記録の内容をもとに大
名家と商人の相互補完関係、そして社会的対応について詳しく調査を進め、その成果の一部は、編著『世
界とつなぐ　起点としての日本列島史』（清文堂出版、2016年 2月刊）に論文を掲載している。
第三には、19世紀における商家の経営と取引関係の具体相をテーマに検討を重ねている。その中核
的課題は、現在調査・整理を進めている歴史資料「宮城県白石市・渡辺家文書」の内容を理解し、商
業経営や地域経済の歴史を明らかにすることである。渡辺家は、江戸時代より現在の宮城県白石市に
本拠を定め、呉服・醸造・紙などの多角的経営をおこない、当地の社会を主導する役割を担っていた。
さらに重要であるのは、広域的商業ネットワークと、ローカルな取引関係をつなぐ存在として経済・
文化の発信に欠かせない存在でもあった。この渡辺家の事例を中心に、いくつかの商家について研究
を進めている。
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高橋　陽一　　TAKAHASHI Yohichi　　助教
生年月日／ 1977年 8月 19日
東北アジア研究センター寄附研究部門上廣歴史資料学研究部門
出身学校
東北大学・文学部・人文社会学科・日本史専攻　2001年卒業
出身大学院
東北大学・文学研究科・歴史科学専攻日本史専攻分野博士課程　2009年修了
取得学位
博士（文学）東北大学　2009年
略歴
2008年～ 2009年  東北大学東北アジア研究センター防災科学研究拠点グループ　リサーチアシスタ
ント
2009年～ 2010年 東北大学百年史編纂室　教育研究支援者
2009年～ 2012年 東北大学大学院文学研究科　専門研究員
2010年～ 2012年 岩沼市史編纂室　市史編纂専門員
2012年～現在 東北大学東北アジア研究センター　助教
2013年～現在 東北学院大学　非常勤講師
2015年～ 2016年 尚絅学院大学　非常勤講師
研究経歴
2000年～現在　日本近世史の研究に従事
2011年～現在　歴史資料保全についての研究に従事
所属学会
東北史学会，歴史学研究会，日本史研究会，宮城歴史科学研究会，交通史学会，地方史研究協議会，
関東近世史研究会，日本温泉地域学会
学会活動
宮城歴史科学研究会　事務　2012年～現在
専門分野
日本近世史
研究課題
・日本近世旅行史の研究
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・藩領社会史の研究
・歴史資料保全と地域行政
研究キーワード
日本近世史．旅．仙台藩．温泉．風景．歴史資料保全
報道（2015年 4月～ 2016年 3月）
『河北新報』2015年 7月 6日朝刊「古文書で浸る青根温泉 500年　不忘閣で展示　客足回復の契機に」
（宮城県川崎町佐藤仁右衛門家文書の展示紹介）
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
宮城県川崎町佐藤仁右衛門家（旅館「不忘閣」）の古文書展示をプロデュースした
行政機関・企業・NPO等参加（2015年 4月～ 2016年 3月）
NPO法人宮城歴史資料保全ネットワーク会員として、古文書をはじめとする文化財の保全活動に従
事している
2003年 8月～現在
オープンキャンパス・研究所公開等（2015年 4月～ 2016年 3月）
「東北大学片平まつり」にて、体験型展示ブース「歴史資料の解読と保全～くずし字を書いてみよう～」
を出陳した
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
広報情報委員会　2012年 4月～現在
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（他大学）
生活文化史　2013年～現在
地域文化論　2015年～ 2016年
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 江戸時代の松島と旅人たち［おくの細道松島海道総会］
（2015年 5月 9日～ 2015年 5月 9日，宮城県宮城郡松島町）口頭（招待　特別）
・ 近世の自然景観と領主・地域社会―出羽国象潟の開田をめぐって―［上廣歴史資料学研究部門共同
研究「旅と交流にみる近世社会」研究報告会］
（2015年 9月 1日～ 2015年 9月 1日，広島市）口頭（一般）
・ 近世における旅の行程とその特徴―道中日記の統計的分析―［2015年度東北史学会大会］
（2015年 10月 4日～ 2015年 10月 4日，仙台）口頭（一般）
・ 江戸時代の旅を読み解く～道中日記と紀行文の世界～［山形県立博物館古文書歴史講座］
（2015年 11月 7日～現在，山形市）口頭（招待　特別）
－ 281－
寄附研究部門　上廣歴史資料学研究部門
国内会議主催・運営（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ シンポジウム「磐井の江戸時代をほりおこす―一関市大東町金家文書の世界―」
　（2015年 6月 20日～ 2015年 6月 20日，仙台市）［主催］企画・司会進行
・ 講演会「近代の戦争と宮城」
（2015年 10月 31日～ 2015年 10月 31日，仙台市）［主催］運営補助
・ 講座：地域の歴史を学ぶ　◎岩出山Ⅳ　岩出山城の謎にせまる
（2015年 11月 21日～ 2015年 11月 21日，宮城県大崎市岩出山）［主催］運営補助
科学研究費補助金獲得実績（文科省・学振）（2015年 4月～ 2016年 3月）
若手研究（B）　2014年 4月～ 2017年 3月
［日本近世における旅の歴史的特質の解明］，研究代表者
基盤研究（C）　2015年 4月～ 2018年 3月
［近世東北地方における自然資源の利用　管理と地域社会に関わる歴史学的研究］，研究分担者
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）石碑のある風景―近世の旅行者と松島―．［書道美術新聞《別冊》　千書万香，（26），（2015），20-
28］，査読なし（再録）
高橋陽一
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
私は日本近世（江戸時代）の旅について研究しており、科研費若手研究（Ｂ）「日本近世における
旅の歴史的特質の解明」の交付を受け、史料の調査（撮影・複写による古文書の収集）と解読・分析
作業を進めている。近世は「旅の時代」ともいわれ、現代のごとく旅が庶民文化の１つとして社会に
定着していた時代である。旅を詳細に検証することにより、当時の社会の特性を浮き彫りにでき、ひ
いては人の移動や交流といった観点から新たな歴史像を構築することも可能となるだろう。
2015年度は当該科研費交付 2年目であり、研究成果のまとめに向けた準備を行う 1年であった。具
体的には、前年度に引き続き近世における旅行者の記録（道中日記・紀行文）の収集と解読を進める
と共に、旅の年代・行程に関する基礎データを作成していった。このデータから読み取れる旅の特徴
については、2015年度東北史学会大会で報告しており、2016年度刊行予定の拙著『近世旅行史の研究』
でも詳しく発表する予定である。日本の前近代の旅に関する基礎データはこれまで公表されておらず、
有意義だろう。
　また、同じ科研費を利用し、旅先となる地域側の検証も続けている。2015年 8月と 2016年 3月には、
秋田県にかほ市の象潟郷土資料館にて史料調査を実施し、近世の象潟に関する文献を写真撮影した。
象潟は松尾芭蕉が訪れたことでも知られる景勝地で、島々と潟が織りなす景観は松島と並び称されて
いた。しかし、文化元年（1804）の大地震により土地が隆起し、その後開田も進められ、景観は一変
した。現在、開田に至る経緯と実情を領主・地域住民双方の観点から検証しようと試みており、景勝
地変容の（現代とは異なる）近世的な論理が浮かび上がってくることが期待される。この検証結果は、
所属している研究部門の共同研究「旅と交流にみる近世社会」の成果論文集において発表する予定で
ある。
　一方、研究分担者として交付を受けた「近世東北地方における自然資源の利用・管理と地域社会に
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関わる歴史学的研究」に関しては、岩手県一関市の旧家の古文書調査を実施しており、成果の一端を
公表するシンポジウム「磐井の江戸時代をほりおこす―一関市大東町金家文書の世界―」を企画・開
催した。調査によって確認された古文書の総点数は 10万点にも上るとみられ、前近代の山間村落の
実態的な営みが復元されることが期待される。2015年度には、古文書の全体像把握のため目録作成に
とりかかった。
　2012年度から調査及び保全活動を実施している宮城県川崎町の温泉旅館「不忘閣」の古文書（佐藤
仁右衛門家文書）については、2015年 6月より旅館内で古文書の展示を開始している。蔵王山麓に位
置し、火山活動の風評被害を受けている地域への明るい話題として、新聞紙面でも取り上げられた。
古文書の撮影作業は地元の方々と共同で実施しており、今後も継続しつつ解読の方も進め、新たな地
域史の発見につなげたい。
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友田　昌宏　　TOMODA Masahiro　　助教
生年月日／ 1977年 3月 20日
東北アジア研究センター寄附研究部門上廣歴史資料学研究部門
出身学校
早稲田大学・教育学部・社会科地理歴史専修　1999年卒業
出身大学院
中央大学・文学研究科・日本史専攻博士課程　2008年修了
取得学位
（史学）中央大学　2008年
略歴
2008年～ 2012年 中央大学文学部　兼任講師
2009年～ 2012年 早稲田大学大学史資料センター　非常勤嘱託
2009年～現在 中央大学政策文化総合研究所　客員研究員
2012年～ 2013年 町田市立自由民権資料館　嘱託（学芸担当）
2013年～現在 東北大学東北アジア研究センター　助教
所属学会
史学会，明治維新史学会，東アジア近代史学会，中央史学会，国史学会，東北史学会，日本風俗史学会，
宮城歴史科学研究会
学会活動
東アジア近代史学会　理事　2012年～ 2014年
専門分野
日本近代政治史
研究課題
・宮島誠一郎の研究
・近代日本におけるアジア主義の展開
・敗者にとっての明治維新
研究キーワード
戊辰戦争・「白河以北一山百文」・宮島誠一郎
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報道（2015年 4月～ 2016年 3月）
歴史ファンでにぎわう―岩出山吾妻家文書整理速報展―（企画協力　新聞　大崎タイムス）　
2015年 10月
学外の社会活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ 「岩出山古文書を読む会」中級講座（公開講座）　2014年 1月～現在
・ 「上廣歴史資料学研究部門古文書講座（公開講座）　2014年 5月～現在
・ 「山形県立博物館平成 26年度古文書歴史講座（主催：山形県立博物館、協力：東北大学東北アジア
研究センター上廣歴史資料学研究部門）（講演会　セミナー）　2015年 2月～現在
・ 「米沢有為会史談会（講演会　セミナー）　2015年 7月～ 2015年 7月
・ 「吾妻家文書整理速報―北に渡った開拓者たち―（主催：岩出山古文書を読む会、監修：東北大学
東北アジア研究センター上廣歴史資料学研究部門）（展示会）　2015年 10月～ 2015年 10月
・ 「近代の戦争と宮城（主催：東北大学東北アジア研究センター上廣歴史資料学研究部門、共催：仙
台市歴史民俗資料館）（講演会　セミナー）　2015年 10月～ 2015年 10月
・ 「講座：地域の歴史を学ぶ　岩出山Ⅳ　岩出山城の謎にせまる！（主催：東北大学東北アジア研究
センター上廣歴史資料学研究部門、岩出山古文書を読む会、共催：大崎市岩出山公民館）（講演会　
セミナー）　2015年 11月～ 2015年 11月
・ 「はじめての「くずし字」―江戸時代の仙台を読む―（主催：仙台市博物館、共催：東北大学上廣
歴史資料学研究部門）（公開講座）　2016年 2月～ 2016年 3月
・ 「山形県立博物館平成 27年度古文書歴史講座（講演会　セミナー）　2016年 2月～ 2016年 2月
行政機関・企業・NPO等参加（2015年 4月～ 2016年 3月）
ＮＰＯ法人宮城歴史資料保全ネットワーク（ＮＰＯ）災害科学国際研究所歴史資料保存分野研究室に
て行われている被災資料の保全活動に週 2日参加
2013年 10月～現在
オープンキャンパス・研究所公開等（2015年 4月～ 2016年 3月）
片平まつり「歴史資料の読解と保全～くずし字を書いてみよう～」（2015年 10月 10・11日）
学内活動（2015年 4月～ 2016年 3月）
研究推進委員会　2014年 4月～現在
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
（他大学）
米沢女子短期大学（史料演習）　2015年～ 2015年
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）『大隈重信関係文書』の年代推定に関する覚書．［早稲田大学史記要，47，（2016），43-133］友田昌
宏（査読無・依頼）
2）史料紹介「名家尺牘」（青木晃家文書）第二巻．［自由民権，（29），（2016），58-80］友田昌宏（査
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読無・依頼）
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
①講演「西南戦争と旧仙台藩士」
2015年 10月 31日、上廣歴史資料学研究部門は仙台市歴史民俗資料館との共催で講演会「近代の
戦争と宮城」を開催し、私は企画立案とともに、「西南戦争と旧仙台藩士」と題して講演させてい
ただいた。
本報告では、まず、西南戦争の際、当初士族を対象として行われた臨時巡査の徴募の実態を考察
した。臨時巡査の徴募についてはすでに大日方純夫「西南戦争における『巡査』の臨時徴募」（『日
本歴史』362号、1978年）という先駆的な研究があるが、これは政府首脳の側から当該問題の意義
を示したもので、地域の具体的な実態の解明という点では、いまだ手つかずであった。とりわけ、
今回、私は北海道立文書館所蔵の「十文字家文書」を主たる史料として、臨時巡査の応募者が多かっ
た宮城県をフィールドにこの問題に迫った。宮城県では、士族に巡査への応募を促すための方法と
して、旧仙台藩の有力者、具体的には一門・一家といった家格出身者、さらには旧仙台藩主に士族
への説諭が要請されたが、そこで旧仙台藩の藩政の在り方、戊辰戦争処分のひずみ、さらには伊逹
家の御家事情などが、徴募の足枷として浮上するのである。そして、最終的には旧陪臣層を含む平
民にまで徴募と間口を広げていく。
以上のように徴募には困難がともなったが、にもかかわらず、徴募に応じて臨時巡査として戦地
に出征した旧仙台藩士たちの士気は非常に軒昂であった。そこには戊辰戦争の雪辱の意識があった。
この点はすでに指摘されているところだが、『仙台新聞』の記事、とくに出征した旧仙台藩士が戦
地から寄せた漢詩を材料としてその意識を具体的に跡付けた。戊辰の敗戦以来、はじめて勝者の立
場に立った旧仙台藩士のなかには、その優越感から薩軍に対してあからさまに侮蔑の言葉を投げか
けるものもあったが、かつての敗者としての立場から、今回の戊辰の雪辱が薩軍の犠牲のうえに成
り立っているものであることを認識し、薩摩の士風に畏敬の念さえ寄せる上遠野秀宣のような人物
もいた。そして、西南戦争により戊辰戦争の雪辱を果たした旧仙台藩士たちは、戦争終結後、戊辰
戦争戦死者の慰霊碑を建立するのである。
最後に西南戦争後の宮城県下の士族たちの動向についても考察を加えた。戦争終結後、凱旋した
臨時巡査たちの動向は士族たちの動向は宮城県下でも大いに危惧されるところであった。慰労金の
額に不服を持つ元臨時巡査が政府に反感を抱き、当時勃興の兆しを見せつつあった自由民権運動に
合流するのではないか、逆に慰労金に手にすることで慢心が生じ恒産を立てる気力を失ってしまう
のではいか、といった懸念があったのである。そのようななか、一部の士族たちは慰労金を元手と
して士族授産事業を起こすことを計画する。おりしも、県下の士族たちに秩禄公債証書が下された
こともあり、士族会議が開かれ、その結果、第七十七銀行が彼らの手で開設され、県下の士族授産
事業に貢献することになるのである。
半年以上にわたって続いた西南戦争は全国的内乱に発展する可能性のあったという点で、数日の
内に鎮定された佐賀の乱・萩の乱といった他の士族反乱と大きく異なる。当然、東北地方もこの戦
争と無縁ではありえなかった。この講演会をきっかけに西南戦争に先祖が従軍し関連史料をお持ち
だという方から御連絡いただき、実際に史料を見せていただいた。西南戦争に従軍した旧久保田（秋
田）藩士・旧米沢藩士の記録であり、いずれも貴重なものであった。今後、宮城だけでなく東北全
体からこの戦争のもつ意義を解明していきたいと考えている。
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②「『大隈重信関係文書』の年代推定に関する覚書」
論文としては「『大隈重信関係文書』の年代推定に関する覚書」を公表する機会に恵まれた。『早
稲田大学史記要』第 47号（2016年 2月）掲載されたもので、着任以前に編集に携わった『大隈重
信関係文書』（1巻～ 11巻）に関する成果である。本稿では同書集録の大隈宛書翰の年代がどのよ
うに比定されていったのか、31の事例を掲げて具体的に示している。今後、同様の書翰集の刊行さ
れる際の参考になることを願い早稲田大学大学史資料センターの依頼をうけて執筆した。
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金　賢貞　　KIM HYEON JEONG　　助教
生年月日 ／ 1976年 7月 14日
東北アジア研究センター研究支援部門学術交流分野
出身学校
韓国・同徳女子大学校・日語日文学科　2000年卒業
出身大学院
日本・筑波大学・人文社会科学研究科・歴史・人類学専攻修士課程（5年一貫制）　2004年修了
日本・筑波大学・人文社会科学研究科・歴史・人類学専攻博士課程（5年一貫制）　2007年修了
取得学位
学士（文学）同徳女子大学校　2000年
修士（文学）筑波大学　2004年
博士（文学）筑波大学　2007年
略歴
2012年～現在　東北大学東北アジア研究センター　助教
研究経歴
2008年　韓国文化財庁研究プロジェクト「韓国重要無形文化財の管理改善及び拡大について」共同研
究員
2008～ 2009年　韓国研究財団 優秀研究支援研究（基礎研究・課題番号 B00810）「Study for
Mechanism of Intangible Properties Protection Policy in Japan: Focused on Corresponding to 
UNESCO’s World Intangible Heritage Policy」責任研究員
2009年　韓国文化財庁研究プロジェクト「韓国の無形遺産における代表目録の分類体系並びに基礎資
料の研究」共同研究員
2009～ 2012年　韓国研究財団　博士後国内研修研究（課題番号 B00029）「Study for Aging and 
Ordinary Life Arena of the Aged in Contemporary Japanese Society: Focused on ‘Social 
Participation’ and ‘inter-generational Communication’」
2010年　韓国　文化財保護財団　アジア・太平洋無形文化遺産センター　研究プロジェクト「アジア・
太平洋無形文化遺産センターの中長期情報化戦略計画（ＩＳＰ）の樹立」共同研究員
2008～ 2010年　「文化財保護制度における世界遺産条約の戦略的受容と運用に関する日韓比較研究
（課題番号 20320133）」（平成 20年度～平成 22年度科学研究費補助金（基盤研究 B））研究協力者
2009～ 2011年　「『伝承・習い事』文化における継承と生涯学習の現代的課題に関する日中韓比較研
究（課題番号 21330178）」（平成 21年度～平成 23年度科学研究費補助金（基盤研究 B））研究協力者
2010～ 2012年　「文化遺産ガバナンスと社会関係資本の構築と実践に関する民俗学的研究（課題番号
22・00007）」（平成 22年度～平成 24年度科学研究費補助金（特別研究員奨励費）研究分担者
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所属学会
日本民俗学会
専門分野
文化人類学・民俗学、特に祝祭・儀礼文化論、地域社会論、文化政策・制度論、地域研究
研究課題
・韓国社会における負の近代遺産政策と地域社会
・韓国におけるナショナリズムと土着文化
・自然災害と地域社会の再編
研究キーワード
まちづくり，文化遺産（財），市民参加，祭り，ナショナリズム，ツーリズム，日韓比較研究
担当授業科目（2015年 4月～ 2016年 3月）
「文化人類学」（全学教育授業）
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
現代韓国における日本式建築物の観光資源化 :「九龍浦（クリョンポ）近代文化歴史通り」（ῂ⬷䙂G⁒
╖ⶎ䢪㡃㌂ỆⰂ）を事例に［日本民俗学会年会第 67回年会］
（2015年 10月 10日～ 2015年 10月 11日）シンポジウム　ワークショップ　パネル（指名）
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）韓国民俗学は「当たり前」を捉えうるか :韓国国立民俗博物館の２つの民俗誌（2007～ 14年）を
中心に．［日常と文化，2，（2016）］（査読無し・招待論文）
金賢貞
2）（１論文の韓国語訳）䞲ῃ⹒㏣䞯㦖G˄╏㡆˅ 䞲Gộ㦚G╖㌗䢪䞶G㑮G㧞⓪Ṗ fa 䞲ῃGῃⰓ⹒㏣⹫ⶒὖG⹒
㏣㰖（2007～ 14⎚）⯒G㌂⪖⪲．［日常と文化，2，（2016）］（査読無し・招待論文）
ₖ䡚㩫
3）（１論文の中国語訳）韩国民俗学能否捕捉「理所当然」―以韩国国立民俗博物馆的䫆篇民俗志（2007
～ 14年）为中心―［日常と文化，2，（2016）］（査読無し・招待論文）
本年度の研究成果の研究史上の意義・新知見など
2015年度の研究成果は 2つに大別できる。
第一に、日本学術振興会科学研究費助成事業若手研究（Ｂ）「韓国地域社会における社会関係資本
の生成・変化とローカリティ構築に関する実証的研究」（2014～ 2017年）における韓国現地でのフィー
ルドワークの進展である。近年、人文社会科学の広い分野で注目されている多様な観光現象に焦点を
当てて、韓国の南東部に位置する慶尚北道浦項市九龍浦の「近代文化歴史通り」における観光資源化
と観光者の観光経験についてミクロに調べ、文献や口述資料などを多数入手できた。イギリスの観光
学を中心に盛んに議論されているダーク・ツーリズム（dark tourism）や、日本でも 2000年代以降
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議論されている内発的観光開発（endogenous tourism development）の概念やそれにもとづく研究
に資することのできる事例研究としての有効性が確認できた。
第二に、日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究（Ａ）「東アジア〈日常学としての民俗学〉の
構築に向けて：日中韓と独との研究協業網の形成」（2014～ 2018年）によって 2015年から刊行して
いる国際学術雑誌『日常と文化』2号（2016年 3月）に「韓国民俗学は『当たり前』を捉えうるか―：
韓国国立民俗博物館の 2つの民俗誌（2007～ 14年）を中心に―」を掲載したことが挙げられる。『日
常と文化』は、日中韓の民俗学における本質主義的な「民俗」概念の規定や研究対象の設定などに疑
問を呈し、「日常」をキーワードに新たな民俗学のあり方を展望するために日中韓の民俗学者たちが
集まって議論し合う場として設けられたものである。上記の論文は、日本や中国の民俗学においてま
だ試みられたことのない「サルリムサリ民俗誌」など、韓国の国立民俗博物館で刊行している民俗誌
に焦点を当てて韓国民俗学の新たな潮流の意味を分析したものであり、韓国語・中国語に翻訳され、
掲載されている。
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前田　しほ　　MAEDA Shiho　　助教
生年月日 1976年 4月 19日
東北アジア研究センター研究支援部門
出身大学院
北海道大学・文学研究科博士課程　2006年修了
取得学位
博士（文学）北海道大学　2006年
略歴
2002年～ 2009年 室蘭工業大学工学部　非常勤講師
2006年～ 2006年 札幌大学外国語学部　非常勤講師
2007年～ 2011年 北海道大学大学院文学研究員　専門研究員
2008年～ 2009年 伊達赤十字看護専門学校　非常勤講師
2008年～ 2009年 総合シンクタンク（社）北海道総合研究調査会　臨時職員
2009年～ 2009年 北海道大学スラブ研究センター　非常勤研究員
2009年～ 2010年 ロシア国立人文大学　研究生
2010年～ 2014年 北海道大学スラブ研究センター　学術研究員
2014年～ 2016年 3月 東北大学東北アジア研究センター　特任助教
所属学会
日本ロシア文学会，ASEEES
専門分野
ロシア文学 文化
研究課題
旧ソ連・社会主義圏の戦争記憶・戦争文学、現代ロシア文学・文化における女性イメージ
研究キーワード
戦争　記憶　ジェンダー　セクシュアリティ　カルチュラル・スタディーズ　文学　ソヴィエト　ロ
シア　表象
国際会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
・ Изображения матерей и жен в советской военной культуре и литературе, XII Международной 
конференции славистов. Большие темы культуры в славянских литературах. «СТАРОСТЬ»
　（2015年 5月 15日）
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・ Gender Hierarchy in Soviet Russian Memorial of the Great Patriotic War, ICCEES the IX World Congress
　（2015年 8月 5日）
国内会議　発表・講演（2015年 4月～ 2016年 3月）
ワレンチン・ラスプーチン『生きよ、そして記憶せよ』の脱走兵と匿う女の表象 :ソヴィエト戦争神
話の脱／再構築，2015年度日本ロシア文学会東北支部第 17回研究発表会　 2015年 7月 4日
著書（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）前田しほ（担当 :共著，範囲 :Нарратив и репрезентация женщины на войне. Миф войны и публицистика 
С. Алексиевич «У войны не женское лицо») Дальний Восток, близкая Россия: эволюция русской 
культуры с евразийской перспективы, Логос 2015年 7月
研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）スターリングラード攻防戦の記憶をめぐる闘争：象徴空間としての戦争記念碑，思想，1096，153-
170　2015年 7月
前田しほ
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町　澄秋　　MACHI Sumiaki　　助教
生年月日 1982年 11月 5日
東北アジア研究センター研究支援部門
出身学校
金沢大学・理学部・地球学科　2006年卒業
出身大学院
金沢大学・自然科学研究科修士課程　2008年修了
金沢大学・自然科学研究科博士課程　2012年修了
取得学位
（理学）金沢大学　2012年
略歴
2012年～ 2014年 金沢大学自然科学研究科　博士研究員
2014年～ 2016年 3月 東北大学東北アジア研究センター　特任助教
研究経歴
2005年 04月～ 2012年 03月　飛騨外縁帯，小滝地域の超苦鉄質岩の岩石学的研究
2007年 07月～継続中　 ロシア極東ウスチベラヤ・オフィオライト :かんらん岩の溶融作用・交代作用・
蛇紋岩化
2013年 12月～継続中　東太平洋海膨ヘスディープから得られた斑れい岩類の岩石学
所属学会
日本地質学会
専門分野
岩石・鉱物・鉱床学，地質学
研究課題
・オフィオライトの地質学的研究
・マントルかんらん岩の岩石学的研究
・高速拡大海嶺下の火成作用
研究キーワード
岩石学，地質学，オフィオライト
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研究論文（2015年 4月～ 2016年 3月）
1）Desta, M. T., Ishiwatari, A., Machi, S., Arai, S., Tamura, A., Ledneva, G. V., Sokolov, S. D., 
Moiseev, A. V., Bazykev, B. A. (2015) Journal of Mineralogical and Petrological Sciences, 110 (6), 
249-275. Petrogenises of Triassic gabbroic and basaltic rocks from Chukotka, NE Russia: 
Eastern end of the 'arc-type' Siberian LIP?（査読あり）
専属教員以外の研究者の研究活動
（2015）
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山口 睦　YAMAGUCHI Mutsumi　教育研究支援者
論文
「県境をこえたもの、こえなかったもの―宮城県丸森町筆甫地区における放射線対策」『東北文化研究
室紀要』57、pp23-39、2016（査読なし）
口頭発表
「県境をこえたもの、こえなかったもの―宮城県丸森町筆甫地区を事例として」『日本文化人類学会第
49回研究大会』、大阪、2015年 5月（査読有り）
「観光資源としての零戦―茨城県阿見町予科練平和記念館を中心として―」東京、亜細亜大学研究会「聖
地とナショナリズム―日本の近代戦争の事例から―」、2016年 2月（査読無し）
モンゴル・中央アジア研究分野
ハイ センチゴアー　HAI Siqingaowa　教育研究支援者
学会発表
ハイ・セチンゴアー「インジャンナシの文学作品から見る西洋文明との接触について」第一回研究会　
口頭報告、2015年 11月 14日、長崎大学東京事務所
ハイ・セチンゴアー「作品を通して見るインジャンナシの信仰意識及び宗教観について」第二回研究
会　口頭報告、2016年 2月 14日、東北大学東北アジア研究センター
中国研究分野
盧 向春　LU Xiangchun　教育研究支援者
口頭発表
盧向春　毛昕平　明日香壽川、Impacts of climate change policy on steel market in Japan、日本環
境経済・政策学会 2015年大会、京都大学、2015年 10月 20日
佐々木公明　徳永幸之　盧向春、地域交通と住民の幸福――「アマルティア・センの潜在能力」を反
映した地域交通システムの評価、日本交通学会第 74回研究報告会、八戸学院大学、2015年 10月
10日
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ポスター発表
Xiangchun Lu, Xinping Mao and Jusen Asuka、Impacts of climate change policy on iron and steel 
industry of China、東北アジア研究センター研究成果報告会、東北大学、2016年 3月 6日
李 善姫　LEE Sunhee　専門研究員・教育研究支援者
雑誌論文
李善姫「移住女性の震災経験から問う日本の課題――なぜジェンダー平等と多様性が減災につながる
のか――」、『学術の動向』20-4、無、2015、26-33頁
李善姫「『外国人花嫁』として生きるという事――再生産労働と仲介型国際結婚」、『移民政策研究』7号、
無、2015、38-55頁
佐竹眞明・金愛慶・近藤敦・賽漢卓娜・李善姫・津田友里香・馬兪貞　「多文化家族への支援に向け
て―概要と調査報告―」、『名古屋学院大学論集（社会科学編）』51-4、無、2015、49-84頁
佐竹眞明・李仁子・李善姫・李原翔・近藤敦・津田友里香　「東北・宮城，東海・愛知における多文
化家族への支援　―調査報告―」、『名古屋学院大学論集（社会科学編）』52-2、無、2015、211-
236頁
金愛慶・馬兪貞・李善姫・近藤敦・賽漢卓娜・佐竹眞明・メアリーアンジェリン　ダアノイ・津田友
里香　「韓国の多文化家族に対する支援政策と実践の現況」、『名古屋学院大学論集（社会科学編）』
52-4、無、2016、114-144頁
学会発表
Sunhee LEE “Japan’s Post-3.11 Agenda and the Experiences of Migrant Women” JSAC2015 
international Conference, 2015年 5月 20日，在日カナダ大使館
李善姫「移住女性の震災経験とレジリエンス―東日本大震災からの問いかけ」、国立附置研究所・セ
ンター長会議　第 3部会シンポジウム、2015年 10月 2日、東京大学
図書
東日本大震災在日コリアン被災体験聞き書きプロジェクト編　『異郷被災――東北で暮らすコリアン
にとっての 3.11』、2015、総 390頁（135-140、270-277、304-307、344-348）荒蝦夷
国立大学附置研究所・センター長会議　第 3部会（人文・社会科学系）シンポジウム報告書『リスク
とどうつきあうか―ポスト 3.11の知恵―』、大沢真理・加藤孝明・李善姫・佐藤岩夫・池田恵子、
2016、総 62頁（21-32頁）、東京大学社会科学研究所
岡本 哲明　OKAMOTO Tetsuaki　教育研究支援者
口頭発表
岡本哲明，石井敦，米本昌平，沖村理史，児矢野マリ，大久保彩子，堀口健夫（2015）「東アジアに
おける越境大気汚染物質と外交の考え方―PM2.5問題を軸に」、環境法政策学会、草加
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岡本哲明（2015）「『安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会』を支えた専門知識の分析」、STS 
Network Japan 夏の学校、京都
その他（政策提言文書）
石井敦，米本昌平，岡本哲明，沖村理史，児矢野マリ，大久保彩子，堀口健夫（2015）「東アジアに
おける越境大気汚染物質と外交の考え方―PM2.5問題を軸に」、http://ishii06.wix.com/air-
pollution
小林 宏至　KOBAYASHI Hiroshi　学振特別研究員
書籍・論集
「僑郷からの災因論――二一世紀における「古典的」な風水事例より」、川口幸大・稲澤努編『僑郷』、
行路社、2016年 3月
「社会的住所としての宗族――福建省客家社会における人物呼称の事例から」、瀬川昌久・川口幸大編
『宗族と中国社会の現在』、風響社、2016年 3月
コラム・エッセイ
「話題の用語解説・新語解説（天田顕徳と共著）」、渡邊直樹責任編集『宗教と現代がわかる本　2016』
平凡社、284-291、2016年 3月
研究発表
2016 年 1 月 22 日「Rethinking Zongzu Segmentation Through Architecture of Kejia Tulou」The 
8th Annual CUHK Anthropology Postgraduate Student Forum“Transforming Asian 
Anthropology: Dialogues and Imaginations”（於：香港中文大学）
2015年 11月 7日「宗族が造る家、家が創る宗族：中国福建省客家社会における土楼と宗族」日本文
化人類学会次世代育成セミナー（於：東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所）
2015年 12月 26日「客家地域における閩南文化――ハイパーリアリティ、リアリティ、アクチュアリ
ティの視点から」東アジア人類学研究会（於：南山大学）
アウトリーチなど
2015年 4月 18日「フィールドワーク座談会、テーマ：中国における人類学調査の困難と対処について」
（於：国立民族学博物館）
2015年 6月 12日　日中異文化研修＠日本ミシュランタイヤ　太田サイト
2015年 7月 2日　ゲストスピーカーとして講義「中国・客家土楼と呼ばれる巨大な円形住宅に住む人々」
（於：東京経済大学）
2015年 10月 16日　ゲストスピーカーとして講義（於：東京工科大学）
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コヤマ クリスティアン　KOYAMA Christian　産学官連携研究員
学術論文
Y. Iitsuka, C.N. Koyama, K. Takahashi, M. Sato, “Design of Wideband Small Spiral Antenna for 
SAR,” Proc. of the IEEE Asian Pacific Conference on Antennas and Propagation 2015 
(APCAP), Bali, Indonesia, June 30 – July 3, pp. 244-245, 2015.（査読有）
C. N. Koyama, Y. Iitsuka, K. Takahashi, and M. Sato, “Full Polarimetric UWB GB-SAR for 
Damage Assessment of Wooden Building Structures,” Proc. of IGARSS 2015, July 26 31, 
Milan, Italy, pp. 2719–2722, 2015.（査読有）
C. Si-Wei, , L. Yong-Zhen, W. Xue-Song, C. N. Koyama, and M. Sato, “Urban damage mapping 
using scattering mechanism investigation technique for fully polarimetric SAR data,” Proc. of 
IGARSS 2015, July 26 31, Milan, Italy, pp. 3790–3793, 2015.（査読有）
C. N. Koyama, K. Schneider, M.  Sato, “Development of a biomass corrected soil moisture retrieval 
model for dual-polarization ALOS-2 data based on ALOS/PALSAR and PI-SAR-L2 
observations,” In Proc. of IGARSS 2015, July 26 31, Milan, Italy, pp. 1316–1319, 2015.（査読有）
M. Sato, K. Takahashi, Y. Iitsuka, C. Koyama, “Near range polarimetric SAR for non-destructive 
inspection of wooden buildings,” Proc. of the 2015 IEEE 5th Asia-Pacific Conference on 
Synthetic Aperture Radar (APSAR), September 1-4, Singapore, pp. 306-309, 2015.（査読有）
C. Koyama, K. Takahashi, Y. Iitsuka, and M. Sato, “Structural Health Assessment of Timber 
Structures by means of Polarimetric UWB Radar Imaging,” Proc. of the 2015 IEICE Society 
Conference, September 8 11, Sendai, Japan, CS-1-5, 2015.（査読無）
A. Karunathilake, C. Koyama, and M. Sato, “The effect of the polarization rotation angle in 
understanding polarimetric SAR data for land cover classification,” Proc. of the 2015 IEICE 
Society Conference, September 8 11, Sendai, Japan, B-2-7, 2015.（査読無）
M. Sato, K. Takahashi, Y. Iitsuka, and C. Koyama, “Subsurface Radar for Non-Destructive Testing 
for Structures of Buildings,” Proc. of the Int. Symposium Non-Destructive Testing in Civil 
Engineering (NDT-CE), September 15-17, Berlin, Germany, pp. 1-4, 2015.（査読有）
K. Takahashi, Y. Iitsuka, C. Koyama, and M. Sato, “Application of GPR CMP measurements to 
earthquake diagnosis of wooden buildings,” Proc. of the Int. Symposium Non-Destructive 
Testing in Civil Engineering (NDT-CE), September 15-17, Berlin, Germany, pp. 1-4, 2015.（査
読有）
C. N. Koyama and M. Sato, M., “Detection and Classification of Subsurface Objects by 
Polarimetric Radar Imaging,” Proc. of IEEE Radar Conference 2015, October 27-30, 
Johannesburg, South Africa, pp. 412–419, 2015.（査読有）
学会発表
C. Koyama, T. Khuut, and M. Sato, “Soil moisture and groundwater measurements by using 
ground penetrating radar in Mongolia,” 第 4回科研全体会議 , Mai 9-10, Sendai, Japan, 2015. 
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口頭発表
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